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1. 概要

高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成する一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,

P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,P3561,P3562,P3661,P3662)について，「再処

理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認

審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用した

としてもその安全機能の維持が可能であることを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362, P3461,P3462,

P3561,P3562,P3661,P3662)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対する扱いを考慮

するため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のポンプ・ファン類の構

造強度評価に準拠し，当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を

評価し，構造上の許容限界を超えないことを確認する。

また，当該設備の地震時及び地震後の動的機能の評価は，廃止措置計画用設計地震

動により当該設備に作用する加速度が機能確認済加速度以下となることを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,

P3561,P3562,P3661,P3662)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる据付ボルトと

する。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ
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り組み合わせた。

4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類ごとの許容応力を表 4-1

に示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類ごとの許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表4-2に示す。一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,

P3461,P3462, P3561,P3562,P3661,P3662)の静的解析用震度は，機器据付階のもの（3F，

水平方向：1.18，鉛直方向：0.79）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,

P3561,P3562,P3661,P3662)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規

程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用した。構造強度評

価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,

P3561,P3562,P3661,P3662)の解析モデルを図 4-1 に示す。評価は据付ボルト間隔が短

く転倒に対して厳しい軸直角方向に対して行う。

4.5.2 諸元

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,

P3561,P3562,P3661,P3662)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）軸方向転倒モデル

ポンプ・プロワ

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

（ｂ）軸直角方向転倒モデル

転倒方向

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

ｍ
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

一次系の送水ポンプ

(272P3161,P3162,

P3261,P3262,

P3361,P3362,

P3461,P3462,

P3561,P3562,

P3661,P3662)

安全上の機能 ― 崩壊熱除去機能

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 350 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M12

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 50(℃)

据付ボルトの本数 𝑛 4

引張力の作用する据付ボルトの評価

本数
𝑛 2

据付面から重心までの距離 h 330 (mm)

ポンプ振動による震度 𝐶 0.16

ポンプ回転により働くモーメント 𝑀  0 (N・mm)

総質量 m 315 (kg)

4.6 固有周期

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,

P3561,P3562,P3661,P3662)の固有周期は，1 質点系振動モデルとして考え，以下の計

算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,

P3561,P3562,P3661,P3662)の固有周期を表 4-4 に示す。
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表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

一次系の送水ポンプ

(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,

P3461,P3462, P3561,P3562,P3661,P3662)

0.05 (秒)以下

5．機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法

一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462, 

P3561,P3562,P3661,P3662)の地震時及び地震後の動的機能維持評価について，「原子

力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの評価方法を準用し，廃

止措置計画用設計地震動により当該設備に作用する加速度と機能確認済加速度を比

較することにより評価を行った。機能確認済加速度を表 5-1 に示す。

表 5-1 機能確認済加速度

評価対象設備 形式 方向
機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

一次系の送水ポンプ

(272P3161,P3162,

P3261,P3262,

P3361,P3362,

P3461,P3462,

P3561,P3562,

P3661,P3662)

横形単段遠心式

水平 1.4

鉛直 1.0
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6．評価結果

構造強度評価結果を表 6-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の一次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,

P3361,P3362,P3461,P3462,P3561,P3562,P3661,P3662)の発生応力はいずれも許容応

力以下であることを確認した。

また，動的機能維持評価結果を表 6-2 に示す。廃止措置計画用設計地震動により一

次系の送水ポンプ(272P3161,P3162,P3261,P3262,P3361,P3362,P3461,P3462,P3561,

P3562,P3661,P3662)に作用する加速度は機能確認済加速度以下であることを確認し

た。

表 6-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

一次系の送水ポンプ

(272P3161,P3162,

P3261,P3262,

P3361,P3362,

P3461,P3462,

P3561,P3562,

P3661,P3662)

据付ボルト

引張 13 276 0.05

せん断 10 159 0.07

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。

表 6-2 動的機能維持評価結果

評価対象設備 方向

廃止措置計画用設計地震動により

設備に作用する加速度

(×9.8 m/s2)

機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

一次系の送水ポンプ

(272P3161,P3162,

P3261,P3262,

P3361,P3362,

P3461,P3462,

P3561,P3562,

P3661,P3662)

水平 0.98 1.4

鉛直 0.66 1.0
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1. 概要

高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成する一次系の予備循環ポンプ(272P3061,

P3062)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び

「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生

じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に

対する扱いを考慮するため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のポ

ンプ・ファン類の構造強度評価に準拠し，当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に

発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を超えないことを確認する。

また，当該設備の地震時及び地震後の動的機能の評価は，廃止措置計画用設計地震

動により当該設備に作用する加速度が機能確認済加速度以下となることを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の構造強度の評価部位は，評価上厳しく

なる据付ボルトとする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類ごとの許容応力を表 4-1

に示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類ごとの許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表4-2に示す。一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の静的解析用震度は，

機器据付階のもの（3F，水平方向：1.18，鉛直方向：0.79）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の発生応力の計算方法は，「原子力発電

所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用

した。構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の解析モデルを図 4-1 に示す。評価は

据付ボルト間隔が短く転倒に対して厳しい軸直角方向に対して行う。

4.5.2 諸元

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）軸方向転倒モデル

ポンプ・プロワ

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

（ｂ）軸直角方向転倒モデル

転倒方向

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

ｍ
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

一次系の予備循環ポンプ

(272P3061,P3062)

安全上の機能 ― 崩壊熱除去機能

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 450 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M16

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 45 (℃)

据付ボルトの本数 𝑛 4

引張力の作用する据付ボルトの評

価本数
𝑛 2

据付面から重心までの距離 h 355 (mm)

ポンプ振動による震度 𝐶 0.16

ポンプ回転により働くモーメント 𝑀  0 (N・mm)

総質量 m 505 (kg)

4.6 固有周期

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の固有周期は，1質点系振動モデルとし

て考え，以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の固有周期を表 4-4 に示す。
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表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062) 0.05 (秒)以下

5．機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法

一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の地震時及び地震後の動的機能維持評

価について，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの評価

方法を準用し，廃止措置計画用設計地震動により当該設備に作用する加速度と機能確

認済加速度を比較することにより評価を行った。機能確認済加速度を表 5-1 に示す。

表 5-1 機能確認済加速度

評価対象設備 形式 方向
機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

一次系の予備循環ポンプ

(272P3061,P3062)
横形単段遠心式

水平 1.4

鉛直 1.0
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6．評価結果

構造強度評価結果を表 6-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の一次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)の発生応力

はいずれも許容応力以下であることを確認した。

また，動的機能維持評価結果を表 6-2 に示す。廃止措置計画用設計地震動により一

次系の予備循環ポンプ(272P3061,P3062)に作用する加速度は機能確認済加速度以下

であることを確認した。

表 6-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

一次系の予備循環ポンプ

(272P3061,P3062)
据付ボルト

引張 12 278 0.05

せん断 11 160 0.07

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。

表 6-2 動的機能維持評価結果

評価対象設備 方向

廃止措置計画用設計地震動によ

り設備に作用する加速度

(×9.8 m/s2)

機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

一次系の予備循環ポンプ

(272P3061,P3062)

水平 0.98 1.4

鉛直 0.66 1.0
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二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)

の耐震性についての計算書
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1. 概要

高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成する二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,

P8162,P8163)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解

釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動に

よって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを示

す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の構造強度の評価は，鉛直方向

地震動に対する扱いを考慮するため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-

2008」のポンプ・ファン類の構造強度評価に準拠し，当該設備に廃止措置計画用設計

地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を超えないことを確認する。

また，当該設備の地震時及び地震後の動的機能の評価は，廃止措置計画用設計地震

動により当該設備に作用する加速度が機能確認済加速度以下となることを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の構造強度の評価部位は，評価

上厳しくなる据付ボルトとする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類ごとの許容応力を表 4-1

に示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類ごとの許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の静的解析

用震度は，機器据付階のもの（5F，水平方向：1.36，鉛直方向：0.80）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の発生応力の計算方法は，「原

子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算

式を適用した。構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより

行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の解析モデルを図 4-1 に示す。

評価は据付ボルト間隔が短く転倒に対して厳しい軸直角方向に対して行う。

4.5.2 諸元

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示

す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）軸方向転倒モデル

ポンプ・プロワ

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

（ｂ）軸直角方向転倒モデル

転倒方向

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

ｍ
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

二次系の送水ポンプ

(272P8160,P8161,

P8162,P8163)

安全上の機能 ― 崩壊熱除去機能

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 500 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M16

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 40 (℃)

据付ボルトの本数 𝑛 4

引張力の作用する据付ボルトの評

価本数
𝑛 2

据付面から重心までの距離 h 380(mm)

ポンプ振動による震度 𝐶 0.16

ポンプ回転により働くモーメント 𝑀  0 (N・mm)

総質量 m 575 (kg)

4.6 固有周期

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の固有周期は，1質点系振動モ

デルとして考え，以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の固有周期を表 4-4 に示す。
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表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

二次系の送水ポンプ

(272P8160,P8161,P8162,P8163)
0.05 (秒)以下

5．機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法

二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の地震時及び地震後の動的機

能維持評価について，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポン

プの評価方法を準用し，廃止措置計画用設計地震動により当該設備に作用する加速度

と機能確認済加速度を比較することにより評価を行った。機能確認済加速度を表 5-1

に示す。

表 5-1 機能確認済加速度

評価対象設備 形式 方向
機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

二次系の送水ポンプ

(272P8160,P8161,P8162,P8163)
横形単段遠心式

水平 1.4

鉛直 1.0
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6．評価結果

構造強度評価結果を表 6-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の二次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)の

発生応力はいずれも許容応力以下であることを確認した。

また，動的機能維持評価結果を表 6-2 に示す。廃止措置計画用設計地震動により二

次系の送水ポンプ(272P8160,P8161,P8162,P8163)に作用する加速度は機能確認済加

速度以下であることを確認した。

表 6-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

二次系の送水ポンプ

(272P8160,P8161,

    P8162,P8163)

据付ボルト

引張 9 280 0.04

せん断 10 161 0.07

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。

表 6-2 動的機能維持評価結果

評価対象設備 方向

廃止措置計画用設計地震動によ

り設備に作用する加速度

(×9.8 m/s2)

機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

二次系の送水ポンプ

(272P8160,P8161,

P8162,P8163)

水平 1.14 1.4

鉛直 0.67 1.0
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冷却塔(272H81,H82,H83)の耐震性についての計算書
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1. 概要

高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成する冷却塔(272H81,H82,H83)について，「再

処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工

認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用し

たとしてもその安全機能の維持が可能であることを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

冷却塔(272H81,H82,H83)の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）解析により行い，

当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容

限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）

2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

ft* JEAC4601-2008 に定める供用状態 Ds での許容引張応力 MPa

fs* JEAC4601-2008 に定める供用状態 Ds での許容せん断応力 MPa

fc* JEAC4601-2008 に定める供用状態 Ds での許容圧縮応力 MPa

fb* JEAC4601-2008 に定める供用状態 Ds での許容曲げ応力 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

3. 評価部位

冷却塔(272H81,H82,H83)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる本体，据付ボ

ルトとする。冷却塔(272H81,H82,H83)の概要図を図 3-1 に示す。
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図 3-1 冷却塔(272H81,H82,H83)の概要図
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4. 構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地

震力による応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）

法により組み合わせた。

4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力分類と許容応力を表 4-1 に

示す。

表 4-1 評価部位ごとの応力分類と許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

本体 引張 1.5 ft*

本体 せん断 1.5 fs*

本体 圧縮 1.5 fc*

本体 曲げ 1.5 fb*

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。冷却塔(272H81,H82,H83)の静的解析用震度は，機器据付階のも

の（5F，水平方向：1.36，鉛直方向：0.80）を用いた。
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表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77

4.4 計算方法

冷却塔(272H81,H82,H83)の発生応力の計算方法は，FEM 解析（スペクトルモーダル

法）を用いた。解析コードは FINAS※1を用いた。構造強度評価は，算出した発生応力

と許容応力を比較することにより行った。

※1 MSC Software Corporation, “MSC.Nastran Version 2005r2”.

4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

冷却塔(272H81,H82,H83)の解析モデルを図 4-1 に示す。FEM 解析のモデルは，その

振動特性に応じ，代表的な振動モードが適切に表現でき，地震荷重による応力を適切

に算定できるものを用いた。
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【全体図】

【据付ボルト拘束図】

拘束条件 〇：固定，－：フリー      

部位
並進方向 回転方向

x y z θx θy θz

据付ボルト 〇 〇 〇 － － －

図 4-1 冷却塔(272H81,H82,H83)の解析モデル

△…拘束点
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4.5.2 諸元

冷却塔(272H81,H82,H83)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 値

冷却塔

（272H81,H82,H83）

安全上の機能 崩壊熱除去機能

外形寸法（縦） 2960 (mm)

外形寸法（横） 11040 (mm)

外形寸法（高さ） 3700 (mm)

本体材質 SUS304

本体温度 40 (℃)

据付ボルト呼び径 M24

据付ボルト有効断面積※ 353 (mm2)

据付ボルト材質 SUS316

据付ボルト温度 40 (℃)

総質量 約 46700 (kg)

※ JIS B 0205 に基づく。

4.6 固有周期

冷却塔(272H81,H82,H83)の固有周期及び固有モードを図 4-2 に示す。
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１次モード図   固有周期：0.046（秒）

図 4-2 冷却塔(272H81,H82,H83) 固有モード図
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5.評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。ボルトの発生応力は，計算から得られるボルト

1本あたりの最大せん断応力をボルトの有効断面積で割って算出した。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の冷却塔(272H81,H82,H83)の各評価部位の発生応力はい

ずれも許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

冷却塔

(272H81,H82,H83)

本体

引張 26 246 0.11

せん断 9 142 0.07

圧縮 15 58 0.26

曲げ 58 246 0.24

据付ボルト
引張 160 246 0.65

せん断 118 142 0.83

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。
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浄水ポンプ(272P761,P762)の耐震性についての計算書
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1. 概要

高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成する浄水ポンプ(272P761,P762)について，

「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係

る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作

用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

浄水ポンプ(272P761,P762)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対する扱いを考

慮するため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のポンプ・ファン類の

構造強度評価に準拠し，当該設備に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力

を評価し，構造上の許容限界を超えないことを確認する。

また，当該設備の地震時及び地震後の動的機能の評価は，廃止措置計画用設計地震

動により当該設備に作用する加速度が機能確認済加速度以下となることを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

浄水ポンプ(272P761,P762)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる据付ボルト

とする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類ごとの許容応力を表 4-1

に示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類ごとの許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。浄水ポンプ(272P761,P762)の静的解析用震度は，機器据付階の

もの（5F，水平方向：1.36，鉛直方向：0.80）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

浄水ポンプ(272P761,P762)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術

規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用した。構造強度

評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

浄水ポンプ(272P761,P762)の解析モデルを図 4-1 に示す。評価は据付ボルト間隔

が短く転倒に対して厳しい軸直角方向に対して行う。

4.5.2 諸元

浄水ポンプ(272P761,P762)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）軸方向転倒モデル

ポンプ・プロワ

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

（ｂ）軸直角方向転倒モデル

転倒方向

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

ｍ
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

浄水ポンプ

(272P761,P762)

安全上の機能 ― 崩壊熱除去機能

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 300 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M16

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 40 (℃)

据付ボルトの本数 𝑛 4

引張力の作用する据付ボルトの評

価本数
𝑛 2

据付面から重心までの距離 h 300 (mm)

ポンプ振動による震度 𝐶 0.16

ポンプ回転により働くモーメント 𝑀  0 (N・mm)

総質量 m 193 (kg)

4.6 固有周期

浄水ポンプ(272P761,P762)の固有周期は，1質点系振動モデルとして考え，以下の

計算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

浄水ポンプ(272P761,P762)の固有周期を表 4-4 に示す。
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表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

浄水ポンプ(272P761,P762) 0.05 (秒)以下

5．機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法

浄水ポンプ(272P761,P762)の地震時及び地震後の動的機能維持評価について，「原

子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの評価方法を準用し，

廃止措置計画用設計地震動により当該設備に作用する加速度と機能確認済加速度を

比較することにより評価を行った。機能確認済加速度を表 5-1 に示す。

表 5-1 機能確認済加速度

評価対象設備 形式 方向
機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

浄水ポンプ(272P761,P762) 横形単段遠心式

水平 1.4

鉛直 1.0
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6．評価結果

構造強度評価結果を表 6-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の浄水ポンプ(272P761,P762)の発生応力はいずれも許容

応力以下であることを確認した。

また，動的機能維持評価結果を表 6-2 に示す。廃止措置計画用設計地震動により浄

水ポンプ(272P761,P762)に作用する加速度は機能確認済加速度以下であることを確

認した。

表 6-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

浄水ポンプ

(272P761,P762)
据付ボルト

引張 13 280 0.05

せん断 9 161 0.06

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。

表 6-2 動的機能維持評価結果

評価対象設備 方向

廃止措置計画用設計地震動によ

り設備に作用する加速度

(×9.8 m/s2)

機能確認済加速度

(×9.8 m/s2)

浄水ポンプ

(272P761,P762)

水平 1.14 1.4

鉛直 0.67 1.0



別紙 6-1-2-3-3-28

浄水受槽(272V76)の耐震性についての計算書
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1. 概要

廃高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成する浄水受槽(272V76)について，「再処理

施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審

査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したと

してもその安全機能の維持が可能であることを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

浄水受槽(272V76)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対する扱いを考慮するた

め「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の平底たて置円筒形容器の構

造強度評価に準拠する。

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶௧ 据付ボルト計算における係数 ―

𝐷 据付ボルトのピッチ円直径 mm

Do 胴外径 mm

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹௧ 据付ボルトに作用する引張力 N

𝐾 第 1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/mm

𝑙 基礎から容器重心までの距離 mm

𝑚  容器の運転時質量 kg

𝑛 脚 1個当たりの据付ボルトの本数 ―

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa

𝑡ଵ 据付ボルト面積相当板幅 mm

𝑇ଵ 水平方向（長手方向）固有周期 s

𝜎 胴の組合せ一次一般膜応力の最大値 MPa

𝜎 胴の組合せ一次一般膜応力（圧縮側） MPa

𝜎௧ 胴の組合せ一次一般膜応力（引張側） MPa

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

浄水受槽(272V76)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる胴，据付ボルトとす

る。浄水受槽(272V76)の概要図を図 3-1 に示す。

：重心位置

据付ボルト

ベースプレート

図 3-1 浄水受槽(272V76)の概要図
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4. 構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。

4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力分類及び許容応力を表 4-1

に示す。

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

胴 一次一般膜応力 0.6 Su

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))
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4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。浄水受槽(272V76)の静的解析用震度は，機器据付階のもの（5F，

水平方向：1.36，鉛直方向：0.80）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77

4.4 計算方法

浄水受槽(272V76)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」の平底たて置円筒形容器の構造強度評価の計算式を適用した。構造

強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

胴の一次一般膜応力：

𝜎 = max[𝜎௧, 𝜎]

据付ボルトの引張応力：

𝜎 =
2𝐹௧

𝑡ଵ𝐷𝐶௧

据付ボルトのせん断応力：

𝜏 =
𝐶ு𝑚 𝑔
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

浄水受槽(272V76)の解析モデルを図 4-1 に示す。

4.5.2 諸元

浄水受槽(272V76)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

浄水受槽(272V76)

安全上の機能 ― 崩壊熱除去機能

機器区分 ― クラス 3

胴外径 Do 2516 (mm)

胴板厚さ t 8 (mm)

基礎から容器重心までの距離 l 1350 (mm)

胴材質 ― SUS304

胴温度 (設計温度) ― 40 (℃)

据付ボルト呼び径 ― M20

据付ボルト材質 ― SUS316

据付ボルト温度 ― 40 (℃)

総質量 ― 16000 (kg)

m0

図 4-1 浄水受槽(272V76)の解析モデル
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4.6 固有周期

浄水受槽(272V76)の固有周期は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

の平底たて置円筒形容器の以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ଵ = 2πඨ
𝑚 

10ଷ・𝐾

浄水受槽(272V76)の固有周期を表 4-4 に示す。

表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

浄水受槽(272V76) 0.021 (秒)

5. 評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の浄水受槽(272V76)の各評価部位の発生応力はいずれも

許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

浄水受槽

(272V76)

胴 一次一般膜 18 312 0.06

据付ボルト
引張 40 246 0.16

せん断 49 142 0.35

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。



別紙 6-1-2-3-3-29

水封槽(272V41,V42)の耐震性についての計算書
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1. 概要

高放射性廃液の閉じ込め機能（蒸発乾固発生時の影響緩和機能を担う重大事故対処

設備）を構成する水封槽(272V41,V42)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措

置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持

が可能であることを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

水封槽(272V41,V42)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対する扱いを考慮する

ため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAG4601-2008」のラグ支持たて置円筒形容

器の構造強度評価に準拠する。

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

Do 胴外径 mm

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

ｈ 胴高さ mm

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa

t 胴板厚さ mm

𝜎 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa

𝜎ః 胴の周方向一次一般膜応力 MPa

𝜎௫ 胴の軸方向一次一般膜応力 MPa

𝜎ఃଵ 内圧又は静水頭による胴の周方向応力 MPa

𝜎ఃଶ 静水頭に作用する鉛直方向地震力による胴の周方向応力 MPa

𝜎௫ଵ 内圧又は静水頭による胴の軸方向応力 MPa

𝜎௫ଶ 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa

𝜎௫ଵଵ 鉛直方向地震力による胴断面に生じる引張応力 MPa

𝜎௫ସ 水平方向地震力が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応

力

MPa

𝜎ଵ 胴の一次応力の最大値 MPa

𝜎ଵଵ
～𝜎ଵ

水平方向地震力（Z 方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力

MPa

𝜎ଵ
～𝜎ଵଵ

水平方向地震力（X 方向）及び鉛直方向地震力が作用した場合の胴の組

合せ一次応力

MPa

𝜎 ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa

𝜎ଵ
～𝜎ଷ

水平方向地震力（Z 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力

MPa

𝜎ସ
～𝜎ହ

水平方向地震力（X 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じる引

張応力

MPa

𝜏 ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa

𝜏ଶ 水平方向地震力（Z 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力

MPa

𝜏ସ
～𝜏ହ

水平方向地震力（X 方向）及び鉛直方向地震力によりボルトに生じるせ

ん断応力

MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜔ு 水平方向振動系の角速度 rad/s
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3. 評価部位

水封槽(272V41,V42)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる胴，据付ボルトと

する。水封槽(272V41,V42)の概要図を図 3-1 に示す。

4. 構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地

震力による応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）

法により組み合わせた。

4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，圧力

図 3-1 水封槽（272V41,V42）の概要図

据付ボルト

Do

t

h 胴
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については設計圧力，自重については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止

措置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力

分類及び許容応力を表 4-1 に示す。

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

胴 一次一般膜応力 0.6 Su

胴 一次応力
0.9 Su

(1.5×0.6 Su)

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表4-2に示す。水封槽(272V41,V42)の静的解析用震度は，機器据付階のもの（4F，

水平方向：1.24，鉛直方向：0.79）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

水封槽(272V41,V42)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」のラグ支持たて置円筒形容器の構造強度評価の計算式を適用した。

構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

胴の一次一般膜応力：

𝜎 = max[𝜎ః , 𝜎௫]
𝜎ః = 𝜎ఃଵ + 𝜎ఃଶ

𝜎௫ = 𝜎௫ଵ+ 𝜎௫ଶ + ට𝜎௫ଵଵଶ + 𝜎௫ସ
ଶ

胴の一次応力：

𝜎ଵ = max[𝜎ଵଵ, 𝜎ଵଶ, 𝜎ଵଷ, 𝜎ଵସ, 𝜎ଵହ, 𝜎ଵ, 𝜎ଵ, 𝜎ଵ଼, 𝜎ଵଽ, 𝜎ଵଵ]

据付ボルトの引張応力：

𝜎 = max[𝜎ଵ, 𝜎ଶ, 𝜎ଷ, 𝜎ସ, 𝜎ହ]

据付ボルトのせん断応力：

𝜏 = max[𝜏ଶ, 𝜏ସ, 𝜏ହ]

4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

水封槽(272V41,V42)の解析モデルを図 4-1 に示す。
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4.5.2 諸元

水封槽(272V41,V42)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

水封槽

(272V41,V42)

安全上の機能 ― 重大事故対処設備

機器区分 ― クラス 3

圧力（設計圧力） 0.049 (MPa)

胴外径 Do 816 (mm)

胴板厚さ t 6 (mm)

胴高さ h 1316 (mm)

胴材質 ― SUS316L

胴温度 (設計温度) ― 100 (℃)

据付ボルト呼び径 ― M20

据付ボルト材質 ― SUS316

据付ボルト温度 100 (℃)

総質量 ― 600 (kg)

図 4-1 水封槽（272V41,V42）の解析モデル
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4.6 固有周期

水封槽(272V41,V42)の固有周期は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-

2008」のラグ支持たて置円筒形容器の以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ு =
2𝜋
𝜔ு

水封槽(272V41,V42)の固有周期を表 4-4 に示す。

表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

水封槽(272V41,V42) 0.028 (秒)
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5. 評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の水封槽(272V41,V42)の各評価部位の発生応力はいずれ

も許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

水封槽

(272V41,V42)

胴
一次一般膜 4 263 0.02

一次 9 395 0.03

据付ボルト
引張 21 237 0.09

せん断 15 137 0.11

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。
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緊急放出系フィルタユニット(272F480)

の耐震性についての計算書
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1. 概要

高放射性廃液の閉じ込め機能（蒸発乾固発生時の影響緩和機能を担う重大事故対処

設備）を構成する緊急放出系フィルタユニット（272F480）について，「再処理施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイ

ド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしても

その安全機能の維持が可能であることを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の構造強度の評価は，耐震構造上の類似性

（底部アンカーボルトによる支持構造を持つ。）に基づき,鉛直方向地震動に対する扱

いを考慮するため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のポンプ・ファ

ン類の構造強度評価に準拠する。

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の構造強度の評価部位は，評価上厳しく

なる短辺方向の据付ボルトとする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

は設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地震力

を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類及び許容応力を表 4-1 に示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。緊急放出系フィルタユニット（272F480）の静的解析用震度は，

機器据付階のもの（4F，水平方向：1.24，鉛直方向：0.79）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77



6-1-2-3-3-30-4

4.4 計算方法

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の発生応力の計算方法は，「原子力発電所

耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用し

た。構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の解析モデルを図 4-1 に示す。評価は据

付ボルト間隔が短く転倒に対して厳しい側面方向に対して行う。

4.5.2 諸元

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）正面（長辺）方向モデル

フィルタユニット

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト

転倒支点

l1 l2

h

（ｂ）側面（短辺）方向モデル

転倒方向

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

ｍ

l1 l2

h
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

緊急放出系フィルタ

ユニット（272F480）

安全上の機能 ― 重大事故対処設備

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 810 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M16

据付ボルト材質 ― SUS316

据付ボルト温度 ― 110 (℃)

据付ボルトの本数 𝑛 20

引張力の作用する据付ボルト

の評価本数
𝑛 9

据付面から重心までの距離 h 1100 (mm)

総質量 m 1800 (kg)

4.6 固有周期

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の固有周期は，1 質点系振動モデルとし

て考え，以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

緊急放出系フィルタユニット（272F480）の固有周期を表 4-4 に示す。

表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

緊急放出系フィルタユニット（272F480） 0.029 (秒)
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5．評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の緊急放出系フィルタユニット（272F480）の発生応力は

いずれも許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

緊急放出系フィル

タユニット

（272F480）

据付ボルト

引張 16 233 0.07

せん断 7 134 0.06

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。
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配管の耐震性についての計算書
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1．概要

高放射性廃液の閉じ込め機能，崩壊熱除去機能及び重大事故対処設備を構成する

配管について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び

「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生

じる地震力が作用したとしてもその安全機能の維持が可能であることを示す。

2．一般事項

2.1 評価方針

配管は，振動数基準の定ピッチスパン法により設置している。配管の構造強度の評

価は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に基づき，当該配管に廃止

措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を超えない

ことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐷 管の外径 mm

g 重力加速度 mm/s2

𝑖ଵ 設計・建設規格 PPC-3530 及び PPC-3810 に定める応力係数 ―

L 直管部の最大支持間隔 mm

𝑀  機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る）により生じるモーメント N・mm

𝑀  機械的荷重（地震を含めた短期的荷重）により生じるモーメント N・mm

𝑃 圧力 MPa

𝑆 一次応力 MPa

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材料の設計引張強さ MPa

𝑡 管の厚さ mm

w 管の単位長さ当たりの質量 kg/mm

𝑍 管の断面係数 mm3

3. 評価部位

配管の構造強度の評価は，本体の一次応力について実施する。評価の範囲は高放射

性廃液を内蔵する系統，槽類換気系統，セル換気系統，一次冷却水系統，二次冷却水

系統及び緊急放出系統の配管とする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地

震力による応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）

法により組み合わせた。

4.2 許容応力

配管の構造強度の許容応力は，クラス 3管に対する一次応力制限が規定されている

「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 補-1984 重要度分類・許容応力編」に

準拠し,「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」に基づき，供

用状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，圧

力については設計圧力，配管内部の流体については充填し，それぞれ生じる荷重と廃

止措置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態とした。配管の応力分類と

許容応力を表 4-1 に示す。
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表 4-1 配管の応力分類と許容応力

評価部位 応力分類 許容応力 備考

配管 一次応力
0.9 Su

(1.5×0.6 Su)

弾塑性挙動の範囲に入ることは許容するも

のの，崩壊防止の観点から制限を課した許

容応力

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。配管の静的解析用震度は，配管据付最上階のもの（RF，水平方

向：1.41，鉛直方向：0.80）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

配管の発生応力の計算方法は，以下に示す「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」の配管の計算式を適用した。構造強度評価は，算出した発生応力と許

容応力を比較することにより行った。

𝑆 =
P𝐷
4𝑡 +

0.75𝑖ଵ(𝑀  + 𝑀 )
Z

4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

配管については，振動数基準の定ピッチスパン法に基づき配管が地震時に共振しな

いよう一次固有振動数が 20 Hz 以上（剛）となる間隔で支持している。

直管部においては,等分布荷重を受ける両端単純支持はりにモデル化した。配管の

解析モデルを図 4-1 に示す。

図 4-1 配管の解析モデル

等分布荷重を受ける両端単純支持はりの𝑀 は次式で表される。

𝑀  =
𝑤𝑔𝐿ଶ

8

また，𝑀 については，次式で表される。

𝑀  = ඥ(𝑀 𝐶ு )ଶ+ (𝑀 𝐶)ଶ

上記のモデル化では両端を単純支持としているが，実際の配管において機器に接

続される部分は固定端となる。したがって実機では両端固定支持又は一端固定他端

両端単純支持はり

L
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単純支持に近い状態となる。両端固定支持とした場合の配管部に作用する曲げモー

メント𝑀 は

端部：𝑀  =
௪ మ

ଵଶ
,  支間最大：𝑀  =

௪ మ

ଶସ

一端固定他端単純支持とした場合の配管部に作用する曲げモーメント𝑀 は

端部：𝑀  =
௪ మ

଼
,  支間最大：𝑀  =

ଽ௪ మ

ଵଶ଼

となるので両端を単純支持とするモデルは実機よりも保守的となる（「構造力学公式

集」, 土木学会, 1974）。

直管部以外の曲がり部分,支持間隔の間にバルブ等の集中質量がある部分,分岐等

の部分については,それぞれの部位の固有振動数が20 Hz以上となるように,直管部の

支持間隔にそれぞれの部位の特徴に縮小率を乗じて短くした支持間隔としている。図

4-2 には曲がり部分に対する縮小率を,図 4-3 には集中質量部に対する縮小率を示す。

また,分岐部については縮小率 0.85 とする。したがって直管部で最も長い支持間隔

となる配管（最も固有振動数が低くなる配管）について地震時の発生応力を計算する

ことで,他の配管の発生応力は包絡される。

なお，高放射性廃液貯槽（272V31～V36）に接続されている配管については，地震時

における高放射性廃液貯槽上部の最大変位が十分少ないことを確認しており，接続さ

れている配管に過大な変形や二次応力は生じない（別紙 6-1-2-3-3-1「高放射性廃液

貯槽(272V31～V36)の耐震性についての計算書」参照）。
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図 4-2 曲がり部を 20 Hz 以上とするための縮小率
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図 4-3 集中質量部を 20 Hz 以上とするための縮小率
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4.5.2 諸元

配管の仕様を表 4-3 に示す。

表 4-3 配管の仕様

評価対象設

備

安全上の

機能

機器

区分
流体名

流体の

密度

(g/cm3)

材質
保温

有無

温度

(℃)

圧力

(MPa)

呼び径

（A）

配管 Sch.

又は肉厚

(mm)

最大支持

間隔※2

(mm)

高放射性廃

液を内蔵す

る系統の配

管

閉じ込め

機能

クラ

ス 3

高放射

性廃液
1.6

SUS304LTP 無

100 1.37
50 Sch. 20S 2410

80 Sch. 20S 2850

水 1.0 250 2.84 32 Sch. 20S 1560

槽類換気系

統及び

緊急放出系

統の配管

閉じ込め

機能，

重大事故

対処設備

クラ

ス 3
空気 ―

SUS304LTP
無

100 1.37

80 Sch. 20S 3380

200 Sch. 20S 5310

400 9.0 (mm) 7340

SUS304 40 ― φ850 5.0 (mm) 11189

セル換気系

統の配管

閉じ込め

機能

クラ

ス 3
空気 ― SS400 無 40 ―

400×400※1 2.3 (mm) 8130

650×250※1 2.3 (mm) 6190

800×450※1 2.3 (mm) 7090

800×800※1 2.3 (mm) 8380

1000×1000※1 2.3 (mm) 8440

1100×600※1 2.3 (mm) 7130

200 2.3 (mm) 5270

250 2.3 (mm) 6104

300 2.3 (mm) 6692

350 2.3 (mm) 7232

一次冷却水

系統の配管

及び

二次冷却水

系統の配管

崩壊熱除

去機能,

重大事故

対処設備

クラ

ス 3
冷却水 1.0 SUS304

無 100 1.37

32 Sch. 40 2160

50 Sch. 20S 2520

80 Sch. 10S 2920

150 Sch. 10S 3730

200 Sch. 10S 4200

有 100 1.37

100 Sch. 10S 2580

200 Sch. 10S 3600

※1 角ダクト

※2 直管部の最大支持間隔
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5．評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

これより高放射性廃液貯蔵場(HAW)の配管の発生応力はいずれも許容応力以下であ

ることを確認した。また，高放射性廃液の配管，槽類換気系及び緊急放出系の配管（セ

ル換気系への合流部まで。），一次冷却水系配管（冷却水）については，最高温度 100 ℃，  

最高圧力 1.37 MPa においても上記の耐震性を有することから，高放射性廃液の沸騰

等を考慮しても十分耐えうるものである。
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表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備
保温

有無

呼び径

（A）
配管 Sch.又
は肉厚(mm)

発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

高放射性廃液を

内蔵する系統の配管
無

50 Sch. 20S 36 367 0.10

80 Sch. 20S 40 367 0.11

32 Sch. 20S 25 330 0.08

槽類換気系統及び

緊急放出系統の配管
無

80 Sch. 20S 31 367 0.09

200 Sch. 20S 34 367 0.10

400 9.0 (mm) 38 367 0.11

φ850 5.0 (mm) 24 468 0.06

セル換気系統の配管 無

400×400※2 2.3 (mm) 20 280 0.08

650×250※2 2.3 (mm) 15 280 0.06

800×450※2 2.3 (mm) 12 280 0.05

800×800※2 2.3 (mm) 11 280 0.04

1000×1000※2 2.3 (mm) 9 280 0.04

1100×600※2 2.3 (mm) 9 280 0.04

200 2.3 (mm) 23 360 0.07

250 2.3 (mm) 25 360 0.07

300 2.3 (mm) 25 360 0.07

350 2.3 (mm) 25 360 0.07

一次冷却水系配管

及び

二次冷却水系配管

無

32 Sch. 40 31 396 0.08

50 Sch. 20S 34 396 0.09

80 Sch. 10S 41 396 0.11

150 Sch. 10S 51 396 0.13

200 Sch. 10S 54 396 0.14

有
100 Sch. 10S 37 396 0.10

200 Sch. 10S 47 396 0.12

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。

※2 角ダクト。
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ホイスト・レールの耐震性についての計算書
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1. 概要

ホイスト・レールは高放射性廃液の閉じ込め機能を構成するよう素フィルタ

(272F465,F466)の上部にあることから,その落下等によりよう素フィルタ

(272F465,F466)への波及的影響を考慮する必要がある。このため，ホイスト・レール

について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震

設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地

震力が作用したとしても波及的影響が生じないことを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

ホイスト・レールの構造強度の評価は，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」を踏まえ力学平衡計算により行い，当該設備に廃止措置計画用設計

地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）

2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝑎 据付ボルト間隔 mm

𝐴 据付ボルトの有効断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルト 1本に作用する引張力 N

𝑔 重力加速度 mm/s2

h サポートの長さ mm

𝐼௫ レールの強軸方向の断面二次モーメント mm4

𝐼௬ レールの弱軸方向の断面二次モーメント mm4



6-1-2-3-3-32-2

記号 記号の説明 単位

𝐿 最大スパン長さ mm

𝑀ு レールの垂直荷重による曲げモーメント N mm

𝑀 レールの水平荷重による曲げモーメント N mm

𝑛 サポート 1個あたりの据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑃ଵ 吊り荷荷重(定格荷重に，吊り具及び巻き上げ用ワイヤーロープの重量を

加えた荷重)

kg

𝑃ଶ 𝑃ଵに含まれない部分の自重 kg

𝑃ଷ 1 スパン当たりのレール自重 kg

𝑃ସ サポートの自重 kg

𝑄 据付ボルト 1本に作用するせん断力 N

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝑇 鉛直方向固有周期 s

𝑍௫ レールの強軸方向の断面係数 mm3

𝑍௬ レールの弱軸方向の断面係数 mm3

𝜎 レールの曲げ応力 MPa

𝜎ு レールの水平荷重による曲げ応力 MPa

𝜎 レールの垂直荷重による曲げ応力 MPa

𝜎 据付ボルト 1本に作用する引張応力 MPa

𝜏 据付ボルト 1本に作用するせん断応力 MPa

𝛿ு レールの水平方向の最大たわみ量 mm

𝛿 レールの鉛直方向の最大たわみ量 mm
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3. 評価部位

ホイスト・レールの構造強度の評価部位は，評価上厳しくなるレール，据付ボルト

とする。ホイスト・レールの概要図を図 3-1 に示す。

4. 構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出については，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，絶対値和により組み合わせた。

4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，圧力

については設計圧力，自重については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止

措置計画用設計地震動による地震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力

分類及び許容応力を表 4-1 に示す。

据付ボルト レール

レール

据付ボルト
L＝1750 mm

図 3-1 ホイスト・レールの概要図
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表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

レール 曲げ 1.5×(F/1.5)

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。ホイスト・レールの静的解析用震度は，機器据付階のもの（5F，

水平方向：1.36，鉛直方向：0.80）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77

4.4 計算方法

ホイスト・レールの発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」を踏まえ以下の計算式を適用した。構造強度評価は，算出した発生応

力と許容応力を比較することにより行った。
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レールの垂直荷重による曲げモーメント(𝑀 )

𝑀  = (1 + 𝐶)൬
𝑃ଵ 𝑔 𝐿

4 +
𝑃ଶ 𝑔 𝐿

4 +
𝑃ଷ 𝑔 𝐿

8 ൰

レールの垂直荷重による曲げ応力(𝜎)

𝜎 =
𝑀 

𝑍௫

レールの水平荷重による曲げモーメント(𝑀 ு)

𝑀 ு = 𝐶ு ൬
𝑃ଶ 𝑔 𝐿

4 +
𝑃ଷ 𝑔 𝐿

8 ൰

レールの水平荷重による曲げ応力(𝜎ு)

𝜎ு =
𝑀 ு

𝑍௬

レールの曲げ応力(𝜎)

σ = 𝜎 + 𝜎ு

据付ボルト 1本に作用する引張力（𝐹）：

𝐹 =
(1 + 𝐶)(𝑃ଵ+ 𝑃ଶ + 𝑃ଷ+ 𝑃ସ) 𝑔

𝑛 +
𝐶ு (𝑃ଶ+ 𝑃ଷ+ 𝑃ସ) 𝑔 ℎ

𝑛 𝑎

据付ボルト 1本に作用する引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝐴

据付ボルト 1本に作用するせん断力（𝑄）：

𝑄 =
𝐶ு (𝑃ଶ+ 𝑃ଷ + 𝑃ସ) g

𝑛

据付ボルト 1本に作用するせん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

ホイスト・レールの解析モデルを図 4-1 に示す。

4.5.2 諸元

ホイスト・レールの主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

ホイスト・レ

ール

安全上の機能 ― 閉じ込め機能

（波及的影響の防止）

機器区分 ― クラス 3

定格荷重 ― 2000 (kg)

レール材質 ― SS400

レール ― I 250×125×7.5×12.5

吊り荷荷重(定格荷重に吊り具，巻き上げ

用ワイヤーロープの重量を加えた荷重)

P1 2005 (kg)

P1に含まれない部分の自重 P2 130 (kg)

1 スパン当たりのレール自重 P3 65 (kg)

サポートの自重 P4 30 (kg)

サポートの長さ h 950 (mm)

最大スパン長さ L 1750 (mm)

レール温度 ― 40 (℃)

据付ボルト呼び径 ― M20

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 40 (℃)

据付ボルト間隔 a 250 (mm)

L

図 4-1 解析モデル
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4.6 固有周期

ホイスト・レールの固有周期は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

を踏まえ以下の計算式を用いて算出した。

垂直方向：

𝑇 = 2πඨ
𝛿
𝑔

最大たわみ量(𝛿)： 𝛿 =
(భାమାయ)  య

ସ଼ ா ூೣ

水平方向：

𝑇ு = 2πඨ
𝛿ு
𝑔

最大たわみ量(𝛿ு )： 𝛿ு =
(మାయ)  య

ସ଼ ா ூ

ホイスト・レールの固有周期を表 4-4 に示す。

表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

ホイスト・レール（垂直方向） 0.031 (秒)

ホイスト・レール（水平方向） 0.036 (秒)
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5. 評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)のホイスト・レールの各評価部位の発生応力はいずれも

許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

ホイスト・レ

ール

レール 曲げ 59 280 0.22

据付ボルト

引張 50 280 0.18

せん断 3 161 0.02

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。
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トリチウムモニタ(272T2RA+001)の

耐震性についての計算書
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1. 概要

トリチウムモニタ(272T2RA+001)は，高放射性廃液の閉じ込め機能を構成するセル

換気系フィルタユニット(272F040)の近傍に設置されていることから，転倒によりセ

ル換気系フィルタユニット(272F040)への波及的影響を考慮する必要がある。そのた

め，トリチウムモニタ(272T2RA+001)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措

置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしても波及的影響が生じな

いことを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

トリチウムモニタ(272T2RA+001)の構造強度の評価は，耐震構造上の類似性（底部

アンカーボルトによる支持構造を持つ。）に基づき,鉛直方向地震動に対する扱いを考

慮するため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のポンプ・ファン類の

構造強度評価に準拠する。

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

トリチウムモニタ(272T2RA+001)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる据付

ボルトとする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出については，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」を準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類及び許容応力を表 4-1 に

示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。トリチウムモニタ(272T2RA+001)の静的解析用震度は，機器据

付階のもの（3F，水平方向：1.18，鉛直方向：0.79）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

トリチウムモニタ(272T2RA+001)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計

技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用した。構造

強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

トリチウムモニタ(272T2RA+001)の解析モデルを図 4-1 に示す。評価は据付ボルト

間隔が短く転倒に対して厳しい側面方向に対して行う。

4.5.2 諸元

トリチウムモニタ(272T2RA+001)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）正面方向モデル

トリチウムモニタ

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト

転倒支点

l1 l2

h

（ｂ）側面方向モデル

転倒方向

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

ｍ

l1 l2

h
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

トリチウムモニタ

(272T2RA+001)

安全上の機能 ―
閉じ込め機能

（波及的影響の防止）

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 400 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M10

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 40 (℃)

据付ボルトの本数 𝑛 4

引張力の作用する据付ボル

トの評価本数
𝑛 2

据付面から重心までの距離 h 850 (mm)

総質量 m 550 (kg)

4.6 固有周期

トリチウムモニタ(272T2RA+001)の固有周期は，1 質点系振動モデルとして考え，

以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

トリチウムモニタ(272T2RA+001)の固有周期を表 4-4 に示す。
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表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

トリチウムモニタ(272T2RA+001) 0.05 (秒)以下

5．評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)のトリチウムモニタ(272T2RA+001)の発生応力はいずれ

も許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

トリチウムモニタ

(272T2RA+001)
据付ボルト

引張 95 280 0.34

せん断 28 161 0.18

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。
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空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の

耐震性についての計算書
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1. 概要

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)は，高放射性廃液の閉じ込め機能を構成する

セル換気系排風機(272K103,K104)の上部近傍に設置されていることから,セル換気系

排風機(272K103,K104)への波及的影響を考慮する必要がある。このため，空調用ファ

ンコイル(272AC112,AC113)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関

する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用

設計地震動によって生じる地震力が作用したとしても波及的影響が生じないことを

示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の構造強度の評価は，鉛直方向地震動に対す

る扱いを考慮するため「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」のポンプ・

ファン類の構造強度評価に準拠する。

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ファン振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ファン回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる

据付ボルトとする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出においては，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類及び許容応力を表 4-1 に

示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の静的解析用震度は，機

器据付階のもの（5F，水平方向：1.36，鉛直方向：0.80）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐

震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用した。

構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の解析モデルを図 4-1 に示す。評価は据付

ボルト間隔が短く転倒に対して厳しい軸直角方向に対して行う。

4.5.2 諸元

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）軸方向転倒モデル

ファン

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト

転倒支点

転倒方向

Ｌ

据付ボルト

転倒支点

ｍ

（ｂ）軸直角方向転倒モデル
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記号 値

空調用ファンコイル

(272AC112,AC113)

安全上の機能 ―
閉じ込め機能

（波及的影響の防止）

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 304 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M10

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 40 (℃)

据付ボルトの本数 𝑛 4

引張力の作用する据付ボルトの評

価本数
𝑛 2

据付面から重心までの距離 h 484 (mm)

ファン振動による震度 𝐶 0.10

ファン回転により働くモーメント 𝑀  0 (N・mm)

総質量 m 50 (kg)

4.6 固有周期

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の固有周期は，1質点系振動モデルとして考

え，以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の固有周期を表 4-4 に示す。
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表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

空調用ファンコイル(272AC112,AC113) 0.05 (秒)以下

5．評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の空調用ファンコイル(272AC112,AC113)の発生応力はい

ずれも許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

空調用ファンコイル

(272AC112,AC113)
据付ボルト

引張 13 280 0.05

せん断 4 161 0.03

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。
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動力分電盤(HM-3)の耐震性についての計算書
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1. 概要

動力分電盤(HM-3)は，高放射性廃液の崩壊熱除去機能及び閉じ込め機能を構成する

動力分電盤(HM-1,HM-2)に隣接して設置されていることから, 動力分電盤(HM-1,HM-

2)への波及的影響を考慮する必要がある。このため，動力分電盤(HM-3)について，「再

処理施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工

認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用し

たとしても波及的影響が生じないことを示す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

動力分電盤(HM-3)の構造強度の評価は，耐震構造上の類似性（底部アンカーボルト

による支持構造を持つ。）に基づき,鉛直方向地震動に対する扱いを考慮するため「原

子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601－2008」のポンプ・ファン類の構造強度評価

に準拠する。

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 据付ボルトの軸断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 据付ボルトに生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と据付ボルト間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 据付ボルト間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 据付ボルトの本数 ―

𝑛 引張力の作用する据付ボルトの評価本数 ―

𝑄 据付ボルトに生じるせん断力 N

𝜎 据付ボルトに生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 据付ボルトに生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

動力分電盤(HM-3)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる据付ボルトとする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出については，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。据付ボルトの応力分類及び許容応力を表 4-1 に

示す。

表 4-1 据付ボルトの応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

据付ボルト 引張応力 1.5×(F/1.5)

据付ボルト せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 設計用地震力

廃止措置計画用設計地震動による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の各階での静的解析用

震度を表 4-2 に示す。動力分電盤(HM-3)の静的解析用震度は，機器据付階のもの（3F，

水平方向：1.18，鉛直方向：0.79）を用いた。

表 4-2 静的解析用震度

階
静的解析用震度（床応答最大加速度×1.2）

水平方向 鉛直方向

RF 1.41 0.80

5F 1.36 0.80

4F 1.24 0.79

3F 1.18 0.79

1F 1.10 0.78

B1F 1.04 0.77
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4.4 計算方法

動力分電盤(HM-3)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を適用した。構造強度評価は，

算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.5 計算条件

4.5.1 解析モデル

動力分電盤(HM-3)の解析モデルを図 4-1 に示す。評価は据付ボルト間隔が短く転

倒に対して厳しい側面方向に対して行う。

4.5.2 諸元

動力分電盤(HM-3)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-1 解析モデル

（ａ）正面方向モデル

動力分電盤

架台

転倒方向

ｍ

Ｌ

据付ボルト

転倒支点

l1 l2

h

（ｂ）側面方向モデル

転倒方向

Ｌ

据付ボルト
転倒支点

ｍ

l1 l2

h
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記号 値

動力分電盤(HM-3)

安全上の機能 ―

崩壊熱除去機能

閉じ込め機能

（波及的影響の防止）

機器区分 ― クラス 3

据付ボルト間隔 L 480 (mm)

据付ボルト呼び径 ― M12

据付ボルト材質 ― SS400

据付ボルト温度 ― 40 (℃)

据付ボルトの本数 𝑛 4

引張力の作用する据付ボル

トの評価本数
𝑛 2

据付面から重心までの距離 h 1275 (mm)

総質量 m 330 (kg)

4.6 固有周期

動力分電盤(HM-3)の固有周期は，1質点系振動モデルとして考え，以下の計算式を

用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

動力分電盤(HM-3)の固有周期を表 4-4 に示す。
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表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

動力分電盤(HM-3) 0.05 (秒)以下

5．評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の動力分電盤(HM-3)の発生応力はいずれも許容応力以下

であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

動力分電盤(HM-3) 据付ボルト

引張 52 280 0.19

せん断 12 161 0.08

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。



別紙 6-1-2-3-3-36

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の

耐震性についての計算書
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1. 概要

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)は，高放射性廃液の崩壊熱除去機能を構成す

る 冷 却 塔 (272H81,H82,H83) の 近 傍 に 設 置 さ れ て い る こ と か ら , 冷 却 塔

(272H81,H82,H83)への波及的影響を考慮する必要がある。このため，空調用冷却塔

(272AC115,AC116,AC117)について，「再処理施設の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を踏まえ，廃止措置計画用設

計地震動によって生じる地震力が作用したとしても波及的影響が生じないことを示

す。

2. 一般事項

2.1 評価方針

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の構造強度の評価は，耐震構造上の類似性

（底部を定ピッチで溶接された支持構造であり，溶接部をアンカーボルトとみなす。）

に基づき,鉛直方向地震動に対する扱いを考慮するため「原子力発電所耐震設計技術

規程 JEAC4601-2008」のポンプ・ファン類の構造強度評価に準拠する。

当該設備に，廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。

2.2 適用規格・基準等

適用規格・基準等を以下に示す。

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会）

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会）

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会）

(4)発電用原子力設備規格 材料規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会）
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2.3 記号の説明

記号 記号の説明 単位

𝐴 溶接部の断面積 mm2

𝐴ௌ 最小有効せん断断面積 mm2

𝐶ு 水平方向設計震度 ―

𝐶 ポンプ振動による震度 ―

𝐶 鉛直方向設計震度 ―

𝐸 縦弾性係数 MPa

F JSME S NC1-2012 SSB-3121 に定める許容応力算定用基準値 MPa

𝐹 溶接部に生じる引張力 N

𝐺ூ せん断弾性係数 MPa

g 重力加速度 mm/s2

h 据付面から重心までの距離 mm

𝐼 断面 2次モーメント mm4

𝑙ଵ, 𝑙ଶ 重心と溶接部間の水平方向距離（𝑙ଵ ≦ 𝑙ଶ） mm

L 溶接部間隔 mm

m 総質量 kg

𝑀  ポンプ回転により働くモーメント N・mm

𝑛 溶接部の本数 ―

𝑛 引張力の作用する溶接部の評価本数 ―

𝑄 溶接部に生じるせん断力 N

𝜎 溶接部に生じる引張応力 MPa

𝑇ு 水平方向固有周期 s

𝜏 溶接部に生じるせん断応力 MPa

3. 評価部位

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の構造強度の評価部位は，評価上厳しくなる

底部溶接部とする。

4．構造強度評価

4.1 荷重の組合せ

発生応力の算出については，自重及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法によ

り組み合わせた。
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4.2 許容応力

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」

及び「発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012」に準拠し，供用

状態 Dsにおける許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，自重

については設計時の質量とし，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力を組み合わせた状態とした。底部溶接部の応力分類及び許容応力を表 4-1 に

示す。

表 4-1 底部溶接部の応力分類及び許容応力

評価部位 応力分類 許容応力

底部溶接部 引張応力 1.5×(F/1.5)

底部溶接部 せん断応力 1.5×(F/(1.5√3))

4.3 減衰定数

減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に規定された値を

用いた。使用した減衰定数を表 4-2 に示す。

表 4-2 使用した減衰定数

評価対象設備
減衰定数（％）

水平方向 鉛直方向

空調用冷却塔

(272AC115,AC116,AC117)
1.0 1.0

4.4 設計用地震力

「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に基づき，廃止措置計画用設

計地震動による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応答加速度をもとに，各

階の床応答スペクトル（Ss-D，Ss-1，Ss-2 の 3波包絡，周期軸方向に±10 %拡幅した

もの。）を作成した。評価対象設備の解析用の震度については，評価対象設備の固有周

期における床応答スペクトルの読み取り値を用いた。

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の据付階（5階）の床応答スペクトルを図 4-

1 及び図 4-2 に示す。空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の解析用の震度は，固有

周期 0.127 秒における震度（水平方向：2.91，鉛直方向：3.83）を用いた。
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図 4-1 解析用の床応答スペクトル（水平方向，5階，減衰定数 1.0 %）

図 4-2 解析用の床応答スペクトル（鉛直方向，5階，減衰定数 1.0 %）
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4.5 計算方法

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の発生応力の計算方法は，「原子力発電所耐

震設計技術規程 JEAC4601-2008」の横形ポンプの構造強度評価の計算式を準用した。

構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較することにより行った。

引張力（𝐹）：

𝐹 =
1
𝐿
ቄ 𝑚𝑔ඥ(𝐶ுℎ)ଶ+ (𝐶𝑙ଵ)ଶ+ 𝑚𝑔𝐶(ℎ + 𝑙ଵ) + 𝑀  − 𝑚𝑔𝑙ଵ ቅ

引張応力（𝜎）：

𝜎 =
𝐹
𝑛𝐴

せん断力（𝑄）：
𝑄 = mg(𝐶ு + 𝐶)

せん断応力（𝜏）：

𝜏 =
𝑄
𝑛𝐴
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4.6 計算条件

4.6.1 解析モデル

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の解析モデルを図 4-3 に示す。評価は底部

溶接部の間隔が短く転倒に対して厳しい側面方向に対して行う。

4.6.2 諸元

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の主要寸法・仕様を表 4-3 に示す。

図 4-3 解析モデル

（ａ）正面方向モデル

空調用冷却塔

転倒方向

ｍ

Ｌ

底部溶接部

転倒支点

l1 l2

h

（ｂ）側面方向モデル

転倒方向

Ｌ

転倒支点

ｍ

l1 l2

h底部溶接部

70

150底部溶接部

底部溶接部断面図
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表 4-3 主要寸法・仕様

評価対象設備 項 目 記 号 値

空調用冷却塔

(272AC115,AC116,AC117)

安全上の機能 ―
崩壊熱除去機能

(波及的影響の防止)

機器区分 ― クラス 3

溶接方法 ― 隅肉溶接

溶接部の間隔 L 2080 (mm)

溶接部の脚長 ― 4.5 (mm)

溶接部 1箇所当たりの断

面積
𝐴 923 (mm2)

溶接部材質 ― SS400

溶接部温度 ― 40 (℃)

溶接部の本数 𝑛 8

引張力の作用する溶接部

の評価本数
𝑛 4

据付面から重心までの距

離
h 1180 (mm)

総質量 m 4910 (kg)

4.7 固有周期

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の固有周期は，1質点系振動モデルとして考

え，以下の計算式を用いて算出した。

𝑇ு = 2πඨ
𝑚

1000ቆ
ℎଷ

3𝐸𝐼+
ℎ

𝐴ௌ𝐺ூ
ቇ

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の固有周期を表 4-4 に示す。



6-1-2-3-3-36-8

表 4-4 固有周期

評価対象設備 固有周期

空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117) 0.127 (秒)

5．評価結果

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の空調用冷却塔(272AC115,AC116,AC117)の発生応力はい

ずれも許容応力以下であることを確認した。

表 5-1 構造強度評価結果

評価対象設備 評価部位 応力分類
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)
応力比※1

空調用冷却塔

(272AC115,AC116,

AC117)

底部溶接部

引張 106 270 0.40

せん断 76 161 0.48

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。
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1. 概要 

 本資料は，廃止措置計画用設計地震動(Ss)に対して，配管トレンチ(T21)が耐震余裕を

有することを説明するものである。 

 廃止措置計画用設計地震動は，令和 2年 2月 10日付け原規規発第 2002103号をもって認

可された「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所再処理

施設に係る廃止措置計画変更認可申請書」において策定した敷地の解放基盤表面における

水平成分及び鉛直成分の地震動とする。策定した廃止措置計画用設計地震動の応答スペク

トルを図 1-1 から図 1-3 に，時刻歴波形を図 1-4 から図 1-6 に示す。解放基盤表面は，S

波速度が 0.7 km/s以上である T.P.※-303 mとする。 

 

※T.P.：東京湾平均海面 
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2.3 解析方針 

 配管トレンチ(T21)は，廃止措置計画用設計地震動(Ss)に対して地震応答解析を実施

する。地震応答解析においては，地震時の地盤の有効応力の変化に応じた影響を考慮で

きる有効応力解析を実施する。 

 図 2-7 に配管トレンチ(T21)の地震応答解析フローを示す。 

 地震応答解析は，「2. 一般事項」に基づき，「3.2 解析対象断面」にて設定する断

面において時刻歴非線形解析にて行う。時刻歴非線形解析は，「3.4 解析モデル及び諸

元」及び「3.5 荷重及び荷重の組合せ」に示す条件を基に，「3.3 入力地震動」にて設

定する入力地震動を用いて，水平地震動と鉛直地震動の同時加振により実施する。 

 地震応答解析による応答加速度は，機器・配管系の設計用床応答曲線の作成に用い，

断面力及び接地圧は，配管トレンチ(T21)の耐震性評価に用いる。 
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図 2-7 配管トレンチ(T21)の地震応答解析フロー 

  

廃止措置計画用設計地震動 

(Ss) 

荷重及び荷重の組合せ 

の設定 

入力地震動の算定 

(1次元地震応答解析) 
常時応力解析 

解析開始 

解析方法の設定 

解析対象断面の設定 

解析モデル及び諸元の設定 

地震応答解析 

(2次元 FEM解析) 

耐震性評価に用いる応答値 

 ・層間変形角 

 ・せん断力 

 ・接地圧 
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2.4 準拠規格・基準 

 配管トレンチ(T21)の地震応答解析において，準拠する規格・基準等を以下に示す。 

・ コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(土木学会) 

・ 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル(土木学会) 

  (以下「土木学会マニュアル」という。) 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601(日本電気協会) 

・ 原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601(日本電気協会) 

・ 道路橋示方書(Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編)・同解説(日本道路協会) 

 

 

2.5 使用材料 

 配管トレンチ(T21)の使用材料は，既往の設計及び工事の方法の認可「再処理施設に

関する設計及び工事の方法(ガラス固化技術開発施設)」に基づき設定する。構造物の使

用材料を表 2-1 に示す。 

 

 

表 2-1 構造物の使用材料 

コンクリート 
設計基準強度(N/mm²) 

22.1 

鉄筋 SD35(SD345相当) 
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3. 地震応答解析 

3.1 解析方法 

 配管トレンチ(T21)の地震応答解析は，地盤と構造物の相互作用を考慮できる二次元

有限要素法を用いて，廃止措置計画用設計地震動に基づき設定した水平地震動と鉛直地

震動の同時加振による逐次時間積分の時刻歴応答解析にて行う。 

 地震応答解析に用いる地盤剛性は，原地盤におけるせん断波速度の原位置試験データ

に基づき設定し，地盤の液状化強度特性は，構造物への地盤変位に対する保守的な配慮

として，ばらつき(-1σ)を設定する。 

 地震応答解析に使用する解折コードは，「FLIP(FLIPコンソーシアム)」である。 
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表 3-1 地盤の物性値(入力地震動作成モデル) 

標高 

T.P.(m) 
地層名 

地層 

分類 

湿潤密度 

ρt 

(g/cm3) 

動ポア 

ソン比 

νd 

動せん断 

弾性係数 

G0(MN/m
2) 

-62.0       

-92.0 
 

久米層 

Km3 1.77 0.447 515 

-118.0 
 Km4 1.77 0.444 549 

-169.0 
 Km5 1.77 0.440 596 

-215.0 
 Km6 1.77 0.436 655 

-261.0 
 Km7 1.77 0.431 711 

-303.0 
 

▽解放基盤表面 
Km8 1.77 0.426 764 

 
 解放基盤 1.77 0.417 867 
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3.4 解析モデル及び諸元 

3.4.1 解析モデル 

 配管トレンチ(T21)の地震応答解析モデルを図 3-8 に示す。 

 

(1)解析領域 

 解析領域は，側方境界及び底面境界が，構造物の応答に影響しないよう，構造

物と側方境界及び底面境界との距離を十分に大きく設定する。具体的には，

JEAG4601 を参考に，モデル幅を構造物基礎幅の 5 倍以上，モデル高さを構造物基

礎幅の 2倍以上確保する。 

 

(2)境界条件 

 解析領域の側方及び底面には，エネルギーの逸散効果を考慮するため，粘性境

界を設ける。 

 

(3)構造物のモデル化 

 配管トレンチ(T21)躯体は，頂版，側壁及び底版の断面中心位置に線形梁要素に

よりモデル化する。 

 

(4)地盤のモデル化 

 地盤は，マルチスプリング要素によりモデル化し，地盤の繰返しせん断応力-せ

ん断ひずみ関係の骨格曲線は，地震時の有効応力の変化に応じた地震時挙動を表

現できる双曲線モデル(H-D モデル)を設定する。地盤の要素は，地質断面図に基づ

き分割し，地盤の要素の高さは，JEAG4601を参考に，最大周波数 20 Hz及び地盤の

せん断波速度 Vs により求まる要素高さ(＝1/4×Vs/20)を目安に設定し，浅くなる

につれて細かく分割する。地下水位は，地盤調査結果に基づき T.P.+3.1 m に設定

する。配管トレンチ(T21)側面の地盤改良は，水平方向に広範囲で実施するが，解

析では保守的な設定として，地盤改良範囲の幅は 2.15 m(構造物幅の約 1/2)とする。 

 

(5)減衰 

 構造物の減衰は剛性比例型減衰とし，減衰定数を 3 ％とする。地盤の減衰は

レーリー減衰とし，減衰定数を 1 ％とする。 

 

  





 

6-1-2-3-4-27 

3.4.2 材料の物性値 

 配管トレンチ(T21)の地震応答解析に用いる材料の物性値は，土木学会マニュアル

に基づき設定する。材料の物性値を表 3-2 に示す。 

 

 

表 3-2 材料の物性値 

材料 
単位体積重量 

(kN/m³) 
ヤング係数 

(N/mm²) 
ポアソン比 

鉄筋コンクリート 24.5 2.43×104 0.2 

 

 

3.4.3 地盤の物性値 

 地震応答解析に用いる地盤の物性値を表 3-3 に，設定根拠を表 3-4 に示す。物性値

は，敷地内における各種の地盤調査及び地盤材料試験に基づき設定する。 

 液状化検討対象層とする埋土に設定する液状化パラメータは，液状化試験(繰返し

非排水三軸試験)結果から得られる液状化強度特性に基づき設定する。液状化強度特

性は，保守的に(液状化しやすく)評価されるよう，原地盤の液状化試験データの最小

二乗法による回帰曲線と，その回帰係数の自由度を考慮した不偏分散に基づく標準偏

差σを用いて，平均-1σとなる曲線を設定する。 

 液状化試験結果から得られた液状化強度特性及び FLIPによる再現結果を図 3-9に示

す。平均-1σの液状化強度曲線を再現するよう設定した FLIPの液状化パラメータを表

3-5 に示す。 

 地盤改良に用いる置換コンクリートの物性値を表 3-6 に示す。地盤改良範囲の要素

は，久米層(Km1)以上のせん断弾性係数を持つコンクリートで地盤を改良するため，

当該要素を久米層(Km1)でモデル化している。 
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表 3-3 地盤の物性値(地震応答解析モデル) 

 記号 単位 
埋土 

B 

久米層 

Km1 

久米層 

Km2 

密度 ρ g/cm³ 1.76 1.77 1.77 

間隙率 n － 0.418 0.519 0.519 

ポアソン比 ν － 0.22 0.46 0.46 

基準平均有効主応力 σma' kN/m² 61.83 1 1 

基準せん断弾性係数 Gma kN/m² 75300 428000 466000 

最大減衰定数 hmax － 0.2507 0.1406 0.1406 

粘着力 C kN/m² 0 1030 1120 

内部摩擦角 φ ° 40 0 0 

せん断波速度 Vs m/s 143 492 513 

 

 

表 3-4 物性値の設定根拠(地震応答解析モデル) 

 記号 単位 
埋土 

B 

久米層 

Km1 

久米層 

Km2 

密度 ρ g/cm³ 
室内物理試験 室内物理試験 室内物理試験 

間隙率 n － 

ポアソン比 ν － 三軸圧縮試験 
PS検層から

算定 

PS検層から

算定 

基準平均有効主応力 σma' kN/m² 
動的変形試験

に基づき設定 

動的変形試験

に基づき設定 

動的変形試験

に基づき設定 
基準せん断弾性係数 Gma kN/m² 

最大減衰定数 hmax － 

粘着力 C kN/m² 

三軸圧縮試験 

三軸圧縮試験

及び引張強さ

試験 

三軸圧縮試験

及び引張強さ

試験 
内部摩擦角 φ ° 

せん断波速度 Vs m/s PS検層 PS検層 PS検層 
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表 3-6 置換コンクリートの物性値 

材料 

設計基準 

強度 

(N/mm²) 

単位体積 

重量 

(kN/m³) 

ヤング 

係数 

(N/mm²) 

ポアソン 

比 

せん断 

弾性係数 

(kN/m²) 

置換コンクリート 18 23 2.06×10⁴ 0.2 8580000 

 

 

3.5 荷重及び荷重の組合せ 

3.5.1 荷重 

 配管トレンチ(T21)の地震応答解折において，考慮する荷重を以下に示す。 

(1)固定荷重(G) 

 固定荷重として，躯体自重を考慮する。 

(2)積載荷重(P) 

 積載荷重として機器・配管荷重，土圧及び水圧による荷重を考慮する。 

(3)地震荷重(Ks) 

 廃止措置計画用設計地震動(Ss)による荷重を考慮する。 

 

 

3.5.2 荷重の組合せ 

 荷重の組合せを表 3-7 に示す。 

 

 

表 3-7 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時(Ss) G＋P＋Ks 

      G ：固定荷重 

      P ：積載荷重 

     Ks ：地震荷重 
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        (単位：kN・m) 

図 4-2 曲げモーメント分布図(Ss-D，時刻 t=15.81 s) 

 

          (単位：kN) 

図 4-3 軸力分布図(Ss-D，時刻 t=15.81 s)  





 

6-1-2-3-4-34 

5. 耐震性評価 

5.1 評価方針 

 配管トレンチ(T21)の耐震性評価は，地震応答解析結果に基づき，表 5-1 に示すとお

り，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行う。 

 構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行うことで，構造強度を有する

こと及び Sクラスの設備を支持する機能を損なわないことを確認する。 

 構造部材の健全性評価については，構造部材の層間変形角及びせん断力が許容限界以

下であることを確認する。基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地

圧が極限支持力に基づく許容限界以下であることを確認する。 

 配管トレンチ(T21)の耐震性評価フローを図 5-1 に示す。 

 

 

表 5-1 配管トレンチ(T21)の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

構造部材の 

健全性 

鉄筋コンク 

リート部材 

層間変形角，せん断 

力が許容限界以下 

であることを確認 

限界層間変形角 

せん断耐力 

基礎地盤の 

支持性能 
基礎地盤 

接地圧が許容限界 

以下であることを 

確認 

極限支持力 

Sクラスの 

設備を支持 

する機能を 

損なわない 

こと 

構造部材の 

健全性 

鉄筋コンク 

リート部材 

層間変形角，せん断 

力が許容限界以下 

であることを確認 

限界層間変形角 

せん断耐力 
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図 5-1 配管トレンチ(T21)の耐震性評価フロー  

評価開始 

地震応答解析結果 

許容限界の設定 

構造部材の応答値算定 
基礎地盤に発生する 

接地圧の算定 

構造部材の耐震性評価 基礎地盤の支持性能評価 

評価終了 
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5.2 許容限界 

5.2.1 構造部材の健全性に対する許容限界 

(1)曲げに対する許容限界 

 構造部材の曲げに対する照査は，土木学会マニュアルに基づき，層間変形角

1/100(以下「限界層間変形角」という。)を許容限界とする。 

 土木学会マニュアルでは，曲げ系の破壊に対する限界状態は，圧縮縁コンク

リートひずみが 1.0 ％に至った状態とされており，層間変形角が 1/100 以下であ

れば，限界状態に至らないことを保証したものとみなされる。 

 

(2)せん断に対する許容限界 

 構造部材のせん断力に対する照査は，土木学会マニュアルに基づき，以下のせ

ん断耐力評価式からせん断耐力を算出し，棒部材式とディープビーム式で求まる

せん断耐力のうち，いずれか大きい方を許容限界とする。 

 

(a)棒部材式 

 𝑉𝑉𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑦𝑦 + 𝑉𝑉𝑠𝑠𝑦𝑦 

 ここで， 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑦𝑦：コンクリートが分担するせん断耐力 

   𝑉𝑉𝑠𝑠𝑦𝑦：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑦𝑦 = 𝛽𝛽𝑦𝑦 ∙ 𝛽𝛽𝑝𝑝 ∙ 𝛽𝛽𝑛𝑛 ∙ 𝛽𝛽𝑎𝑎 ∙ 𝑓𝑓𝑣𝑣𝑐𝑐𝑦𝑦 ∙ 𝑏𝑏𝑤𝑤 ∙ 𝑑𝑑 𝛾𝛾𝑏𝑏𝑐𝑐⁄  

  𝑓𝑓𝑣𝑣𝑐𝑐𝑦𝑦 = 0.20�𝑓𝑓𝑐𝑐𝑦𝑦′
3  

  ただし，𝑓𝑓𝑣𝑣𝑐𝑐𝑦𝑦 > 0.72 (𝑁𝑁 𝑚𝑚𝑚𝑚2⁄ )となる場合は𝑓𝑓𝑣𝑣𝑐𝑐𝑦𝑦 = 0.72 (𝑁𝑁 𝑚𝑚𝑚𝑚2⁄ ) 

  𝛽𝛽𝑦𝑦 = �1 𝑑𝑑⁄4   (𝑑𝑑 [𝑚𝑚])    ただし，𝛽𝛽𝑦𝑦 > 1.5となる場合は 𝛽𝛽𝑦𝑦 = 1.5 

  𝛽𝛽𝑝𝑝 = �100𝑝𝑝𝑣𝑣
3       ただし，𝛽𝛽𝑝𝑝 > 1.5となる場合は 𝛽𝛽𝑝𝑝 = 1.5 

  𝛽𝛽𝑛𝑛 = 1 + 𝑀𝑀0 𝑀𝑀𝑦𝑦⁄ (𝑁𝑁𝑦𝑦′ ≥ 0)   ただし，𝛽𝛽𝑛𝑛 > 2.0となる場合は 𝛽𝛽𝑛𝑛 = 2.0 

    = 1 + 2𝑀𝑀0 𝑀𝑀𝑦𝑦(𝑁𝑁𝑦𝑦′ < 0)⁄   ただし，𝛽𝛽𝑛𝑛 < 0となる場合は 𝛽𝛽𝑛𝑛 = 0 

  𝛽𝛽𝑎𝑎 = 0.75 + 1.4
𝑎𝑎 𝑦𝑦⁄

     ただし，𝛽𝛽𝑎𝑎 < 1.0となる場合は 𝛽𝛽𝑎𝑎 = 1.0 

  𝑓𝑓𝑐𝑐𝑦𝑦′ ：コンクリート圧縮強度の設計用値(N/mm²)で設計基準強度𝑓𝑓𝑐𝑐𝑐𝑐′ を材料係数

𝛾𝛾𝑚𝑚𝑐𝑐(=1.3)で除したもの 

  𝑝𝑝𝑣𝑣 = 𝐴𝐴𝑠𝑠 (𝑏𝑏𝑤𝑤 ∙ 𝑑𝑑)⁄ ：引張鉄筋比 

  𝐴𝐴𝑠𝑠：引張側鋼材の断面積 

  𝑏𝑏𝑤𝑤：部材の有効幅 

  𝑁𝑁𝑦𝑦′：設計軸圧縮力 

  𝑀𝑀𝑦𝑦：設計曲げモーメント 

  𝑀𝑀0 = 𝑁𝑁𝑦𝑦′ ∙ 𝐷𝐷 6⁄ ：𝑀𝑀𝑦𝑦に対する引張縁において，軸方向力によって発生する応力
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を打ち消すために必要なモーメント(デコンプレッションモーメント) 

  𝐷𝐷：断面高さ 

  𝑎𝑎 𝑑𝑑⁄ ：せん断スパン比 

  𝛾𝛾𝑏𝑏𝑐𝑐：部材係数(=1.3) 

 

 𝑉𝑉𝑠𝑠𝑦𝑦 = �𝐴𝐴𝑤𝑤𝑓𝑓𝑤𝑤𝑦𝑦𝑦𝑦(sin𝛼𝛼 + cos𝛼𝛼) 𝑠𝑠⁄ � 𝑧𝑧 𝛾𝛾𝑏𝑏𝑠𝑠⁄  

  𝐴𝐴𝑤𝑤：区間 sにおけるせん断補強鉄筋の総断面積 

  𝑓𝑓𝑤𝑤𝑦𝑦𝑦𝑦：せん断補強鉄筋の降伏強度で，400(N/mm²)以下とする。ただし，コンク

リート圧縮強度の特性値𝑓𝑓𝑐𝑐𝑐𝑐′ が 60(N/mm²)以上の時は，800(N/mm²)以下と

する。 

  𝛼𝛼：せん断補強鉄筋と部材軸のなす角度 

  𝑠𝑠：せん断補強鉄筋の配置間隔 

  𝑧𝑧：圧縮応力の合力の作用位置から引張鋼材図心までの距離で，一般に𝑑𝑑 1.15⁄

としてよい。 

  𝛾𝛾𝑏𝑏𝑠𝑠：部材係数(=1.1) 

 

(b)ディープビーム式 

 𝑉𝑉𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 + 𝑉𝑉𝑠𝑠𝑦𝑦𝑦𝑦 

 ここで， 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦：コンクリートが分担するせん断耐力 

   𝑉𝑉𝑠𝑠𝑦𝑦𝑦𝑦：せん断補強鉄筋が分担するせん断耐力 

 

 𝑉𝑉𝑐𝑐𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝛽𝛽𝑦𝑦 ∙ 𝛽𝛽𝑝𝑝 ∙ 𝛽𝛽𝑎𝑎 ∙ 𝑓𝑓𝑦𝑦𝑦𝑦 ∙ 𝑏𝑏𝑤𝑤 ∙ 𝑑𝑑 𝛾𝛾𝑏𝑏𝑐𝑐⁄  

  𝑓𝑓𝑦𝑦𝑦𝑦 = 0.19�𝑓𝑓𝑐𝑐𝑦𝑦′  

  𝛽𝛽𝑦𝑦 = �1 𝑑𝑑⁄4   (𝑑𝑑 [𝑚𝑚])    ただし，𝛽𝛽𝑦𝑦 > 1.5となる場合は𝛽𝛽𝑦𝑦 = 1.5 

  𝛽𝛽𝑝𝑝 = �100𝑝𝑝𝑣𝑣
3       ただし，𝛽𝛽𝑝𝑝 > 1.5となる場合は𝛽𝛽𝑝𝑝 = 1.5 

  𝛽𝛽𝑎𝑎 = 5
1+(𝑎𝑎 𝑦𝑦⁄ )2 

  𝛾𝛾𝑏𝑏𝑐𝑐：部材係数(=1.3) 

 

 𝑉𝑉𝑠𝑠𝑦𝑦𝑦𝑦 = 𝜑𝜑 ∙ 𝑉𝑉𝑠𝑠𝑦𝑦 

  φ = −0.17 + 0.3𝑎𝑎 𝑑𝑑⁄ + 0.33 𝑝𝑝𝑤𝑤𝑏𝑏⁄  ただし，0 ≤ φ ≤ 1 

  𝑝𝑝𝑤𝑤𝑏𝑏：せん断補強鉄筋比(％) 

 

  







 

6-1-2-3-4-40 

6. 耐震性評価結果 

6.1 構造部材の健全性に対する評価結果 

 構造部材の曲げに対する照査の最大照査値を表 6-1 に示す。構造部材のせん断に対す

る照査の最大照査値を表 6-2 に示す。 

 配管トレンチ(T21)の構造部材の層間変形角及びせん断力が許容限界以下であること

を確認した。 

 

 

表 6-1 曲げに対する照査の最大照査値 

地震動 

頂版-底版 

中央位置 

最大層間変位 

(mm) 

照査用 

層間変形角 

Rd 

限界 

層間変形角 

RU 

Rd/RU 

Ss-D 2.1 0.00081 0.01 0.09 

 

 

表 6-2 せん断に対する照査の最大照査値 

地震動 照査位置 

照査用せん

断力 Vd 

(kN) 

せん断耐力

Vyd 

(kN) 

Vd/Vyd 

Ss-D 頂版 332 1215 0.28 

Ss-D 左側壁 186 640 0.30 

Ss-D 右側壁 229 721 0.32 

Ss-D 底版 252 669 0.38 
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建物・構築物及び機器・配管系の構造（耐震性）の 

評価で使用した計算機プログラム（解析コード）の概要 
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1. 概要 

別添 6-1-2-3「建物・構築物及び機器・配管系の構造（耐震性）に関する説明書」

において使用した計算機プログラム（解析コード）の概要を示す。使用した計算機プ

ログラムのうち，他の原子力施設の審査に用いられているものについては 2章に実績

例を明示する。一方，他の原子力施設の審査に用いられていないものについては，検

証を行って妥当性を確認した上で使用していることから，3 章に実施した検証の内容

について示す。 
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2.使用実績のある計算プログラム 

     コード名 

項目 
RESP-F3T 

対象 高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家 

使用目的 建家の地震応答解析 

開発機関 株式会社構造計画研究所 

使用したバージョン Ver. 1.5.3 

コードの概要 時刻歴領域における 3 次元構造解析が可能な汎用解析プログラ

ムである。部材の材料非線形性及び基礎浮き上がりの非線形性を

考慮した地震応答解析を行うことができる。 

 

使用実績 京都大学研究用原子炉(KUR),日本原子力研究開発機構 JRR-3 で

使用実績あり。 

 

 

 

     コード名 

項目 
ADMITK 

対象 高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家 

使用目的 建家解析モデルに用いる底面地盤ばねの算定 

開発機関 株式会社構造計画研究所 

使用したバージョン Ver. 2.0 

コードの概要 振動アドミッタンス理論に基づき水平,鉛直,回転に対する底面

地盤の複素ばね剛性を振動数領域で計算するプログラムである。 

 

使用実績 京都大学研究用原子炉(KUR)で使用実績あり。 
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     コード名 

項目 
FLIP 

対象 配管トレンチ(T21) 

使用目的 2次元地盤・構築物の地震応答解析 

開発機関 FLIPコンソーシアム 

使用したバージョン Ver. 7.3.0_2 

コードの概要 1988 年に運輸省港湾技術研究所(現：港湾航空技術研究所)にお

いて開発された平面ひずみ状態を対象とする有効応力解析法に

基づく 2次元地震応答解析プログラムである。 

 

使用実績 日本原子力発電株式会社 東海第二発電所で使用実績あり。 

 

 

     コード名 

項目 
Soil Plus 

対象 配管トレンチ(T21) 

使用目的 1次元地盤の地震応答解析（入力地震動の算定） 

開発機関 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 

使用したバージョン Ver. 16.0 

コードの概要 時刻歴領域における地盤・構造物の 3次元連成解析が可能な汎用

解析プログラムである。1 次元地盤の地震応答解析にも適用で

き,地盤の非線形性はひずみ依存特性を用いて等価線形化法によ

り考慮することができる。 

 

使用実績 日本原子力発電株式会社 東海第二発電所で使用実績あり。 
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     コード名 

項目 
FINAS 

対象 機器・配管系 

使用目的 機器の地震応答解析（静的解析，動的解析） 

開発機関 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

株式会社伊藤忠テクノソリューションズ 

使用したバージョン Ver. 21.0 

コードの概要 FINAS(Finite Element Nonlinear Structural Analysis System)

は,線形及び非線形の三次元有限要素法による汎用構造解析プロ

グラムである。国産コードとしては初めての非弾性解析機能を備

えた汎用コードとして開発されたもので,固有値解析,静的応力

解析及び動的応答解析（スペクトルモーダル法,時刻歴応答解析

等）,伝熱解析,構造流体連成解析などが可能である。 

 

使用実績 日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉もんじゅ九州電力株式

会社 玄海原子力発電所で使用実績あり。 

 

 

     コード名 

項目 
MSC NASTRAN 

対象 機器・配管系 

使用目的 機器の地震応答解析（静的解析，動的解析） 

開発機関 MSC Software Corporation 

使用したバージョン Ver. 2005r2 

コードの概要 MSC NASTRANは,航空機設計のために NASA向けに MSC社が開発し

た三次元有限要素法による汎用構造解析プログラムである。静的

応力解析及び動的応答解析（スペクトルモーダル法,時刻歴応答

解析等）,伝熱解析,構造流体連成解析などが可能である。 

 

使用実績 日本原子力発電株式会社 東海第二発電所等発電炉で使用実績あ

り。日本原子力研究開発機構 高速増殖原型炉「もんじゅ」で使

用実績あり。 
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3. 日本原子力研究開発機構において妥当性の検証を実施した計算プログラム 

3.1 DYNEQの検証（Verification）及び妥当性確認（Validation） 

     コード名 

項目 
DYNEQ  

対象 高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家 

開発機関 東北学院大学 吉田望教授 

使用したバージョン Ver. 3.34 

使用目的 1次元地盤の地震応答解析（建家入力地震動の算定） 

 

コードの概要 

 

重複反射理論に基づく 1 次元地盤の地震応答解析を行うことが

可能な解析プログラムである。地盤の非線形性はひずみ依存特性

を用いて等価線形化法により考慮することができる。 

 

 

 

 

 

 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認

（Validation） 

DYNEQは，高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家の地震応答解析にお

ける入力地震動の算定において，廃止措置計画用設計地震動及び

津波に対する設計において想定する余震動に対する地盤の応答

を評価するために使用している。 

 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

東京電力株式会社 柏崎刈羽原子力発電所で使用実績がある

「D-PROP」(伊藤忠テクノソリューションズ株式会社)によるサン

プルデータの解析解と,本解析コードによる解析解がおおむね一

致することを確認している。 

 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・ 地盤のひずみ依存特性を用いた等価線形化法による 1 次元

地盤の地震応答解析について検証していることから，解析の

目的に照らして今回の解析に適用することは妥当である。 
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(1) 解析コードの特徴 

本解析コードは重複反射理論に基づく 1 次元地盤の地震応答解析を行う

ことが可能な解析プログラムである。 

(2) 他コードとの比較による検証 

１次元地盤の等価線形解析コード「D-PROP(伊藤忠テクノソリューション

ズ株式会社)」との比較を行う。なお，「D-PROP」は柏崎刈羽原子力発電所第

7号機で使用実績がある解析コードである。 

検討地盤の物性値を表 3-1に，ひずみ依存特性を図 3-1及び図 3-2に，検

討に用いる入力地震動を図 3-3に，解析結果の比較を図 3-4に示す。 

図より，DYNEQ の結果は D-PROP による結果とおおむね一致していること

が確認できる。 

 
表 3-1 地盤の物性値 

 
 

  

0.0

-1.5 Lm 1.36 0.47 42,300

-8.5 Mu-S1 1.90 0.44 222,000

-11.3 Mu-C 1.75 0.46 150,000

-14.3 Mu-S2 1.90 0.41 354,000

-15.9 Mu-Sg 2.02 0.44 409,000

-21.3 Mu-S3 1.81 0.38 386,000

-26.3 Mm-Sg 2.02 0.38 752,000

-38.5 Is-S1 1.87 0.46 359,000

-39.6 Is-C 1.88 0.47 275,000

-64.6 Is-S2 1.86 0.47 288,000

-73.3 Is-Sc 1.82 0.47 285,000

-84.4 Is-S2 1.86 0.47 288,000

-85.8 Is-Sg 1.98 0.44 714,000

-90.2 Is-S3 1.97 0.45 485,000

-160.3 Km 1.79 0.45 464,000

-171.9 Ks 1.88 0.43 763,000

1.98 0.36 2,020,000

動せん断
弾性係数

G0(kN/m
2)

M1段丘堆積物

深さ
G.L.(m)

地層名
地層
分類

湿潤密度

ρt

(g/cm3)

動ポア
ソン比

νd

▽解放基盤表面

解放基盤

▽地表面

久米層

東茨城層群
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図 3-1 地盤のひずみ依存特性(1/2) 
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図 3-2 地盤のひずみ依存特性(2/2) 
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図 3-3 地盤の入力地震動の時刻歴波形（Ss-D，水平方向） 

 
 

 

図 3-4 地盤の地震応答解析結果の比較（Ss-D，水平方向） 
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(3) 使用内容に対する妥当性 

建家の地震応答解析の入力地震動の算定に DYNEQを使用することは，次の

とおり本解析の適用範囲に対して検証しており，妥当である。 

・地盤のひずみ依存特性を用いた等価線形化法による 1次元地盤の地震応

答解析について検証していることから，解析の目的に照らして今回の解

析に適用することは妥当である。 
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3.2 K-NOVAKの検証（Verification）及び妥当性確認（Validation） 

     コード名 

項目 
K-NOVAK 

対象 高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家 

開発機関 株式会社構造計画研究所 

使用したバージョン Ver. 2.0 

使用目的 建家解析モデルに用いる側面地盤ばねの算定 

 

コードの概要 

Novak らの論文「Dynamic Soil Reactions for Plane Strain 

Case, 1978」に基づき水平,鉛直,回転に対する側面地盤の複素ば

ね剛性を振動数領域で計算するプログラムである。 

検証 

（Verification） 

及び 

妥当性確認

（Validation） 

K-NOVAKは，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の地震応答解析におけ

る水平方向の地震応答解析モデルにおける建家埋め込み部分の

基礎側面地盤ばね（水平・回転）算定に使用している。 

 

【検証（Verification）】 

本解析コードの検証の内容は以下のとおりである。 

東京電力株式会社 柏崎刈羽原子力発電所、関西電力株式会社 

美浜発電所で使用実績がある「NOVAK」(株式会社竹中工務店)

の比較検証に用いられた解析コード※によるサンプルデータの

解析解と,本解析コードによる解析解がおおむね一致すること

を確認している。 

※「建物と地盤の相互作用を考慮した応答解析と耐震設計」(日

本建築学会,2006年)に添付されている Novakの方法に基づく

解析コード 

 

【妥当性確認（Validation）】 

本解析コードの妥当性確認の内容は以下のとおりである。 

・ 周辺を地盤に埋め込まれた基礎側面の水平及び回転ばねを

対象とし検証していることから，解析の目的に照らして今回

の解析に適用することは妥当である。 
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(1) 解析コードの特徴 

Novakらの論文「Dynamic Soil Reactions for Plane Strain Case, 1978」

に基づき水平，鉛直，回転に対する側面地盤の複素ばね剛性を振動数領域で

計算するプログラムである。（以下 Novak らの論文に基づく地盤ばねの計算

方法を「Novakの方法」という。）高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家の地震応

答解析において Novak の方法による建家埋め込み部分の側面地盤ばねの評

価に使用している。 

(2) 他コードとの比較による検証 

K-NOVAKと建築学会「建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐

震設計」に添付されている解析コード※による計算結果との比較を行う。 

※ 関西電力株式会社 美浜発電所で使用実績がある「NOVAK」(株式会社

竹中工務店)の比較検証に用いられた解析コード 

設定した計算条件を以下に示す。 

・基礎半径：1 m (正方形基礎の矩形置換時の 1辺の長さ：1.77245 m) 

・地盤物性 

S波速度：400 m/s，ポアソン比：0.40，単位体積重量：18 kN/m3， 

・減衰定数：0，層厚：1 m 

 

水平ばねの比較結果を図 3-5に，回転ばねの比較結果を図 3-6に示す。K-

NOVAKと建築学会のプログラムによる結果はおおむね一致していることが確

認できる。 

 

図 3-5 計算結果比較（水平ばね） 

 
図 3-6 計算結果比較（回転ばね） 
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(3) 使用内容に対する妥当性 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家の地震応答解析における側面地盤ばねの

算定に K-NOVAKを使用することは，次のとおり本解析の適用範囲に対して検

証しており，妥当である。 

・周辺を地盤に埋め込まれた基礎側面の水平及び回転ばねを対象とし検証

していることから，解析の目的に照らして今回の解析に適用することは

妥当である。 



別添 6-1-3-1 

 

 

 

 

 

再処理施設の津波影響評価に関する説明書 

「再処理施設の津波影響評価」 
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Ⅰ 耐津波設計の基本方針 

 

1. 基本方針 

本来，一般的に再処理施設は，平面的に広く多数の施設にリスクが分散しており，守るべき性

能や施設が多岐にわたるため，津波による敷地への浸水は合理的でなく，ドライサイトにより安全

を確保することが求められていると認識している。 

 

廃止措置段階にある再処理施設においては，リスクが特定の施設に集中しており，高放射性廃

液に伴うリスクが集中する高放射性廃液貯蔵場（HAW）と，これに付随して廃止措置全体の長期

間ではないものの分離精製工場（MP）等の工程洗浄や系統除染に伴う廃液処理も含めて一定期

間使用するガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟については，令和 20 年頃まで

の維持期間を想定し，廃止措置計画用設計津波※1（以下「設計津波」という。）に対して対策を講

じる※2 こととする。具体的には，設計津波の敷地への浸入が想定されるものの高放射性廃液貯蔵

場（HAW）及びガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の建家内へは浸入させな

い措置を講じるとともに，有効性を確認した上で事故対処設備として配備する設備等※3 が使用で

きるよう必要な対策を実施する。 

上記以外の施設については，今後とも安全かつ継続して施設を運用し計画的に廃止措置を進

めることができるよう，リスクに応じた対策を講じることとする。 

 

※1 廃止措置計画用設計津波は，令和 2 年 2 月 10 日付け原規規発第 2002103 号をもって認可された

「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所再処理施設に係る廃

止措置計画変更認可申請書」において策定した敷地に最も影響を及ぼす津波波源をいう。 

※2 津波対策にあたっては，設計津波に対する津波荷重を保守的に評価するため，水深係数 α = 3 と

して設備設計を実施する。 

※3 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟の全交流

電源喪失時に備えて高台のプルトニウム転換技術開発施設管理棟駐車場（T.P.+18 m）及び南東地

区（T.P.+27 m）に分散配置している緊急安全対策関連の設備等（恒設の電源を代替する移動式発

電機及び移動式発電機から施設へ給電するための緊急用電源接続系統，恒設の給水設備を代替

する専用ポンプ車及び補給水貯槽を含む緊急用給水系統，恒設の蒸気供給設備を代替する可搬

型ボイラ及び緊急用蒸気接続系統，地震及び津波発生後のアクセスルート確保に必要となる重機，

車両等への燃料供給設備等）を重大事故対処設備として位置づけ，これらを用いて必要な安全機

能の維持を図る。また，これらの有効性の確保に必要な対策（主要な保管場所としてのプルトニウム

転換技術開発施設管理棟駐車場の地盤補強，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術

開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟へのアクセスルートの整備，訓練，人員の確保）を行う。 
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基本方針に基づき，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家内への浸水を防止するため， 設

計津波の津波防護施設として高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家外壁等を，設計津波の浸水

防止設備として建家開口部に浸水防止扉を，それぞれ設置している。なお，浸水防止扉と建家

との接続部，電線管路等の建家貫通部，放射性廃液を移送する配管を内包するトレンチ等の

建家との接続部には止水処置を施している。また，設計津波遡上状況等監視設備として，分離

精製工場（MP）屋上 T.P.約+33 m に屋外監視カメラを設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の位置及び周辺建家 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） 
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Ⅱ 廃止措置計画用設計津波の概要 

1. 概要 

廃止措置計画用設計津波は，研究用原子炉施設（JRR-3）の申請書に記載の原子力科学研究所に

おける津波評価を踏まえ，敷地に最も影響を及ぼす波源として，茨城県沖から房総沖に想定する津波

波源を選定し，不確かさを考慮した上で策定した令和 2 年 2 月 10 日付 原規規発第 2002103 号をもっ

て認可された「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所再処理施設

に係る廃止措置計画変更認可申請書」に基づくものを用いる。 

 

2. 廃止措置計画用設計津波 

敷地に大きな影響を及ぼすおそれがある津波として，茨城県沖から房総沖に想定するプレート間地

震による津波を選定し，廃止措置計画用設計津波としている。また，敷地において海からの取水がない

ことから，水位上昇側のみ評価している。当該津波の津波波源を図 2-1 に示す。 

廃止措置計画用設計津波は，時刻歴波形に対して敷地からの反射波の影響が微小となるよう，敷地

前面の沖合約 19 km（水深 100 m 地点）の位置で策定している。廃止措置計画用設計津波策定位置に

おける最高水位は T.P.＋7.9 m である。廃止措置計画用設計津波策定位置及び水位の時刻歴波形を

図 2-2 に示す。 

 

 

 

 

図 2-1 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 
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廃止措置計画用設計津波策定位置 

 

 

 

廃止措置計画用設計津波策定位置における時刻歴波形 

※破壊伝播速度 3.0 km/s，立ち上がり時間 30 秒 

 

図 2-2 廃止措置計画用設計津波策定位置及び水位の時刻歴波形 

 

津
波
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Ⅲ 入力津波の設定 

1. 概要 

入力津波の設定においては，敷地及び敷地周辺の地形，施設の位置等を把握し，遡上解析モデル

を適切に設定した上で，遡上解析により，廃止措置計画用設計津波による敷地周辺の遡上・浸水域を

評価し，評価対象施設設計又は評価に用いる入力津波を設定する。 

また，評価対象施設において廃止措置計画用設計地震動Ｓｓとの組合せの必要性を確認する。 

 

2. 敷地の地形及び施設の位置 

敷地は，久慈川と那珂川に挟まれた那珂台地東縁に位置し，北側は新川に接しており，東側は常陸

那珂火力発電所を隔てて太平洋が広がっている。敷地は，主に T.P.約+30 m の台地及び T.P.約+6 m

の沖積低地からなる。台地は敷地の南部に分布し，低地は新川の河口沿いに分布している。 

評価対象施設は，新川河口から約 400 m，T.P.約+6 m に位置しており，その周囲には複数の建物・

構築物等がある。 

図 2-1 に敷地の位置及び標高を示す。図 2-2 に敷地内の施設位置を示す。 
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3. 廃止措置計画用設計津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

3.1 考慮事項 

廃止措置計画用設計津波の遡上解析においては，地震・津波による地形変化等として以下の事

項を考慮し，保守的に入力津波を設定する。 

敷地内外の人工構造物として，再処理施設内の建家（以下「周辺建家」という。），港湾部には茨

城港日立港区及び茨城港常陸那珂港区の防波堤（以下「港湾構造物」という。）があり，これらの地

震による影響を考慮した遡上解析を実施する。 

敷地の北側は，新川に接するため，新川からの流入を考慮して適切に評価する。なお，新川の河

岸は敷地より低く，堤防等はないことから，地震・津波の地形変化等が遡上波に影響することはない

と考える。 

津波に伴う洗掘・堆積による地形変化については，文献(1)，(2)によるとアスファルト部で 8.0 m/s，植

生部で 1.5 m/s～2.7 m/s の流速に対して，洗掘への耐性があるとされている。遡上解析結果から施

設周辺の流速は約 5 m/s であり，施設周辺は地盤補強等を行うため，入力津波に影響を与えるよう

な地形変化は生じないと考える。 

初期潮位は，「3.1.1 潮位変動」及び「3.1.2 地殻変動」を考慮する。 

3.1.1 潮位変動 

潮位変動としては，朔望平均満潮位及び潮位のばらつきを考慮する。 

朔望平均満潮位は，敷地周辺の観測地点「茨城港日立港区」（茨城県茨城港湾事務所日立

港区事業所所管）における昭和 59 年～平成 21 年の潮位観測記録に基づき，T.P.+0.61 m と

評価する。また，最新の潮位観測記録（平成 18 年～平成 22 年）を用いた朔望平均満潮位は

T.P.+0.65 m，標準偏差として 0.14 m と評価される。潮位のばらつきの設定にあたっては，津波

計算で用いた朔望平均満潮位と比較して，最新の潮位観測記録データの方が 0.04 m 高いた

め，この差分を考慮して安全側に潮位のばらつきを+0.18 m に設定する。表 3-1 に考慮する潮

位変動を示す。 

なお，朔望平均満潮位は初期潮位として考慮して解析を実施し，潮位のばらつきについて

は，遡上解析により求めた津波水位に加えることにより考慮する。 

 

表 3-1 考慮する潮位変動範囲 

朔望平均満潮位 潮位のばらつき 

T.P.+0.61 m +0.18 m 

  

3.1.2 地殻変動 

地震による地殻変動については，廃止措置計画用設計津波の波源である茨城県沖から房

総沖に想定するプレート間地震による広域的な地殻変動及び広域的な余効変動を含む 2011

年東北地方太平洋沖地震による地殻変動を考慮する。 

茨城県沖から房総沖に想定するプレート間地震による広域的な地殻変動については，廃止

措置計画用設計津波の波源モデルを踏まえて，Mansinha and Smylie(1971)(3)の方法により算定
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し，敷地地盤の地殻変動量は，0.27 m の沈降となる。広域的な余効変動を含む 2011年東北地

方太平洋沖地震による地殻変動について，実施した測量結果から敷地周辺の地殻変動量は

0.44 m 程度の沈降となる。なお，2011 年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻の沈降については，

測量実施以降，余効変動により回復傾向にあるが，保守的に考慮しない。表 3-2 に評価に考

慮する地殻変動量を示す。 

なお，地殻変動量は初期潮位として考慮する。 

 

表 3-2 評価に考慮する地殻変動量 

茨城県沖から房総沖に想定するプレート

間地震による広域的な地殻変動量 

広域的な余効変動を含む2011年東北地

方太平洋沖地震による地殻変動量 

0.27 m の沈降 0.44 m の沈降 

 

3.2 遡上解析モデル 

廃止措置計画用設計津波による敷地周辺の遡上，浸水域の評価に用いる遡上解析モデルにつ

いては，遡上解析に影響を及ぼす斜面や道路及び伝播経路上の人工構造物の設置状況を考慮し，

遡上域の格子サイズに合わせた形状にモデル化する。 

敷地沿岸域及び海底地形は，廃止措置計画用設計津波を策定した計算格子を用い，施設の北

側に接している新川については，新川流域の標高をモデル化している。 

入力津波高さの算定にあたっては，地震による影響を考慮し，人工構造物がない場合（「港湾構

造物なし，周辺建家なし」）を基本解析モデルとし，周辺建家がある場合（「周辺建家あり」），港湾構

造物がある場合（「港湾構造物あり」）について，それぞれの津波遡上への影響を確認する。津波高さ

は，建家外周で最も高い位置で評価する。 

波力は進行波の最大浸水深さを用いることしし，高放射性廃液貯蔵場（HAW），ガラス固化技術開

発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟及び人工構造物がないものとする（「構造物なし」）。津波高さ

は，建家中心位置で評価する。 

漂流物荷重算定に用いる津波流速は「構造物なし」を基本とし，周辺建家による津波流速への影

響を確認する。評価は，津波高さ評価位置と同様とする。 

遡上解析モデルを図 3-1～図 3-3 に示す。 
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図 3-1 遡上解析モデル図（沖合域） 
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図 3-2 遡上解析モデル図（沿岸域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 遡上解析モデル図（敷地内） 
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3.3 敷地の遡上・浸水域の評価 

廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果について，表 3-3，図 3-4～図 3-6 に示す。津波

の最大水位は「港湾構造物なし，周辺建家なし」の場合で，高放射性廃液貯蔵場（HAW）で

T.P.+13.4 m，ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟で T.P.+12.0 m となる。津波高

さが最大となる「港湾構造物なし，周辺建家なし」の水位・流向・流速の経時変化を図 3-7, 図 3-8 に，

時刻歴波形を図 3‐9 に示す。津波の敷地への侵入角度は北東方向及び南東方向であり，敷地に遡

上後 2 方向の津波が合流し，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガ

ラス固化技術開発棟に到達する。両施設に津波到達後，流向はほぼ西方向となり，津波高さが最大

となる。最大水位到達以降は，津波水位は低下する。 

波力算定に用いる進行波について，高放射性廃液貯蔵場（HAW）で T.P.+11.9 m，ガラス固化技

術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟で T.P.+12.1 m となる。時刻歴波形を図 3-10 に示す。 

漂流物荷重算定に用いる津波流速の評価結果を表 3-4 に，時刻歴波形を図 3‐11 及び図 3-12

に示す。最大流速は「構造物なし」の場合で，高放射性廃液貯蔵場（HAW）で 5.2 m/s，ガラス固化

技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟で 4.0 m/s となる。 

 
表 3-3 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（津波高さ） 

 
高放射性廃液貯蔵場（HAW） 

 周辺建家なし 周辺建家あり 
港湾構造物なし T.P.+13.4 m T.P.+12.9 m 
港湾構造物あり T.P.+10.4 m － 

 
ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 

 周辺建家なし 周辺建家あり 
港湾構造物なし T.P.+12.0 m T.P.+10.1 m 
港湾構造物あり T.P.+10.6 m － 

 
 

表 3-4 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（津波流速） 
 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） 
 構造物なし 周辺建家あり 

港湾構造物なし 5.2 m/s 4.9 m/s 
 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 
 構造物なし 周辺建家あり 

港湾構造物なし 4.0 m/s 4.0 m/s 
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図 3-4 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（最大水位上昇量分布） 

（港湾構造物なし，周辺建家なし） 

 

 

 

 

図 3-5 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（最大水位上昇量分布） 

（港湾構造物あり，周辺建家なし） 
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図 3-6 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（最大水位上昇量分布） 

（港湾構造物なし，周辺建家あり） 
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図 3-7 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（港湾構造物なし，周辺建家なし） 

（津波高さ・流向・流速の経時変化）（37 min～38.5 min） 
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図 3-8 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（港湾構造物なし，周辺建家なし） 

（津波高さ・流向・流速の経時変化）（39 min～42 min） 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW） 

 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 

 

図 3-9 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（津波高さの時刻歴波形） 

（港湾構造物なし，周辺建家なし） 

 

 

 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） 

 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 

 

図 3-10 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（津波高さの時刻歴波形） 

（構造物なし） 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW） 

 

 
ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 

 

図 3－11 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（津波流速の時刻歴波形） 

（構造物なし） 

 

 

 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） 

 

 

 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 

 

図 3－12 廃止措置計画用設計津波による遡上解析結果（津波流速の時刻歴波形） 

（港湾構造物なし，周辺建家あり） 
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4. 入力津波の設定 

入力津波の設定にあたっては，遡上解析の結果に基づき， 津波の高さ，速度及び衝撃力に着目し，

評価対象施設において津波高さに影響するパラメータを考慮して，安全側に評価した値を入力津波高

さや速度として設定する。 

入力津波高さは，「港湾構造物なし，周辺建家なし」の組合せで最高水位となり，「3.1.1 潮位変動」に

基づき潮位のばらつきを考慮して，高放射性廃液貯蔵場（HAW）において T.P.+13.6 m， ガラス固化技

術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟において T.P.+12.2 m と設定する。また，波力算定に用いる

津波高さ（進行波）は，高放射性廃液貯蔵場（HAW）において T.P.+12.1 m，ガラス固化技術開発施設

（TVF）ガラス固化技術開発棟において T.P.+12.3 m と設定する。津波流速は，高放射性廃液貯蔵場

（HAW）で 5.2 m/s，ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟で 4.0 m/s と設定する。 

 

5. 廃止措置計画用設計地震動 Sｓと津波荷重の組合せの必要性 

廃止措置計画用設計地震動 Sｓとして選定している震源は，2011 年東北地方太平洋沖型地震及び

F1 断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の連動による地震である。これらの震源については，地震

波と津波の伝播速度が異なることを考慮すると，両者が同時に敷地に到達することはないことから，廃止

措置計画用設計地震動 Sｓによる地震力と津波荷重の組合せを考慮する必要はない。図 5-1 に F1 断層

～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の位置を示す。 

一方，廃止措置計画用設計地震動 Sｓの震源と津波の波源が異なる場合については，F1 断層～北方

陸域の断層～塩ノ平地震断層の連動による地震の活動に伴い，津波を起こす地震が誘発される可能性

は低いと考えられるが，仮に誘発地震の発生を考慮した場合においても，上記と同様に伝播速度の違

いから地震動が敷地に到達する前に津波が敷地に到達することはない。このため，廃止措置計画用設

計地震動 Sｓによる地震力と津波荷重の組合せを考慮する必要はない。また，2011 年東北地方太平洋

沖型地震の活動に伴い，誘発地震の発生を考慮した場合においても，地震動が敷地に到達する前に

津波が敷地に到達することはない。 

以上のことから，廃止措置計画用設計地震動 Sｓによる地震力と津波荷重の組合せを考慮する必要は

ない。 
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図 5-1 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の位置 
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Ⅳ 耐津波設計における津波荷重と組み合わせる余震荷重 

 

1. 概要 

耐津波設計における津波荷重と組み合わせる余震荷重については，敷地の地学的背景を踏まえ，余

震の発生の可能性を検討する。 

検討結果に基づき，余震発生の可能性に応じて余震による荷重と入力津波による荷重との組合せを

考慮する。 

 

2. 敷地周辺のプレートテクトニクス 

敷地周辺は，陸側のプレート，太平洋プレート，フィリピン海プレートの 3 つのプレートが接触する場所

であり，その状況について模式的に示したものを図 2-1 に示す。関東地方においては南方からフィリピ

ン海プレートが沈み込み，そのフィリピン海プレートは敷地のほぼ直下まで及んでいる（図 2-2）。 

 

 

（防災科学研究所 HP 日本のプレートテクトニクスモデル概念図 に一部加筆） 

 

（中央防災会議 HP 南関東地域で発生する地震のタイプ図に一部加筆） 

 

図 2-1 敷地周辺におけるプレートの沈み込みの状況 
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（Uchida et al.(2010)(1)に一部加筆） 

図 2-2 フィリピン海プレートの沈み込み 

  

フィリピン
海プレート 

太平洋 
プレート 
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3. 廃止措置計画用設計津波の波源 

廃止措置計画用設計津波は，茨城県沖から房総沖に想定するプレート間地震に起因する波源として

設定し，その規模は Mw8.7 である。津波波源モデルを図 2-3 に示す。 

 

 

図 2-3 津波波源モデル 
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4. 検討方針 

敷地周辺のプレートテクトニクス的背景や廃止措置計画用設計津波と同じ地震発生様式（プレート間

地震）である 2011 年東北地方太平洋沖地震の余震・誘発地震の発生状況（図 4-1）を踏まえ，廃止措

置計画用設計津波の波源の活動（本震）に伴い発生する可能性のある余震を設定する。設定した余震

と Sd-D（廃止措置計画用設計地震動の応答スペクトルとの比率を 0.5 倍として設定）の比較を行い，耐

津波設計において津波荷重と組み合わせる余震荷重を保守的に設定する。 

なお，本検討では，日本地震工学会の「東日本大震災合同調査報告書」（2014）(2)を参考に，本震の

震源域とその周辺において発生する地震（アウターライズの地震及び破壊域内のスラブ内地震を含む）

を余震とし，この余震発生域外において，本震がトリガーとなって発生する地震を誘発地震として整理し

た。余震荷重の検討フローを図 4-2 に示す。 

 

 

（東京大学地震研究所 HP に地震発生様式を加筆） 

図 4-1 東北地方太平洋沖地震の余震・誘発地震の発生状況 
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図 4-2 余震荷重の検討フロー 

  

5. 余震の評価 6.誘発地震の評価 

5.1 余震の規模の設定 
本震と最大余震の地震規模の関係を整理 

 
5.2 余震の震源位置の設定 

東北地方太平洋沖地震の最大余震の震源位置を

参考 

6.1 誘発地震として考慮する震源の評価 
考慮すべき地震について過去の地震等から整理 

5.3廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発

生する可能性のある余震による地震動の評価 
余震による地震動を Noda et al.(2002)(3)に基づき

評価 

6.2廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発

生する可能性のある誘発地震による地震動の評

価 
誘発地震による地震動を Noda et al.(2002)(3)に基

づき評価 

7.余震荷重の設定 
上記の検討結果を踏まえ，Sd-D（廃止措置計画用設計地震動の応答スペクトルとの比率を 0.5倍として設定）と比較し

余震荷重を設定 
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5. 余震の評価 

5.1 余震の規模の設定 

余震の規模は，過去の地震データにおける本震規模と最大余震の規模の関係を整理することにより

想定する。検討対象とした地震は，津波荷重と組み合わせる余震荷重を評価するという観点から，地震

調査研究推進本部(4)の地震データによる本震のマグニチュード M7.0 以上とし，かつ，廃止措置計画用

設計津波の波源の活動に伴い発生する津波の最大水位を生起する時間帯が地震発生から約 40 分後

（図 5-1）であることを考慮し，本震と最大余震との時間間隔が 12 時間以内の地震とする。表 5-1 に，対

象とした地震の諸元を示す。また，検討対象とした地震の震央分布を図 5-2 に示す。 

地震調査研究推進本部の地震データを整理し，本震のマグニチュード M0と最大余震のマグニチュー

ド M1の関係から本震と余震のマグニチュードの差 D1を求めると，図 5-3 の通り，D1=M0-M1=1.3 として評

価できる。余震の規模を想定する際は，データ数が少ないことから，保守的に標準偏差を考慮し D1=0.8

として余震の規模を想定する。従って，余震の地震規模は Mw8.7–0.8 より M7.9（Mw=M とする）と設定す

る。 

 

5.2 余震の震源位置の設定 

廃止措置計画用設計津波（Mw8.7）の波源域と廃止措置計画用設計地震動の一つとして設定した

2011 年東北地方太平洋沖型地震（Mw9.0）の震源域は茨城県沖で重なっており，その重なっている領

域において 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）の最大余震（M7.6）が発生している。この最大余震

の地震発生様式は廃止措置計画用設計津波と同じプレート間地震である。これら波源域，震源域等の

位置関係を図 5-4 に示す。 

一般に規模の大きなプレート間地震は，過去に発生した規模の大きなプレート間地震の震源域で繰り

返し発生する。また，2011 年東北地方太平洋沖地震の強震動生成域も過去に発生した規模の大きなプ

レート間地震の発生位置と対応していることが指摘されている（例えば入倉（2012）(5)）。従って，廃止措

置計画用設計津波の波源域が活動した場合の強震動生成域や規模の大きな余震の発生位置は 2011

年東北地方太平洋沖地震における茨城県沖の例と類似すると考えられる。以上のことから，廃止措置計

画用設計津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある余震は 2011 年東北地方太平洋沖地震

（Mw9.0）の最大余震（M7.6）の震源位置に設定する（図 5-4）。 

なお，茨城県南部から房総沖にかけては図 2-2 で示したとおり，陸のプレートと太平洋プレートの間に

フィリピン海プレートが潜り込んでおり，Uchida et al.（2009）(6)によれば，この領域ではプレート間結合度

が低いことが示されている。従って，図 2-2 に示したフィリピン海プレートの北東端より南側において規模

の大きな地震は発生しにくいと考えられる。 

 

5.3 廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある余震による地震動の評価 

廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある余震による地震動を評価する。

余震の地震規模は「5.1 余震の規模の設定」 のとおり M7.9，震源位置は「5.2 余震の震源位置の設定」 

のとおり 2011 年東北地方太平洋沖地震の最大余震発生位置とする。設定した余震の地震諸元を表 5-

2 に示す。 

上記に基づき，廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある余震による地
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震動評価を Noda et al.（2002）(3)により行う。その際，廃止措置計画用設計地震動策定におけるプレート

間地震の評価と同様，鹿島灘付近の地震を除く太平洋プレートと陸のプレート境界で発生した地震の観

測記録による補正係数を考慮する。観測記録による補正係数を図 5-5 に，評価結果と Sd-D の比較を図

5-6 に示す。 

同図より，評価結果は，Sd-D を下回ることが確認できる。 

 

図 5-1 核燃料サイクル工学研究所 1 地点における時刻歴波形 

 

 

表 5-1 過去の地震における本震と最大余震の関係

 

気象庁（7）による最新の震源情報を参照 

 

 

 

 

 

本震

1 1933/3/3 昭和三陸地震 8.1 6.7    0.038日
2 1937/2/21 択捉島南東沖の地震 7.6 7.2    0.017日
3 1948/6/28 福井地震 7.1 5.8    0.004日
4 1961/8/19 北美濃地震 7.0 5.2    0.107日
5 1964/6/16 新潟地震 7.5 6.1    0.134日
6 1968/4/1 日向灘地震 7.5 6.4    0.272日
7 1968/5/16 十勝沖地震 7.9 7.5    0.410日
8 1969/8/12 北海道東方沖の地震 7.8 6.2    0.317日
9 1995/1/17 兵庫県南部地震 7.3 5.4    0.078日
10 2003/5/26 宮城県沖 7.1 4.9    0.264日
11 2003/9/26 十勝沖地震 8.0 7.1    0.054日
12 2008/6/14 岩手・宮城内陸地震 7.2 5.7    0.025日
13 2008/9/11 十勝沖 7.1 5.7    0.008日
14 2011/3/11 東北地方太平洋沖地震 9.0 7.6    0.020日
15 2016/4/16 熊本地震 7.3 5.9    0.014日

No 発生年月日 震源

最大余震

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

M0

ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

M1

本震との
時間間隔
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図 5-2 余震の最大規模の評価に用いた地震の震央分布 

 

 

 

図 5-3 本震と最大余震の関係（M7.0 以上）  
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図 5-4 廃止措置計画用設計津波の波源域と 2011 年東北地方太平洋沖型地震の震源域 

及び最大余震発生位置図 

 

 

表 5-2 設定した余震の震源諸元 

  

  

項目 設定値

本震の地震規模（Mw） 8.7

余震の地震規模（M） 7.9

等価震源距離（km） 86
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（水平成分） 

 

 

 

（鉛直成分） 

図 5-5 鹿島灘付近の地震を除く太平洋プレート間地震による補正係数 
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図 5-6 設定した余震と Sd-D との比較 

（左：水平成分，右：鉛直成分） 
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6. 誘発地震の評価 

6.1 誘発地震として考慮する震源の評価 

廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある誘発地震として考慮する震源

を評価する。 

評価に際しては，「4.検討方針」 のとおり，廃止措置計画用設計津波と同じ地震発生様式である 2011

年東北地方太平洋沖地震の事例を参考に地震規模，発生位置を検討する。図 4-1 に示す 2011 年東

北地方太平洋沖地震の発生による誘発地震である内陸地殻内地震のうち，本震発生からもっとも早く発

生した誘発地震は 3 月 12 日長野県北部の地震（M6.7）であり，本震発生から 13 時間後である。 

一方，敷地の廃止措置計画用設計津波の到達時間は図 5-1 に示すとおり，地震発生から約 40 分後

である。 

このことから，廃止措置計画用設計津波の到達時間帯において規模の大きな誘発地震が発生する可

能性は低いと考えられる。 

しかしながら，規模の小さな誘発地震は 2011 年東北地方太平洋沖地震発生直後から発生しているこ

とを踏まえ，廃止措置計画用設計地震動の評価において検討用地震の候補として考慮していた規模の

小さな短い活断層による地震を保守的に考慮する。 

 

6.2 廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある誘発地震による地震動の評

価 

廃止措置計画用設計津波の波源の活動に伴い発生する可能性のある誘発地震による地震動を評価

する。誘発地震として考慮する規模の小さな短い活断層の分布及び地震諸元をそれぞれ図 6-1 及び表

6-1 に示す。地震動評価は Noda et al.（2002）(3)により行う。その際，廃止措置計画用設計地震動策定に

おける内陸地殻内地震の評価と同様，福島県と茨城県の県境付近で発生した地震の観測記録による補

正係数を考慮する。観測記録による補正係数を図 6-2 に，評価結果と Sd-D の比較を図 6-3 に示す。 

同図より，評価結果は，Sd-D を下回ることが確認できる。 
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図 6-1 誘発地震として考慮する規模の小さな短い活断層の分布 

 

 

 

 

表 6-1 設定した誘発地震の諸元 

 

  

地震名 地震規模Ｍ 等価震源距離（km）

宮田町リニアメント 6.8 23

関口－米平リニアメント 6.8 30

竪破山リニアメント 6.8 28

Ｆ１１断層 6.8 41

吾国山断層 6.8 37

敷地 

宮田町リニアメント 

F11 断層 

関口-米平リニアメント 
竪破山リニアメント 

吾国山断層 
30 km 

：誘発地震として考慮する

規模の小さな短い活断層 

0 40 km 
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（水平成分） 

 

 

 

 

 

（鉛直成分） 

図 6-2 福島県と茨城県の県境付近で発生した内陸地殻内地震の補正係数 
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図 6-3 規模の小さな短い活断層による地震と Sd-D との比較 

（左：水平成分，右：鉛直成分） 
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7. 余震荷重の設定 

以上の検討結果から，Sd-D を津波荷重に組み合わせる余震荷重として考慮する。 
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Ⅴ 漂流可能性のある漂流物の選定 

 

1. 概要 

本資料は，廃止措置計画用設計津波により，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固化技術開発棟に影響を与える可能性のある漂流物を選定するものである。 

 

2. 基本方針 

再処理施設では，廃止措置計画用設計津波が敷地内に流入することを想定しており，高放射性廃液

に伴うリスクが集中する高放射性廃液貯蔵場（HAW）とこれに付随するガラス固化技術開発施設（TVF）

ガラス固化技術開発棟については，廃止措置計画用設計津波に対し，建家内へ浸水しないよう個別に

対策し，安全を確保する方針である。 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の建家外壁

においては，波力及び余震との重畳に対して増し打ちなどの対策により防護するが，漂流物について

は，漂流物の種類や大きさによっては建家外壁だけで防護することは困難となるため，津波漂流物防護

柵の設置等の対策により，建家外壁への漂流物の衝突を軽減又は防止する。 

船舶や車両等の大型の漂流物に対しては、津波漂流物防護柵の設置等の対策により捕捉し、建家外

壁への到達を防止し、津波漂流物防護柵をすり抜けて遡上する流木や瓦礫等の比較的小型の漂流物

は、建家外壁に到達することを考慮した防護方針とし、津波漂流物防護柵と建家外壁により多重に防護

する。 

 

2.1 漂流物の判定 

廃止措置計画用設計津波の遡上経路を調査範囲として設定し，調査範囲に存在する建物･設備等

の漂流物となる可能性のあるものを重量，形状に関係なく洗い出した後，建物･設備，流木，船舶，車

両に分類し，スクリーニングにより漂流物となるかどうかを判定する。 

判定では，保守的に，廃止措置計画用設計津波の流況，漂流物の軌跡解析及び再処理施設周辺

の障害物等の存在を考慮せず，漂流物としたものは再処理施設に到達するものとする。 

 

2.2 代表漂流物の選定 

漂流物として作用する荷重は，その重量に大きく影響を受けることから，判定した漂流物について，

分類ごとに最も重量の大きい漂流物を代表漂流物として選定し，建家外壁である設計津波の津波防

護施設，津波漂流物防護柵で構成する漂流物の影響防止施設，それぞれの設計において考慮すべ

き代表漂流物を定める。 
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3. 代表漂流物の選定 

 

3.1 漂流物分類ごとの代表漂流物の選定 

漂流物分類ごとの代表漂流物の選定について添付資料 6-1-3-1-1「再処理施設における代表漂

流物の選定について」に纏める。 

 

3.2 津波防護施設において考慮すべき代表漂流物 

重量の大きい，水素タンク，小型船舶，中型バスは，津波漂流物防護柵で構成する漂流物の影響

防止施設にて捕捉し，津波漂流物防護柵をすり抜ける可能性がある防砂林（流木）は，建家外壁であ

る設計津波の津波防護施設で防護することとし，それぞれの設計において考慮すべき代表漂流物と

する。 

漂流物の影響防止施設の設計においては，津波漂流物防護柵に作用する荷重を「津波漂流物対

策施設設計ガイドライン」に基づき算定し，設計条件とする。 

津波防護施設においては，津波漂流物防護柵により，定められた代表漂流物の流速が軽減するこ

とが見込まれ，建家外壁に作用する荷重を「道路橋示方書」に基づき算出し，別添 6-1-3-2「Ⅲ-1 設

計津波に対する津波防護施設の強度評価」の設計条件とする。 

なお，防砂林を超える重量を持つ漂流物は，津波漂流物防護柵で捕捉できるように設計に反映す

る。 

 

4. 今後の対応 

津波漂流物防護柵で構成する漂流物の影響防止施設においては，代表漂流物の妥当性を令和 2 年

10 月末までに検証する。検証の結果，代表漂流物に変更が生じた場合は津波防護対策の設計に反映

する。 
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I 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の津波防護に関する施設の設計方針 

 

1. 概要 

本資料は，別添 6-1-3-1「I 耐津波設計の基本方針」に基づき，高放射性廃液貯蔵場

（HAW）の津波防護に関する施設・設備の分類，要求機能及び性能目標を明確にし，各施

設・設備の機能設計及び構造強度設計に関する設計方針について説明するものである。 

 

2. 設計の基本方針 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に影響を与える可能性がある廃止措置計画用設計津波（以

下「設計津波」という。）の発生により，別添 6-1-3-1「I 耐津波設計の基本方針」にて

設定する設計津波から防護する設備がその安全機能を維持するために必要な機能を損な

うおそれがないようにするため，津波防護に関する施設を設置する。津波防護に関する

施設は，別添 6-1-3-1「Ⅲ 入力津波の設定」で設定する入力津波に対して，その機能が

維持できる設計とする。 

津波防護に関する施設の設計にあたっては，津波防護対策を実施する目的や施設の分

類を踏まえて，施設分類ごとの要求機能を整理するとともに，施設ごとに機能設計上の

性能目標及び構造強度設計上の性能目標を定める。 

津波防護に関する施設の構造強度設計上の性能目標を達成するため，施設ごとに設計

方針を示す。 

津波防護に関する施設の設計フローを図 2-1 に示す。 

 

 

図 2-1 施設の設計フロー 
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「Ⅲ 入力津波の設定」 

別添 6-1-3-1 

「I 耐津波設計の基本方針」 

[設計津波の防護対象施設] 

3.要求機能及び性能目標 

[津波防護施設等に対する要求事項等] 

4.機能設計 
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3. 要求機能及び性能目標 

津波防護対策を実施する目的は，設計津波から防護する設備の安全機能が損なわれる

おそれがないこととする。また，施設の分類については，設計津波の津波防護施設，設計

津波の浸水防止設備，漂流物の影響防止施設及び設計津波遡上状況等監視設備に分類す

る。 

設計津波の遡上波の敷地への浸水，余震，高放射性廃液貯蔵場（HAW）へ到達する可能

性のある漂流物の調査結果を踏まえ，施設分類ごとの要求機能を整理するとともに，施設

分類ごとの機能設計上の性能目標及び構造強度上の性能目標を設定する。 

(1)施設分類 

a. 設計津波の津波防護施設 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家外壁は，設計津波の建家内への浸水に対す

る障壁となることから，建家外壁等を設計津波の津波防護施設と位置付ける。 

b. 設計津波の浸水防止設備 

設計津波の津波防護施設である建家外壁の開口部には，設計津波の建家内への

浸水を防止するため，浸水防止扉を設置していることから，浸水防止扉を設計津

波の浸水防止設備と位置付ける。 

c. 漂流物の影響防止施設 

設計津波の津波防護施設である建家外壁の周辺には，船舶等の重量物が建家外

壁に衝突した場合の影響が大きいと考えられる大型の漂流物の影響を軽減するた

め津波漂流物防護柵の設置を計画していることから，津波漂流物防護柵を漂流物

の影響防止施設と位置付ける。 

また，高放射性廃液貯蔵場（HAW）北側に隣接する分離精製工場（MP）は，設

計地震動による地震力や設計津波による波圧，漂流物の衝突を考慮した場合にお

いても倒壊しない見通しであり，令和 2年 11月までに行う詳細評価において十

分な構造強度を有することを確認したうえで，漂流物の影響防止施設として期待

する。 

d. 設計津波遡上状況等監視設備 

設計津波の遡上状況等を監視する機能を有する設備を設計津波遡上状況等監視

設備と位置付ける。 

 

(2)施設の配置 

津波防護に関する施設について，設計津波の津波防護施設，設計津波の浸水防止設

備，漂流物の影響防止施設及び設計津波遡上状況等監視設備の配置を図 3-1 に示す。

なお，漂流物の影響防止施設の配置については，津波漂流物防護柵の詳細設計を踏ま

え令和 3年 1月に見直す。 
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図 3-1 津波防護に関する施設の配置(1/3) 

 

  

※敷地内の遡上津波の流況及び軌跡解析結果等を踏まえ津波漂流物防護柵の配置を検討する。 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） 

ガラス固化技術開発施設（TVF） 
ガラス固化技術開発棟 

分離精製工場（MP） 

：大型船舶等の漂流物 
からの防護ライン 

：漂流物の影響防止施設 
：津波防護施設 

：屋外監視カメラ 
設置場所 
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3.1 設計津波の津波防護施設 

(1) 施設 

a. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家外壁 

(2) 要求機能 

設計津波の津波防護施設は，入力津波に対し，余震，漂流物の影響防止施設に

よって捕捉される船舶等の大きな漂流物を除く漂流物（以下「建家設計用漂流物」

という。）の衝突，風及び積雪による荷重を適切に組み合わせて考慮した場合に

おいても，設計津波による建家内への浸水を防止できるよう設計する。 

(3) 性能目標 

a. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家外壁 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家外壁は，設計津波の遡上波に対し，余震，

建家設計用漂流物の衝突，風及び積雪による荷重を適切に組み合わせて考慮し

た場合においても，想定される津波高さに余裕を考慮した高さまで止水性を保

持することを機能設計上の性能目標とする。 

当該建家外壁は，岩盤に支持される鉄筋コンクリート製の基礎と鉄筋コンク

リート製の躯体で構成する。津波後の再使用性を考慮し，想定する荷重に対し，

主要な構造部材が構造健全性を保持する設計とすることを構造強度設計上の

性能目標とする。 

また，T21トレンチ，連絡管路及び T15トレンチ（以下「トレンチ等」とい

う。）は，設計津波の遡上波に対し，余震を考慮した場合においても，想定さ

れる津波高さに余裕を考慮した高さまで止水性を保持することを機能設計上

の性能目標とする。 

これらトレンチ等は，鉄筋コンクリート製の躯体で構成する。津波後の再使

用性を考慮し，想定する荷重に対し，主要な構造部材が構造健全性を保持する

ことを構造強度設計上の性能目標とする。 

さらに，設計津波に対し，当該建家の外壁貫通部を介して浸水することを防

止するため，当該建家の外壁貫通部の設置箇所に想定される津波高さに余裕を

考慮した高さに対する止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 
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3.2 設計津波の浸水防止設備（浸水防止扉） 

(1) 施設 

a. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）（南側 1階）の片開きスイング扉 

b. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）（北側 1階）の片開きスイング扉 

c. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）（南側 1階）の横引き扉 

d. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）（南側 3階）の片開きスイング扉 

e. 高放射性廃液貯蔵場（HAW）（南側 3階）の閉止板（盾式角落し） 

(2) 要求機能 

浸水防止設備は，入力津波に対し，余震，建家設計用漂流物の衝突，風及び積

雪による荷重を適切に組み合わせて考慮した場合においても，設計津波による建

家外壁の開口部からの浸水を防止できるよう設計する。 

(3) 性能目標 

浸水防止設備の扉枠と扉の接触面は，止水ゴムを施工し，接触面からの浸水を

防止する構造とする。設計津波の遡上波に対し，余震，建家設計用漂流物の衝突，

風及び積雪による荷重を適切に組み合わせて考慮した場合においても，当該扉を

介して建家内に浸水することを防止するため，当該扉の設置箇所に想定される津

波高さに余裕を考慮した止水性を保持することを機能設計上の性能目標とする。 

浸水防止設備は，鋼製の扉を，扉枠を介して建家外壁開口部にアンカーボル

トで固定し，支持する構成とする。津波後の再使用性を考慮し，主要な構造部材

が，想定する荷重に対し，構造健全性を保持することを構造強度設計上の性能目

標とする。 
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3.3 漂流物の影響防止施設 

(1) 施設 

a. 津波漂流物防護柵 

b. 分離精製工場(MP) 

(2) 要求機能 

漂流物の影響防止施設は，入力津波に対し，余震，船舶等の漂流物の衝突，風

及び積雪による荷重を適切に組み合わせて考慮した場合においても，設計津波に

より漂流が想定される漂流物の津波防護施設への影響を軽減※できるよう設計す

る。 

※  別添 6-1-3-1「Ⅴ 漂流可能性のある漂流物の選定」の基本方針に従う。 

 

(3) 性能目標 

a. 津波漂流物防護柵 

津波漂流物防護柵は，設計津波の遡上波に対し，余震，船舶等の漂流物の衝

突，風及び積雪による荷重を適切に組み合わせて考慮した場合においても，設

計津波により漂流が想定される船舶等の重量物の衝突による高放射性廃液貯

蔵場(HAW)の建家外壁等への影響を軽減※することを機能設計上の性能目標と

する。 

津波漂流物防護柵は，鋼製の支柱，必要に応じて支柱間にワイヤーロープを

設置し，支柱の下部は岩盤等に支持される構成とする。 

支柱は，設計津波の遡上波に対し，想定する荷重を考慮しても，主要な構造

部材は構造健全性を保持する設計とし，ワイヤーロープは，漂流物が衝突した

際にワイヤーロープが衝撃を緩和することで漂流物を捕捉する設計とするこ

とを構造強度設計上の性能目標とする。 

※ 別添 6-1-3-1「Ⅴ 漂流可能性のある漂流物の選定」の基本方針に従う。重量

の大きい，水素タンク，小型船舶，中型バスは，津波漂流物防護柵により捕

捉し，津波漂流物防護柵をすり抜ける可能性がある防砂林（流木）は，建家

外壁である津波防護施設で防護することとし，それぞれの設計において考慮

すべき代表漂流物とする。 

なお,津波漂流物防護柵は，設計地震動及び設計津波に対して耐震性，耐津

波性を有する設計とすることから漂流物となることはない。 

b. 分離精製工場(MP) 

分離精製工場(MP)は，設計津波の遡上波に対し，余震，船舶等の漂流物の衝

突，風及び積雪による荷重を適切に組み合わせて考慮した場合においても，設

計津波により漂流が想定される船舶等の重量物の衝突による高放射性廃液貯蔵

場(HAW)の建家外壁等への影響を軽減※することを機能設計上の性能目標とする。 
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当該建家は，岩盤に支持される鉄筋コンクリート製の基礎と鉄筋コンクリー

ト製の躯体で構成されていること，想定する荷重に対し，一部外壁等が損傷す

る場合であっても，建家の倒壊及び浮き上がりがないことを確認し，当該建家

のセル等の主要な躯体により，設計津波により漂流が想定される船舶等の重量

物が漂流物として高放射性廃液貯蔵場(HAW)の建家外壁等へ到達することを防

止する障壁となることを構造強度設計上の性能目標とする。 

※ 別添 6-1-3-1「Ⅴ 漂流可能性のある漂流物の選定」の基本方針に従う。重量

の大きい，水素タンク，小型船舶，中型バスは，津波漂流物防護柵により捕

捉し，津波漂流物防護柵をすり抜ける可能性がある防砂林（流木）は，建家

外壁である津波防護施設で防護することとし，それぞれの設計において考慮

すべき代表漂流物とする。 

なお，分離精製工場(MP)については，建家外壁等の部材が部分的に損壊し漂

流物となる可能性があるが，令和 2年 11月までに行う詳細評価において代表漂

流物の選定結果に影響を与えないことを検証する。 

 

3.4 設計津波遡上状況等監視設備 

(1) 施設 

屋外監視カメラ 

(2) 要求機能 

設計津波遡上状況等監視設備は，設計地震動に対し機能維持すること，また，

入力津波に対し，余震，漂流物の衝突，風及び積雪による荷重を適切に組み合わ

せて考慮した場合においても，設計津波の遡上状況等の状態を監視できるよう設

計する。 

(3) 性能目標 

屋外監視カメラは,設計地震動に対し機能維持すること，また，カメラ架台は

剛構造として分離精製工場（MP）の建家屋上に固定し，分離精製工場（MP）は，

設計地震動による地震力や設計津波による波圧，漂流物の衝突を考慮した場合に

おいても十分な構造強度を有することを構造強度設計上の性能目標とする。 

また,屋外監視カメラは，昼夜問わず敷地への津波の襲来状況を監視できるこ

とを機能設計上の性能目標とする。 
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4. 機能設計 

別添 6-1-3-1「Ⅲ 入力津波の設定」で設定している入力津波に対し，「3. 要求機能及

び性能目標」で設定している津波防護に関する施設の機能設計上の性能目標を達成するた

めに，各施設の機能設計の方針を定める。 

設計方針においては，止水処置等を確認する高さが設計津波の最大水位に対して，余裕

を考慮した高さとなっていることを確認するため，高潮ハザードの再現期間 100年に対す

る期待値 T.P.＋1.44 mと，朔望平均満潮位 T.P.＋0.61 m及び潮位のばらつき 0.18 m（別

添 6-1-3-1「Ⅲ 入力津波の設定」表 3-1）の合計との差である 0.65 m を参照する裕度と

して設定する。 

高潮ハザードの再現期間 100 年に対する期待値については，観測地点「茨城港日立港

区」における 40 年（1971年～2010年）の潮位観測記録に基づき求めた最高潮位の超過発

生確率を参照する。図 4－1 に観測地点「茨城港日立港区」における最高潮位の超過発生

確率，表 4－1に観測地点「茨城港日立港区」における 40 年（1971年～2010 年）の年最

高潮位を示す。 

なお，再処理施設では，東日本大震災後の緊急安全対策において，土木学会評価(原子

力発電所の津波評価技術（平成 14年)）において近隣に襲来すると想定した津波高さ(4.9 

m)に，福島第一原子力発電所に襲来した津波高さと土木学会評価が当該発電所付近に襲来

すると予想した津波高さの差(9.5 ｍ)を加えた高さ（T.T.+14.4 m）の津波が襲来すると

想定し，高放射性廃液貯蔵場(HAW)の浸水防止扉の設置等の対策を実施した。 
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図 4－1 観測地点「茨城港日立港区」における最高潮位の超過発生確率 
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表 4－1 観測地点「茨城港日立港区」における 40年（1971年～2010年）の年最高潮位 
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4.1 津波防護施設 

津波防護施設は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.1 津波防護施設 (3) 性能目

標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以下の設計方針として

いる。 

(1) 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家外壁 

機能設計上の性能目標を達成するため，岩盤に支持される鉄筋コンクリート

製の基礎と鉄筋コンクリート製の躯体で構成される当該建家外壁は，設計津波

の最大水位に参照する裕度を考慮した高さ(T.P.+14.2 m)を超える T.P.+14.4 m

までの止水性を保持する設計とする。 

構造強度設計上の性能目標を達成するため，設計津波の遡上波(波力算定用津

波高さ：T.P.+12.1 m)に対して耐津波性を有する設計とする。発生する浮力に

ついては，設計津波の最高水位（浮力算定用津波高さ：T.P.+13.6 m）を考慮す

る。建家設計用漂流物による荷重は，津波漂流物防護柵による効果を期待する。

当該建家周辺の地盤は地盤改良による効果を期待する。 

また，トレンチ等が，鉄筋コンクリート製の躯体，鉄遮蔽体で構成することに

より，止水性を有する設計となっていること，建家外壁と当該境界部の接続部

からの漏水による影響及び漏水時の排水対策について確認する（添付資料 6-1-

3-2-1「高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家貫通部からの浸水の可能性について」）。 

機能設計上の性能目標を達成するため，当該建家外壁の貫通部が，設計津波

の最大水位に参照する裕度を考慮した高さ（T.P.+14.2 m）を超える高さ

(T.P.+14.4 m)までシール材等での止水処置されていることを確認する。 

また，構造強度設計上の性能目標を達成するため，当該建家外壁の貫通部の

止水処置の健全性を模擬試験体による耐圧試験により確認する。試験にあたっ

ては，模擬試験体の止水材厚さを外壁厚さに対し十分保守的な厚さとするとと

もに，模擬試験体に作用させる水圧は，各外壁貫通部に作用する津波波圧を包

絡するよう十分保守的に設定し，貫通部に対する止水処置の健全性を確認する。

（添付資料 6-1-3-2-1「高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家貫通部からの浸水の可能

性について」）。 
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4.2 浸水防止設備（浸水防止扉） 

浸水防止設備（浸水防止扉）は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.2 設計津波

の浸水防止設備（浸水防止扉） (3) 性能目標」で設定している機能設計上の性能目

標を達成するために，以下の設計方針としている。 

機能設計上の性能目標を達成するため，浸水防止扉は十分な支持性能を有する高

放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家外壁に設置する扉枠との境界に水密ゴムを挟んで鋼

製の扉を固定する構造とし，設計津波の最大水位に参照する裕度を考慮した高さ

（T.P.+14.2 m）を超える高さ(T.P.+14.4 m) まで止水性を保持する設計とする。 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の建家外壁と浸水防止扉の扉枠との接続部が，設計津波

の最大水位に参照する裕度を考慮した高さ(T.P.+14.2 m）を超える高さ(T.P.+14.4 m)

までシール材等での止水処置により止水性を有する設計とし，設計津波の遡上波によ

る波圧を考慮した漏えい試験により有意な漏えいが生じないこと，当該外壁接続部か

らの漏水による影響及び漏水時の排水対策について令和２年 7月までに確認する。 

構造強度設計上の性能目標を達成するため，設計津波の遡上波(波力算定用津波高

さ：T.P.+12.1 m)に対して耐津波性を有する設計とし，浸水防止扉が，設計津波の遡

上波による波圧を考慮し止水性を保持する設計であることを令和２年 7 月までに確

認する。 

 

4.3 漂流物の影響防止施設 

漂流物の影響防止施設は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.3漂流物の影響防

止施設 (3)性能目標」で設定している機能設計上の性能目標を達成するために，以

下の設計方針とする。 

(1) 津波漂流物防護柵 

機能設計上の性能目標を達成するため，津波漂流物防護柵は，鋼製の支柱，必

要に応じて支柱間にワイヤーロープを設置する構成とし，支柱の下部は岩盤等に

支持される設計とする。 

構造強度設計上の性能目標を達成するため，支柱の下部は，主な再処理施設の

支持地盤である砂質泥岩層又は強固に改良した地盤に設置し，設計地震動に対す

る耐震性を確保する。また，支柱については，船舶等の重量物が漂流物として１

本の支柱へ直接衝突する等の最も厳しい条件において，ある程度塑性変形を生じ，

漂流物が複数回衝突する場合であっても支柱としての機能を保持し，隣接する支

柱が弾性範囲内で津波漂流物防護柵を支持する設計とする。津波漂流物防護柵に

設けるワイヤーロープは，津波漂流物対策施設設計ガイドラインに従い，漂流物

が衝突した際にワイヤーロープが衝撃を緩和することで漂流物を捕捉する設計

とする。 

これらの設計によって，設計津波により漂流が想定される船舶等の重量物を捕
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捉することで漂流物の衝突による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の建家外壁等への影

響を軽減させる設計※となっていることを確認する。 

※ 小型船舶は総トン数 20 トン未満の船舶であり，総トン数 19 トンを超える小型

船舶が入港することも考えられる。船舶等の大型の漂流物は津波漂流物防護柵

で捕捉することから，津波漂流物防護柵の設計荷重を 20 トン相当にすることに

より保守性を確保する。設計津波の時刻歴波形から津波の繰り返しの遡上はな

いことから，最大荷重の漂流物が津波漂流物防護柵の同一箇所に繰り返し衝突

することはない。 

 

(2) 分離精製工場(MP) 

機能設計上の性能目標を達成するため，分離精製工場(MP)は，岩盤に支持さ

れる鉄筋コンクリート製の基礎と鉄筋コンクリート製の躯体で構成する設計と

している。 

構造強度設計上の性能目標を達成するため，分離精製工場(MP)は，設計津波

の遡上波に対し，余震，船舶等の漂流物の衝突，風及び積雪の組合せによる荷重

に対し，外壁等が一部損傷する場合であっても建家全体が倒壊することなく主

要な構造部材は構造健全性を保持し，浮き上がるおそれのない設計とする。な

お,分離精製工場（MP）は，設計地震動による地震力や設計津波による波圧，漂

流物の衝突を考慮した場合においても倒壊しない見通しであり，令和 2年 11月

までに行う詳細評価において十分な構造強度を有することを確認する。また，

代表漂流物の選定結果に影響を与えないことを検証する。 

これらの設計によって，設計津波により漂流が想定される船舶等の漂流物の

衝突による高放射性廃液貯蔵場(HAW)の建家外壁等への影響を軽減させる設計

となっていることを確認する。 
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4.4 設計用津波遡上状況等監視設備 

設計用津波遡上状況等監視設備は，「3. 要求機能及び性能目標」の「3.4 設計用

津波遡上状況等監視設備 (3) 性能目標」で設定している機能設計上の性能目標を達

成するために，以下の設計状況を確認している（添付資料 6－1－3－2－2「屋外監視

カメラについて」）。 

(1) 屋外監視カメラ 

機能設計上の性能目標を達成するため，屋外監視カメラは，設計津波の遡上波

に対し，波力及び漂流物の影響を受けない位置に設置し昼夜を問わず監視可能な

設計としている。また，屋外監視カメラ本体からの映像信号を電路により分離精

製工場(MP)中央制御室に設置する監視装置に伝送し，中央制御室にて監視可能な

設計としている。電路については，波力や漂流物の影響を受けない箇所に設置し，

電源は設計津波の遡上波の影響を受けない分離精製工場(MP)に設けた無停電電源

装置等から給電できる設計としている。 

屋外監視カメラを構成する部品は，監視機能を維持するために，交換可能な設

計とするとともに，監視装置等と屋外監視カメラ本体とを直接接続可能な設計と

しており，中央制御室に常駐する要員により構成部品の交換又は監視装置との接

続操作は速やかに行える。 

これらの操作は，設計津波の遡上波が敷地へ浸入するまでの時間を考慮し，要

員による対応が確実に実施できることを確認する。 

さらに，監視機能が維持できない場合には設計津波の遡上高さを上回る建家屋

上等から目視により施設周辺を監視する代替措置により対応することができるこ

とを確認する。 

上記の対応については，令和２年 7 月までに実施する事故対処設備の有効性評

価に合わせて確認する。 

 

構造強度設計上の性能目標を達成するため，設計地震動に対し屋外監視カメラ

本体は，機能維持する設計としており，カメラ架台は剛構造として分離精製工場

（MP）の建家屋上に固定している。分離精製工場（MP）は，設計地震動による地震

力や設計津波による波圧，漂流物の衝突を考慮した場合においても倒壊しない見

通しであり，令和 2年 11月までに行う詳細評価において十分な構造強度を有する

ことを確認する。 
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Ⅱ 余震による地震応答解析 

 

1. 概要 

本資料は，別添 6-1-3-1「Ⅳ 耐津波設計における津波荷重と組み合わせる余震荷重」に

おいて設定した余震（以下「Sd-D」という。）を用いた高放射性廃液貯蔵場(HAW)の地震応

答解析を説明するものである。この地震応答解析による応答値は，別添 6-1-3-2「Ⅲ-1 設

計津波に対する津波防護施設の強度評価」及び「Ⅲ-2 設計津波に対する浸水防止設備（浸

水防止扉）の強度評価」における余震荷重として用いる。 

敷地の解放基盤表面における Sd-Dの応答スペクトルを図 1-1及び図 1-2に，時刻歴波形

を図 1-3に示す。解放基盤表面は，S波速度が 0.7 km/s 以上である T.P.※-303 m(G.L.-309 

m)とする。 

 

※T.P.：東京湾平均海面 
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図 1-1 Sd-Dの応答スペクトル（水平成分）  
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図 1-2  Sd-Dの応答スペクトル(鉛直成分）  
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図 1-3  Sd-Dの時刻歴波形  
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2. 一般事項 

2.1 位置 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の位置を図 2-1に示す。プラントノースと磁北方向の角度差

は，35.7 °である。 

 

 

 

図 2-1 高放射性廃液貯蔵場(HAW)の位置  

35.7 ° 
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2.3 解析方針 

地震応答解析は，Sd-D を用いて建物・構築物の形状，構造特性等を考慮した質点系の

解析モデルを水平(NS，EW)方向及び鉛直(UD)方向ごとに設定し実施する。 

地震応答解析による応答値は，別添 6-1-3-2「Ⅲ-1 設計津波に対する津波防護施設の強

度評価」及び「Ⅲ-2 設計津波に対する浸水防止設備（浸水防止扉）の強度評価」におけ

る余震荷重として用いる。 

なお，接地率を算出し，基礎浮き上がりの評価法の適用範囲内であることを確認する。 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の解析フローを図 2-9に示す。 

 

 

 

図 2-9 高放射性廃液貯蔵場(HAW)の解析フロー  

解析モデルの設定 

応答値： 

設計津波に対する強度評価に

おける余震荷重 

別添 6-1-3-2 

 「Ⅲ-1 設計津波に対する津波防護施設の強度評価」 

 「Ⅲ-2 設計津波に対する浸水防止設備（浸水防止扉）の強度評価」 

解析開始 

地震応答解析 

入力地震動の設定 
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2.4 準拠規格・基準 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)の地震応答解析において，準拠する規格・基準等を以下に示

す。 

・ 建築基準法・同施行令 

・ 原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601(日本電気協会) 

・ 原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601(日本電気協会) 

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説(日本建築学会) 

・ 建築基礎構造設計指針(日本建築学会) 

 

2.5 使用材料 

地震応答解析に用いるコンクリートの材料定数は，既往の設計及び工事の方法の認可

「再処理施設に関する設計及び工事の方法(その 25)」において定めている設計基準強度

を用いて鉄筋コンクリート構造計算規準に基づき設定する。コンクリートの材料定数を

表 2-1に示す。 

 

 

表 2-1 コンクリートの材料定数 

対象 
設計基準強度 

Fc(N/mm2) 

ヤング係数 

E(N/mm2) 

ポアソン比 

ν 

建家 20.6 2.15×104 0.2 
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3. 入力地震動 

3.1 水平方向の入力地震動 

水平方向の入力地震動は，Sd-D を解放基盤表面に入力して一次元波動論により算定し

た建家の基礎底面及び側面地盤ばね位置での応答波とする。 

算定に用いる地盤モデルは，当該敷地の地層等を考慮して設定された水平成層地盤と

し，等価線形化法により地盤の非線形性を考慮する。 

水平方向の入力地震動算定の概要を図 3-1 に，地盤の物性値を表 3-1 に，動せん断弾

性係数及び減衰定数のひずみ依存性を図 3-2 に示す。入力地震動の算定に使用する解析

コードは「DYNEQ※」である。 

Sd-D による地盤の地震応答解析結果を図 3-3 に，建家の基礎底面位置における水平方

向の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルをそれぞれ図 3-4 及び図

3-5 に示す。 

 

※吉田望: DYNEQ A computer program for DYNamic response analysis of level ground 

by EQuivalent linear method, 東北学院大学工学部(2008) 
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図 3-1 入力地震動算定の概要(水平方向)  

▽T.P.+6.0 m 地表面 

▽T.P.+4.0 m 

▽T.P.+3.1 m 地下水位 

▽T.P.±0.0 m 基礎底面 

▽T.P.-303.0 m 解放基盤表面 
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表 3-1 地盤の物性値 

 

※建家周辺の地盤(T.P.+4.0～±0.0 m)について，Km1以上の動せん断弾性

係数 G0を持つコンクリート(設計基準強度 18 N/mm²)で地盤を改良するた

め，当該層を Km1 でモデル化している。 

 

  

地層
分類

湿潤密度

ρt

(g/cm3)

動ポア
ソン比

νd

動せん断
弾性係数

G0(MN/m
2)

4.0

3.1 Km1※ 1.77 0.455 426

0.0 Km1※ 1.77 0.455 426

-10.0 Km1 1.77 0.455 426

-62.0 Km2 1.77 0.451 466

-92.0 Km3 1.77 0.447 515

-118.0 Km4 1.77 0.444 549

-169.0 Km5 1.77 0.440 596

-215.0 Km6 1.77 0.436 655

-261.0 Km7 1.77 0.431 711

-303.0 Km8 1.77 0.426 764

1.77 0.417 867

久米層

標高
T.P.(m)

地層名

解放基盤

▽解放基盤表面
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(a)動せん断弾性係数 

 

 

(b)減衰定数 

図 3-2 動せん断弾性係数及び減衰定数のひずみ依存性(久米層)  
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図 3-3 地盤の地震応答解析結果(水平方向，Sd-D) 
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図 3-4 入力地震動の加速度時刻歴波形(水平方向，Sd-D，基礎底面位置) 

 

 

図 3-5 入力地震動の加速度応答スペクトル(水平方向，Sd-D，基礎底面位置)  

-373

-1000

-500

0

500

1000

0 50 100 150 200

加
速

度
(c

m
/
s2

)

時間 (s)

Sd-D

0

500

1000

1500

2000

0.01 0.1 1 10

加
速

度
(c

m
/
s2

)

周期 (s)

Sd-D

h=0.05

水平方向

最大加速度＝373(cm/s2) 

 



 

6-1-3-2-36 

3.2 鉛直方向の入力地震動 

鉛直方向の入力地震動は，Sd-Dを解放基盤表面に入力して一次元波動論により算定し

た建家の基礎底面位置での応答波とする。 

算定に用いる地盤モデルは，水平方向の入力地震動の算定において設定された物性値

に基づき，基礎底面位置より上部を剥ぎ取った地盤モデルとする。 

鉛直方向の入力地震動算定の概要を図 3-6に示す。入力地震動の算定に使用する解析

コードは「DYNEQ※」である。 

Sd-Dによる地盤の地震応答解析結果を図 3-7に，建家の基礎底面位置における鉛直方

向の入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトルをそれぞれ図 3-8及び図

3-9 に示す。 

 

※吉田望: DYNEQ A computer program for DYNamic response analysis of level ground 

by EQuivalent linear method, 東北学院大学工学部(2008) 
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図 3-6 入力地震動算定の概要(鉛直方向)  

▽T.P.+6.0 m 地表面 

▽T.P.+3.1 m 地下水位 

▽T.P.±0.0 m 基礎底面 

▽T.P.-303.0 m 解放基盤表面 
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図 3-7 地盤の地震応答解析結果(鉛直方向，Sd-D) 

 

  

-350.0

-300.0

-250.0

-200.0

-150.0

-100.0

-50.0

0.0

50.0
0 500 1000

T.P. 

(m)

加速度 (cm/s2)

Sd-D 鉛直



 

6-1-3-2-39 

 

図 3-8 入力地震動の加速度時刻歴波形(鉛直方向，Sd-D，基礎底面位置) 

 

図 3-9 入力地震動の加速度応答スペクトル(鉛直方向，Sd-D，基礎底面位置)  
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4. 解析モデル 

4.1 水平方向の解析モデル 

水平方向の解析モデルは，建家と地盤の相互作用を考慮した曲げせん断型の多質点系

モデルとする。 

水平方向の解析モデルを図 4-1に，解析モデルの諸元を表 4-1及び表 4-2に示す。 

解析モデルの諸元は，既往の設計及び工事の方法の認可「再処理施設に関する設計及

び工事の方法(その 25)」の構造図に基づき設定する。 

耐震壁のせん断の復元力特性は，図 4-2に示すトリリニア型のスケルトンカーブとし，

履歴特性は最大点指向型とする。曲げの復元力特性は，図 4-3 に示すトリリニア型のス

ケルトンカーブとし，履歴特性はディグレイディングトリリニア型とする。せん断及び

曲げのスケルトンカーブを表 4-3から表 4-6に示す。 

基礎下の底面地盤ばねは，原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991追補版(以下

「JEAG4601-1991 追補版」という。)に基づき，振動アドミッタンス理論により振動数依

存の複素ばねを算定し，地盤ばね定数は 0 Hzでの実部(静的ばね値)により，減衰係数は

地盤-建家連成系 1次固有円振動数での虚部の値と原点とを結ぶ直線の傾きにより，それ

ぞれ設定する。埋め込み部分の側面地盤ばねは，Novakの方法により振動数依存の複素ば

ねを算定し，地盤ばね定数は実部の極大値により，減衰係数は底面地盤ばねと同様に，そ

れぞれ設定する。底面地盤回転ばねは，基礎の浮き上がりを考慮する非線形ばねとし，非

線形特性を算定する際には，建家重量に津波による浸水高さ T.P.+13.6 m 及び海水の単

位体積重量 10.1 kN/m³により生じる浮力 175455 kN を考慮する。底面地盤ばねの評価に

使用する解析コードは「ADMITK(株式会社構造計画研究所)」，側面地盤ばねの評価に使用

する解析コードは「K-NOVAK(株式会社構造計画研究所)」である。 

地盤ばね定数及び減衰係数をそれぞれ表 4-7 及び表 4-8 に，地盤ばね定数及び減衰係

数の設定方法の概要を図 4-4 に，底面地盤回転ばねの非線形特性(転倒モーメント-回転

角関係)を図 4-5に示す。 

建家の減衰はモード減衰として与え，各次のモード減衰定数は建家各部のひずみエネ

ルギーに比例した値として算定する。建家の減衰定数は 3 ％(鉄筋コンクリート部分)と

する。 

建家の地震応答解析に使用する解析コードは「RESP-F3T(株式会社構造計画研究所)」で

ある。 
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図 4-1 解析モデル(水平方向)  

質点番号 

部材番号 
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表 4-1 解析モデルの諸元(NS方向) 

質点 

番号 

高さ 

T.P.(m) 

重量 

(kN) 

回転慣性 

重量 

(×102 kN･m2) 

部材 

番号 

せん断 

断面積 

(m2) 

断面二次 

モーメント 

(m4) 

1 28.44 4154.6 4712 
－  

1 4.5 27 

2 24.70 36046.5 40490 

2 65.2 6290 

3 19.43 51038.2 57700 

3 87.1 8730 

4 14.16 121100.8 137800 

4 212.5 22330 

5 6.089 79292.5 90780 

5 212.5 20650 

6 2.53 72321.2 81070 

6 790.6 92910 

7 0.50 31655.0 35390 
－  
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表 4-2 解析モデルの諸元(EW方向) 

質点 

番号 

高さ 

T.P.(m) 

重量 

(kN) 

回転慣性 

重量 

(×102 kN･m2) 

部材 

番号 

せん断 

断面積 

(m2) 

断面二次 

モーメント 

(m4) 

1 28.44 4154.6 4328 
－  

1 5.5 79 

2 24.70 36046.5 36830 

2 39.9 3850 

3 19.43 51038.2 52510 

3 93.2 6650 

4 14.16 121100.8 125500 

4 208.8 19550 

5 6.089 79292.5 82800 

5 229.8 18020 

6 2.53 72321.2 73670 

6 830.9 92670 

7 0.50 31655.0 32220 
－  

 

  



 

6-1-3-2-44 

 

図 4-2 せん断のスケルトンカーブ(τ-γ関係) 

 

 

 

図 4-3 曲げのスケルトンカーブ(M-φ関係) 
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表 4-3 せん断のスケルトンカーブ(τ-γ関係，NS方向) 

部材 

番号 

τ１ 

(N/mm2) 

γ1 

(×10-3) 

τ2 

(N/mm2) 

γ2 

(×10-3) 

τ3 

(N/mm2) 

γ3 

(×10-3) 

 1  1.57 0.175 2.12 0.525 4.15 4.00 

 2  1.57 0.175 2.12 0.526 4.63 4.00 

 3  1.65 0.184 2.23 0.551 4.83 4.00 

 4  1.66 0.185 2.24 0.554 4.25 4.00 

 5  1.72 0.192 2.33 0.576 4.27 4.00 

 

 

表 4-4 曲げのスケルトンカーブ(M-φ関係，NS方向) 

部材 

番号 

M1 

(×105 kN･m) 

φ1 

(×10-5 1/m) 

M2 

(×106 kN･m) 

φ2 

(×10-5 1/m) 

M3 

(×106 kN･m) 

φ3 

(×10-3 1/m) 

 1  0.165 2.83 0.0401 26.3 0.0610 5.27 

 2  8.54 0.630 1.64 6.21 2.48 1.24 

 3  12.9 0.683 2.93 6.62 4.45 1.18 

 4  33.2 0.689 6.95 6.41 10.4 1.22 

 5  32.8 0.736 7.48 6.55 10.6 1.02 
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表 4-5 せん断のスケルトンカーブ(τ-γ関係，EW方向) 

部材 

番号 

τ１ 

(N/mm2) 

γ1 

(×10-3) 

τ2 

(N/mm2) 

γ2 

(×10-3) 

τ3 

(N/mm2) 

γ3 

(×10-3) 

 1  1.57 0.175 2.12 0.525 4.55 4.00 

 2  1.57 0.175 2.12 0.526 4.70 4.00 

 3  1.65 0.184 2.23 0.551 5.01 4.00 

 4  1.66 0.185 2.24 0.554 4.27 4.00 

 5  1.72 0.192 2.33 0.576 4.24 4.00 

 

 

表 4-6 曲げのスケルトンカーブ(M-φ関係，EW方向) 

部材 

番号 

M1 

(×105 kN･m) 

φ1 

(×10-5 1/m) 

M2 

(×106 kN･m) 

φ2 

(×10-5 1/m) 

M3 

(×106 kN･m) 

φ3 

(×10-3 1/m) 

 1  0.321 1.89 0.0742 17.0 0.107 3.41 

 2  5.53 0.667 1.31 6.76 1.91 1.35 

 3  10.4 0.724 2.84 7.43 5.01 0.931 

 4  30.7 0.730 6.42 6.85 9.47 1.29 

 5  30.3 0.780 7.01 7.06 9.99 1.05 
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表 4-7 地盤ばね定数及び減衰係数(NS方向，Sd-D) 

地震動 

地盤ばね ばね定数 K 

(水平：kN/m) 

(回転：kN･m/rad) 

減衰係数 C 

(水平：kN･s/m) 

(回転：kN･m･s/rad) 位置 成分 記号 

Sd-D 

側面 

水平 

KB1 4.317×106 5.012×105 

KB2 2.197×106 2.551×105 

KB3 4.343×105 5.042×104 

回転 

KB1 1.276×109 4.451×107 

KB2 6.496×108 2.266×107 

KB3 1.284×108 4.478×106 

底面 
水平 KH 4.266×107 1.056×106 

回転 KR 1.753×1010 1.167×108 

 

 

表 4-8 地盤ばね定数及び減衰係数(EW方向，Sd-D) 

地震動 

地盤ばね ばね定数 K 

(水平：kN/m) 

(回転：kN･m/rad) 

減衰係数 C 

(水平：kN･s/m) 

(回転：kN･m･s/rad) 位置 成分 記号 

Sd-D 

側面 

水平 

KB1 4.317×106 5.012×105 

KB2 2.197×106 2.551×105 

KB3 4.343×105 5.042×104 

回転 

KB1 1.276×109 4.439×107 

KB2 6.496×108 2.260×107 

KB3 1.284×108 4.466×106 

底面 
水平 KH 4.284×107 1.066×106 

回転 KR 1.638×1010 1.030×108 
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(a)底面地盤ばね (b)側面地盤ばね 

図 4-4 地盤ばね定数及び減衰係数の設定方法の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 底面地盤回転ばねの非線形特性(転倒モーメント-回転角関係)  
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4.2 鉛直方向の解析モデル 

鉛直方向の解析モデルは，建家と地盤の相互作用を考慮した多質点系モデルとする。

建家部分は質点を鉛直方向のばねで連結しモデル化する。なお，建家の埋め込み部分は

考慮しないモデルとする。 

鉛直方向の解析モデルを図 4-6に，解析モデルの諸元を表 4-9に示す。 

解析モデルの諸元は，既往の設計及び工事の方法の認可「再処理施設に関する設計及

び工事の方法(その 25)」の構造図に基づき設定する。 

基礎下の底面地盤ばねは，JEAG4601-1991追補版に基づき，振動アドミッタンス理論に

より算定する。底面地盤ばねの評価に使用する解析コードは「ADMITK(株式会社構造計画

研究所)」である。 

地盤ばね定数及び減衰係数を表 4-10に示す。 

建家の減衰はモード減衰として与え，各次のモード減衰定数は建家各部のひずみエネ

ルギーに比例した値として算出する。建家の減衰定数は 3 ％(鉄筋コンクリート部分)と

する。 

建家の地震応答解析に使用する解析コードは「RESP-F3T(株式会社構造計画研究所)」で

ある。 
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図 4-6 解析モデル(鉛直方向)  

質点番号 

部材番号 
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表 4-9 解析モデルの諸元(鉛直方向) 

質点 

番号 

高さ 

T.P.(m) 

重量 

(kN) 

部材 

番号 

軸断面積 

(m2) 

1 28.44 4154.6 
－  

1 11.9 

2 24.70 36046.5 

2 114.2 

3 19.43 51038.2 

3 172.8 

4 14.16 121100.8 

4 387.8 

5 6.089 79292.5 

5 415.4 

6 2.53 72321.2 

6 1130.9 

7 0.50 31655.0 
－  

 

 

表 4-10 地盤ばね定数及び減衰係数(鉛直方向，Sd-D) 

地震動 
地盤ばね ばね定数 K 

(kN/m) 

減衰係数 C 

(kN･s/m) 位置 成分 記号 

Sd-D 底面 鉛直 KV 6.408×107 2.339×106 
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5. 解析結果 

5.1 固有値解析結果 

解析モデルの固有値解析結果を表 5-1に示す。Sd-Dによる刺激関数を図 5-1から図 5-

6に示す。 
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表 5-1 固有値解析結果(Sd-D) 

方向 次数 
固有周期 

(s) 

振動数 

(Hz) 
刺激係数 備考 

NS 

1 0.234 4.26 1.488 全体 1次 

2 0.118 8.49 -0.578  

3 0.105 9.56 0.259  

4 0.049 20.45 -0.039  

5 0.041 24.13 0.127  

6 0.037 26.84 -0.062  

7 0.030 33.85 0.013  

EW 

1 0.237 4.22 1.495 全体 1次 

2 0.111 9.01 -0.593  

3 0.065 15.50 0.094  

4 0.052 19.27 0.011  

5 0.043 23.40 0.042  

6 0.034 29.31 0.039  

7 0.031 32.32 -0.050  

UD 

1 0.161 6.21 1.058 全体 1次 

2 0.027 36.37 -0.089  

3 0.017 58.07 0.053  

4 0.014 69.69 -0.024  

5 0.011 91.54 0.002  

6 0.008 126.61 -0.006  

7 0.003 372.00 0.002  
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Mode No.1
Sd-D Period   =0.2345sec
 Frequency=4.2649Hz
 Beta     =1.4882

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  NS 1次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

  

(1次) (2次) 

Mode No.3
Sd-D Period   =0.1047sec
 Frequency=9.5552Hz
 Beta     =0.2591

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  NS 3次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

 

Mode No.4
Sd-D Period   =0.0489sec
 Frequency=20.4514Hz
 Beta     =-0.0393

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  NS 4次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

 

(3次) (4次) 

図 5-1 刺激関数(NS方向，Sd-D，1～4次)  

Mode No.2
Sd-D Period   =0.1177sec
 Frequency=8.4935Hz
 Beta     =-0.5778

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  NS 2次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0
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Mode No.5
Sd-D Period   =0.0414sec
 Frequency=24.1271Hz
 Beta     =0.1267

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  NS 5次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

 

Mode No.6
Sd-D Period   =0.0373sec
 Frequency=26.8400Hz
 Beta     =-0.0616

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  NS 6次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

 

(5次) (6次) 

Mode No.7
Sd-D Period   =0.0295sec
 Frequency=33.8522Hz
 Beta     =0.0131

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  NS 7次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

 

 

 

(7次)  

図 5-2 刺激関数(NS方向，Sd-D，5～7次)  
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Mode No.1
Sd-D Period   =0.2369sec
 Frequency=4.2212Hz
 Beta     =1.4945

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  EW 1次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

  

(1次) (2次) 

Mode No.3
Sd-D Period   =0.0645sec
 Frequency=15.4981Hz
 Beta     =0.0940

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  EW 3次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

  

(3次) (4次) 

図 5-3 刺激関数(EW方向，Sd-D，1～4次)  

Mode No.2
Sd-D Period   =0.1110sec
 Frequency=9.0111Hz
 Beta     =-0.5929

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  EW 2次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0

Mode No.4
Sd-D Period   =0.0519sec
 Frequency=19.2742Hz
 Beta     =0.0114

Sd-D

固 有 値 解 析 結 果  EW 4次

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

-2.0 2.0
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(5次) (6次) 

              

 

 

 

(7次)  

図 5-4 刺激関数(EW方向，Sd-D，5～7次)  
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(1次) (2次) 

              

 

              

 

(3次) (4次) 

図 5-5 刺激関数(UD方向，Sd-D，1～4次)  
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(5次) (6次) 

              

 

 

 

(7次)  

図 5-6 刺激関数(UD方向，Sd-D，5～7次)  
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5.2 地震応答解析結果 

Sd-D による水平方向の最大応答加速度，最大応答せん断力及び最大応答曲げモーメン

トを図 5-7 から図 5-12 に，鉛直方向の最大応答加速度及び最大応答軸力を図 5-13 及び

図 5-14に示す。また，耐震壁のせん断のスケルトンカーブ上の最大応答値は，図 5-15及

び図 5-16に示すとおり，弾性範囲内にある。 
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図 5-7 最大応答加速度（Sd-D，NS方向） 

 

  

図 5-8 最大応答せん断力（Sd-D，NS方向）  

 

 単位:cm/s2

質点 Sd-D

1 672
2 584
3 528
4 470
5 403
6 398
7 397

 

 単位:×104 kN

部材 Sd-D

0.29
2.43
5.18

10.96
14.18
14.296

1
2
3
4
5
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※底面地盤ばね KRの最大応答曲げモーメント： 

213.6(×10⁴ kN・m) 

図 5-9 最大応答曲げモーメント（Sd-D，NS方向）  

 

 単位:×104 kN・m

部材 Sd-D

3.7
4.1
8.5

18.7
24.7
49.9
63.0

146.9
152.4
202.6
188.3
217.1

6

1

2

3

4

5
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図 5-10 最大応答加速度（Sd-D，EW方向） 

 

  

図 5-11 最大応答せん断力（Sd-D，EW方向）  

 

 単位:cm/s2

質点 Sd-D

1 643
2 591
3 525
4 467
5 406
6 401
7 400

 

 単位:×104 kN

部材 Sd-D

0.27
2.45
5.17

10.91
14.12
14.236

1
2
3
4
5
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※底面地盤ばね KRの最大応答曲げモーメント： 

208.6(×10⁴ kN・m) 

図 5-12 最大応答曲げモーメント（Sd-D，EW方向）  

 

 単位:×104 kN・m

部材 Sd-D

1.3
2.3
8.1

19.4
27.4
49.6
66.6

144.4
149.9
199.5
184.0
212.7

6

1

2

3

4

5
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図 5-13 最大応答加速度（Sd-D，UD方向） 

 

 

 

※底面地盤ばね KVの最大応答軸力： 

1011.91(×10² kN) 

図 5-14 最大応答軸力（Sd-D，UD方向）  

Sd-D

最 大 応 答 加 速 度  UD

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

0 400
cm/s 2

 単位:cm/s2

質点 Sd-D

1 344
2 341
3 338
4 335
5 331
6 328
7 328

Sd-D

最 大 応 答 軸 力  UD

1

2

3

4

5

6

7

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

0 1.50 x10
5

kN

 単位:×102 kN

部材 Sd-D

14.63
14.63

140.34
140.34
316.70
316.70
730.56
730.56
997.40
997.40

1,238.31
1,238.31

6

1

2

3

4

5
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図 5-15 せん断のスケルトンカーブ上の最大応答値(NS方向，Sd-D)  

部材番号 
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図 5-16 せん断のスケルトンカーブ上の最大応答値(EW方向，Sd-D)  

部材番号 
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6. 基礎浮き上がりの検討 

最小接地率は，建家重量に津波による浸水により生じる浮力を考慮して算定する。Sd-Dに

よる地震応答解析の結果に基づく最小接地率の一覧表を表 6-1に示す。 

接地率は，浮き上がり非線形ばねを用いた地震応答解析を適用できる基準値(65 ％以上)

を満足していることを確認した。 
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表 6-1 最小接地率 

(a)NS方向 

地震動 

浮き上がり限界 

転倒モーメント 

(×106 kN・m) 

最大転倒モーメント 

(×106 kN・m) 

最小接地率 

(％) 

 

Sd-D 

 

1.71 2.14 81.8 

 

(b)EW方向 

地震動 

浮き上がり限界 

転倒モーメント 

(×106 kN・m) 

最大転倒モーメント 

(×106 kN・m) 

最小接地率 

(％) 

 

Sd-D 

 

1.63 2.09 

 

79.6 
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7. 評価結果 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)について，Sd-Dによる地震応答解析を行い，接地率が浮き上が

り非線形ばねを用いた地震応答解析を適用できる基準値を満足していることを確認した。

地震応答解析による応答値は，別添 6-1-3-2「Ⅲ-1 設計津波に対する津波防護施設の強度評

価」及び「Ⅲ-2 設計津波に対する浸水防止設備（浸水防止扉）の強度評価」における余震

荷重として用いる。 
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Ⅲ-1 設計津波に対する津波防護施設の強度評価 

 

1. 概要 

本資料は，別添 6-1-3-2「I高放射性廃液貯蔵場（HAW）の津波防護に関する施設の

設計方針」に基づき，津波荷重及び余震を考慮した荷重に対して，高放射性廃液貯蔵

場（HAW）が構造強度・止水性を保持することを説明するものである。 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）が建家であることから「東日本大震災における津波に

よる建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針」※（以下

「津波避難ビル等の指針」という。）に基づき強度評価を行う。 

津波避難ビル等の指針に基づき，許容限界は終局耐力を基本とする。なお，建家外

壁については，要求性能が止水性の確保であること及び津波後の再使用性を考慮し，

許容限界を終局耐力から短期許容応力に読み替えて評価を行う。 

 

※「東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上

の要件に係る暫定指針」－2011 年 11月 17日「津波に対し構造耐力上安全な建築

物の設計法等に係る追加的知見について（技術的助言）」（国住指第 2570号）

の別添 
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2. 一般事項

2.1 位置

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の位置を図 2-1に示す。 

図 2-1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の位置 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） 
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2.3 評価方針 

評価に当たっては「津波避難ビル等の指針」に基づき，高放射性廃液貯蔵場（HAW）

の建家及び基礎地盤が設計津波による津波荷重等を考慮した荷重に対して構造強

度を有することを確認する。 

また，別添 6-1-3-2「I 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の津波防護に関する施設の

設計方針」に基づき，建家外壁が止水性を損なわないことを確認する。 

評価項目を表 2-1に示す。 

 

表 2-1 評価項目 

評価方針 評価項目 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

建家の健全性 

（保有水平耐力） 

各階の層せん断力が， 

各階の許容限界以下であ

ることを確認 

保有水平 

耐力 

基礎地盤の支持性能 

（接地圧） 

接地圧が許容限界以下で

あることを確認 

極限 

支持力度 

止水性を 

損なわないこと 

部材の健全性 

（建家外壁） 

発生応力（曲げﾓｰﾒﾝﾄ， 

せん断）が許容限界以下

であることを確認 

短期 

許容応力 
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2.4 適用基準 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価において，適用する基準等を以下に示す。 

東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造

上の要件に係る暫定指針（2011年 11月 17日「津波に対し構造耐力上安全な建

築物の設計法等に係る追加的知見について（技術的助言）」（国住指第 2570 号）

の別添） 

津波避難ビル等の構造上の要件の解説（国総研資料 第 673号，平成 24年） 

建築基準法・同施行令 

2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（建築行政情報センター・日本建

築防災協会編集，2015年） 

鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（日本建築学会，2018年） 

建築物荷重指針・同解説（日本建築学会，2015年） 

道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編，V耐震設計編（日本道路協会，2017年） 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価の計算に用いる記号を表 3-1に示す。 

 

表 3-1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価計算に用いる記号（1/3） 

記号 定義 

h 波力算定用津波高さ：G.L.+6.1 m（T.P.+12.1 m） 

α 水深係数 

h′ 浮力算定用津波高さ：G.L.+7.6 m（T.P.+13.6 m） 

α𝑆𝑆𝑆𝑆 最大応答水平加速度 

P 漂流物衝突荷重 

W1 漂流物重量 

V1 流速 

Qu 保有水平耐力 

H 層せん断力を算定する対象階の下端の高さ 

σu 極限支持力度 

Ma 建家外壁の短期許容曲げモーメント 

𝑎𝑎𝑡𝑡 既存断面の引張鉄筋断面積 

𝑓𝑓𝑡𝑡  引張鉄筋の短期許容引張応力度 

j  応力中心間距離（7/8d） 

d  部材の有効せい 

T 鉄筋コンクリート外壁の壁厚 

𝑑𝑑𝑡𝑡 引張縁から引張鉄筋重心までの距離 

QAS 建家外壁の短期許容せん断力 

𝑏𝑏 壁幅 

𝑓𝑓𝑠𝑠 コンクリートの短期許容せん断応力度 

𝑓𝑓𝑤𝑤 
𝑡𝑡 せん断補強筋の短期許容引張応力度 

𝑝𝑝𝑤𝑤 せん断補強筋比 

𝛼𝛼′ せん断スパン比M/(Q ∙ d)による割増係数 

M 建家外壁に生じる曲げモーメント 

Q 建家外壁に生じるせん断力 

QT 各荷重の組合せによる層せん断力 

E 余震による層せん断力 
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表 3-1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価計算に用いる記号（2/3） 

記号 定義 

P（z） 水深zにおける地震時動水圧 

z 水面からの浸水深 

ρ𝑜𝑜 海水の単位体積重量 

kh 水平震度 

𝑘𝑘 荷重増分係数 

R 波力による層せん断力 

hT 水深係数（α）×波力算定用津波高さ（h） 

x G.L.±0 mからの高さ 

w（x） G.L.±0 mからの高さ xの位置での波圧 

B（x） G.L.±0 mからの高さ xの位置での受圧面の幅 

σ 接地圧 

B 建家幅 

L 建家長さ 

F 地反力 

A 接地圧係数 

e 偏心距離 

Qz 浮力 

WB 建家総重量 

Pv′ 浸水時の動水圧による集中荷重 

Mv′ 浸水時の動水圧による転倒モーメント 

Mv 余震による転倒モーメント 

Fu 最大応答軸力 

hg G.L.±0 mから基礎底面までの距離 

Mt 波力による転倒モーメント 

P′ 波力による集中荷重 

w 波圧 

Mt′ 漂流物衝突荷重による転倒モーメント 

HB 建家全高 

Ms 三角形分布荷重による曲げモーメント 

Me 等分布荷重による曲げモーメント 
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表 3-1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の強度評価計算に用いる記号（3/3） 

記号 定義 

𝑙𝑙 壁高さ 

h1 G.L.±0 mから上階スラブ下端までの高さ 

h2 G.L.±0 mから対象階の床面上端までの高さ 

h3 h2から平方根分布荷重の重心位置までの高さ 

P1 平方根分布荷重の合力 

Ms′ 平方根分布荷重による曲げモーメント 

Qs′ 平方根分布荷重によるせん断力 

Qs 三角形分布荷重によるせん断力 

Qe 等分布荷重によるせん断力 

Me′ 余震による曲げモーメント 

w3 余震による等分布荷重 

Qe′ 余震によるせん断力 

ρ 鉄筋コンクリートの単位体積重量 

Mp 漂流物衝突荷重による曲げモーメント 

Qp 漂流物衝突荷重によるせん断力 

𝑔𝑔 重力加速度 

MW 静水圧による曲げモーメント 

QW 静水圧によるせん断力 

MW′ 動水圧による曲げモーメント 

QW′ 動水圧によるせん断力 

MR 波力による曲げモーメント 

QR 波力によるせん断力 

W 動水圧による層せん断力 
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3.2 評価部位 

保有水平耐力評価 

保有水平耐力評価は，建家各階を評価対象とする。保有水平耐力評価の概念図を

図 3-1に示す。 

 

 

図 3-1 保有水平耐力評価の概念図 

 

接地圧の評価 

接地圧の評価は，建家を支持する基礎地盤を評価対象とする。接地圧の評価の概

念図を図 3-2に示す。 

 

 

図 3-2 接地圧の評価の概念図 

 

 

 

 

波力により評価対象階に生じる層せん断力 

h T
 

h 

x 

H
 

w(x) 
 

受圧面 

波力方向 

評価対象階の保有水平耐力 

評価対象階 

▽基礎底面 

評価対象（基礎地盤） 

▽G.L.±0 m 

h T
 

地反力 

h 

h g
 

H
B
 

w＝ρo × hT 

波力 

建家総重量 
WB 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重 

① 津波による波力（PR） 

津波による波力については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の地表面から波力算

定用津波高さ h※1 までの高さを考慮して算定する。算定に当たっては，静水圧

及び動水圧の影響として水深係数α＝3.0※2を考慮する。 

 

② 津波浸水時の浮力（PQ） 

津波浸水時の浮力については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）における基礎底面

から浮力算定用津波高さh’※1までの高さを考慮して算定する。 

 

③ 津波浸水時の水圧（PW，PW′） 

津波浸水時の水圧については，高放射性廃液貯蔵場（HAW）における地表面か

ら浮力算定用津波高さh’※1までの高さによる静水圧（PW）及び動水圧（余震時）

（PW′）を考慮する。 

 

④ 余震による荷重（PE） 

余震による荷重として，別添 6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」の応答

値（加速度，せん断力，転倒モーメント，最大応答軸力）による慣性力を考慮

する。 

 

⑤ 漂流物衝突荷重（PP） 

津波漂流物防護柵をすり抜ける可能性がある漂流物として，防砂林（0.55 t

の流木）※3を想定する。流木は，津波漂流物防護柵への衝突等によりエネルギ

ーを失った後に，高放射性廃液貯蔵場(HAW)の建家外壁等に到達すると考えられ

る。このため，流木等が河川の橋脚に衝突する状況を想定した衝突力を評価す

る「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編，Ⅴ耐震設計編」（以下「道路橋示方書」

という。）の算定式に基づく荷重を考慮する。 

 

⑥ 風荷重 

風荷重については，建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338号）の規定に

基づき組合せを考慮しない。 

 

⑦ 積雪荷重 

積雪荷重については，建築基準法施行令（昭和 25年政令第 338号）の規定

に基づき特定行政庁が指定する区域に該当しないため考慮しない。 
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（2）荷重の組合せ 

荷重の組合せは,「耐津波設計に係る工認審査ガイド」を参考として,津波到達時

に生じる津波による波力と余震による荷重及び津波による波力と漂流物衝突荷重

の同時作用を考慮する。上記 2ケースに加えて，津波到達後，建家の周囲が浸水す

ることから，浸水時の浮力と余震による荷重及び水圧の同時作用を考慮する。 

表 3-2に荷重の組合せ，表 3-3に荷重算定条件を示す。 

 

① ケース 1（浮力+余震+水圧，PQ + PE + PW + PW′） 

津波到達後，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の周囲が浸水した状況において，余

震が発生することを想定する。外力として津波浸水時の浮力と静水圧，動水圧

（余震時）及び余震による慣性力を同時に作用させる。静水圧（PW）は，建家

両側から作用するため，保有水平耐力と接地圧の評価時は考慮しない。 

 

② ケース 2（波力+余震，PR + PE） 

津波到達時に，余震が発生することを想定する。外力として津波による波力

と余震による慣性力を同時に作用させる。地下水位による浮力を考慮する。 

 

③ ケース 3（波力+漂流物衝突荷重，PR + PP） 

津波到達時に，漂流物が衝突することを想定する。外力として津波による波

力と漂流物衝突荷重を同時に作用させる。地下水位による浮力を考慮する。 
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表 3-2 荷重の組合せ 

荷重の組合せ 

ケース 1 
（浮力+余震+水圧， 
 PQ + PE + Pw + Pw′） 
 
津波到達後，建家周囲が浸
水した状況において，余震
が発生することを想定す
る。 

 

ケース 2 
（波力+余震，PR + PE） 
 
津波到達時，余震が発生す
ることを想定する。 

 

ケース 3 
（波力+漂流物衝突荷重， 

PR + PP） 
 

津波到達時，漂流物が衝突
することを想定する。 

 

余震

高放射性廃液貯蔵場
（HAW）

浮力

基礎底面

▽浮力算定用津波高さ T.P.+13.6 m

▽地表面 T.P.+6.0 m

静水圧※

※静水圧は建家両側から作用するため，保有水平耐力と接地圧の評価時は考慮しない。

動水圧

基礎底面

▽波力算定用津波高さ T.P.+12.1 m

高放射性廃液貯蔵場
（HAW）

▽地表面 T.P.+6.0 m

余震

地表面
波力

地下水位による浮力

▽波力算定用津波高さ T.P.+12.1 m

基礎底面

高放射性廃液貯蔵場
（HAW）

▽地表面 T.P.+6.0 m

漂流物
衝突荷重

波力

地下水位による浮力
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表 3-3 荷重算定条件 

荷重の組合せ 評価項目 荷重算定条件 

ケース 1 
（浮力+余震+水圧， 
 PQ + PE + Pw + Pw′） 

建家の健全性 
（保有水平耐力） 

〇浮力 

浮力算定用津波高さ：T.P.+13.6 m※1 

海水の単位体積重量：10.1 kN/m3 

基礎地盤の支持性能
（接地圧） 

○余震（Sd-D） 

水平加速度（𝛼𝛼𝑆𝑆𝑆𝑆）：5.0 m/s2※4 

○水圧 

部材の健全性 
（建家外壁） 

浮力算定用津波高さ：T.P.+13.6 m※1 

水平震度（kh）：0.5※4 

ケース 2 
（波力+余震，PR + PE） 

建家の健全性 
（保有水平耐力） 

○波力 

波力算定用津波高さ：T.P.+12.1 m※1 

海水の単位体積重量：10.1 kN/m3 

基礎地盤の支持性能
（接地圧） 

○余震（Sd-D） 

水平加速度（𝛼𝛼𝑆𝑆𝑆𝑆）：5.0 m/s2※4 

部材の健全性 
（建家外壁） 

 

ケース 3 
（波力+漂流物衝突荷重， 

PR + PP） 

建家の健全性 
（保有水平耐力） 

○波力 

波力算定用津波高さ：T.P.+12.1 m※1 

海水の単位体積重量：10.1 kN/m3 

基礎地盤の支持性能
（接地圧） 

○漂流物 

代表漂流物：0.55 tの流木※3 

算定式：道路橋示方書 

部材の健全性 
（建家外壁） 

 P = 0.1 × W1 × V1 = 2.8 kN 

W1：流送物の重量 
（漂流物重量）5.4 kN 

V1：表面流速 5.2 m/s※1 

※1 別添 6-1-3-1「Ⅲ 入力津波の設定」 

浮力算定用津波高さ：入力津波の最高水位 

波力算定用津波高さ：進行波による津波高さ 

※2 津波避難ビル等の構造上の要件の解説（国総研資料第 673号，平成 24年） 

※3 船舶や車両等の大型の漂流物に対しては，津波漂流物防護柵の設置等の対策により捕捉

し，建家外壁への到達を防止する。流木や瓦礫等の比較的小型の漂流物は，建家外壁に

到達することを考慮する。別添 6-1-3-1「Ⅴ 漂流可能性のある漂流物の選定 3.2 津波

防護施設において考慮すべき代表漂流物」 

※4 別添 6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」  
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接地圧の評価の極限支持力度 

極限支持力度は，基礎地盤における平板載荷試験（「再処理施設に関する設計及

び工事の方法（その 25）」）に基づき長期許容支持力度80 tf/m2とし，「国土交通

省告示第 1113 号：平成 13 年 7 月 2 日（最終改訂 平成 19 年 9 月 告示第 1232

号）」に基づき 3倍して算定した。 

極限支持力度（σu）を表 3-6に示す。

表 3-6 極限支持力度 

評価項目 極限支持力度σu（kN/m2）

接地圧 2350 
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建家外壁の短期許容応力 

建家外壁の許容限界は「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説」に基づき算定

する。 

短期許容曲げモーメント（Ma）及び短期許容せん断力（QAS）の算定式を以下に

示す。 

Ma = 𝑎𝑎𝑡𝑡  𝑓𝑓𝑡𝑡 j

Ma ：短期許容曲げモーメント 

𝑎𝑎𝑡𝑡 ：既存断面の引張鉄筋断面積 

𝑓𝑓𝑡𝑡 ：引張鉄筋の短期許容引張応力度 

j ：応力中心間距離（7/8d） 

d ：部材の有効せい 

d = T − 𝑑𝑑𝑡𝑡
T ：鉄筋コンクリート外壁の壁厚 

𝑑𝑑𝑡𝑡 ：引張縁から引張鉄筋重心までの距離 

QAS = 𝑏𝑏𝑏𝑏 �
2
3
𝛼𝛼′𝑓𝑓𝑠𝑠 + 0.5 𝑓𝑓𝑤𝑤 𝑡𝑡(𝑝𝑝𝑤𝑤 − 0.002)�

ただし，𝛼𝛼′ =  � 4
𝑀𝑀
𝑄𝑄𝑄𝑄+1

�  かつ �1 ≦ 𝛼𝛼′ ≦ 2 � 

QAS ：短期許容せん断力

𝑏𝑏 ：壁幅 

𝑓𝑓𝑠𝑠 ：コンクリートの短期許容せん断応力度 

𝑓𝑓𝑤𝑤 
𝑡𝑡 ：せん断補強筋の短期許容引張応力度 

𝑝𝑝𝑤𝑤 ：せん断補強筋比 

𝛼𝛼′ ：せん断スパン比M/(Q ∙ d)による割増係数

M ：建家外壁に生じる曲げモーメント 

Q ：建家外壁に生じるせん断力 
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3.5 評価方法 

保有水平耐力評価 

各荷重の組合せによる層せん断力を算定し，既往の設計及び工事の方法の認可「再

処理施設に関する設計及び工事の方法（その 25）」に基づく保有水平耐力（Qu）と

比較する。 

 

① ケース1（浮力+余震+水圧） 

 

a.余震による層せん断力 

余震による層せん断力は，別添 6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」に

おいて算定した，各階の最大応答せん断力を用いる。 

 

b.動水圧による層せん断力 

動水圧は道路橋示方書を参考として，ウエスタガードの補正式に基づいて

算定する。水平震度khは別添 6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」におい

て算定した，浮力算定用津波高さ以下の最大応答加速度（質点 4：

470 cm/s2）を保守的に 0.5とする。 

W = � P（z）dz
h′−H

0
 × B 

P（z） =
7
8
ρ0kh�h′ ∙ z 

W  ：動水圧による層せん断力 

P（z）：水深zにおける地震時動水圧 

𝜌𝜌0  ：海水の単位体積重量 

kh  ：水平震度 

h′  ：浮力算定用津波高さ 

H  ：層せん断力を算定する下端の高さ 

z  ：水面からの浸水深 

B  ：建家幅（NS評価時） 

※ EW評価時はL：建家長さを用いる。 
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② ケース2（波力+余震）

余震による層せん断力は「①ケース 1（浮力+余震+水圧）a. 余震による層せ

ん断力」と同様に用いる。 

a. 波力による層せん断力

波力による層せん断力（R）は，「津波避難ビル等の構造上の要件の解説

（国総研資料第673号，平成24年）」により算定する。 

算定の考え方を図3-4に示す。 

R = � w（x） × B（x）dx
hT

H

R   ：波力による層せん断力 

hT ：水深係数（α）× 波力算定用津波高さ（h）

H   ：層せん断力を算定する対象階の下端の高さ 

（地震応答解析モデルの質点高さに合わせる） 

x   ：G.L.±0 mからの高さ 

w（x）：G.L.±0 mからの高さxの位置での波圧

w（x） = ρ𝑜𝑜（hT − x）

B（x）：G.L.±0 m からの高さxの位置での受圧面の幅

図 3-4 波力による層せん断力算定の考え方 

波力により評価対象階に生じる層せん断力

h T
 

h 

x 

H
 

w(x)

受圧面

波力方向

評価対象階の保有水平耐力

評価対象階
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③ ケース3（波力+漂流物衝突荷重） 

波力による層せん断力は「②ケース2（波力+余震）a.波力による層せん断

力」と同様に算定する。 

 

a. 漂流物衝突荷重による層せん断力 

漂流物衝突荷重は，「道路橋示方書」により算定する。 

P = 0.1 × W1 × V1 
P ：漂流物衝突荷重 

W1 ：流送物の重量（漂流物重量） 

V1 ：表面流速 

 

漂流物衝突荷重は，保守的に全ての階に作用させ，層せん断力を算定する。 
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接地圧の評価 

接地圧の評価は，各荷重の組合せによる接地圧（σ）を算定し，極限支持力度（σu）
と比較する。 

接地圧は下式により算定する。 

σ =  A・F/（B・L）  

σ   ：接地圧 

B   ：建家幅 

L   ：建家長さ 

F   ：地反力 

A   ：接地圧係数 

偏心率 e/L が 1/6 以下の場合（e/L ≦ 1/6） 
A =  1 +  6e/L 

偏心率 e/L が 1/6 より大きい場合（e/L > 1/6） 

A =  2/{3 × （0.5 –  e/L）} 

e   ：偏心距離 
 

① ケース1（浮力+余震+水圧） 

余震による荷重は，別添 6-1-3-2「Ⅱ 余震による地震応答解析」において

算定した，転倒モーメント及び最大応答軸力を用いる。余震の水平慣性力と鉛

直慣性力は組合せ係数法に従い，水平 1.0，鉛直 0.4で組み合わせる。鉛直力

に対しては，上向きに作用した場合と下向きに作用した場合について検討す

る。 

浸水時の動水圧による集中荷重は，道路橋示方書のウエスタガードの補正式

に基づいて算定する。 

算定の考え方を図 3-5に示す。 

 

e =  （Mv′+  Mv）/F 

Mv  ：余震による転倒モーメント 

Mv′ ：浸水時の動水圧による転倒モーメント 

F   ：地反力 
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Mv′ =  Pv′・（2/5・h′ + hg）  

Pv′    =
7

12
ρ0khh′× B※ 

Pv′ ：浸水時の動水圧による集中荷重 

ρ0 ：海水の単位体積重量 

kh ：水平震度 

h′ ：浮力算定用津波高さ 

hg ：G.L.±0 mから基礎底面までの距離 

B ：建家幅（NS 評価時） 

※ EW 評価時は L：建家長さを用いる。 

 

地反力Fの算定式 

上向き：水平 – 0.4 × 鉛直の地反力計算 
F =  W𝐵𝐵  –  Qz –  0.4 × Fu 

下向き：水平 +  0.4 × 鉛直の地反力計算 
F =  W𝐵𝐵  –  Qz +  0.4 × Fu 

W𝐵𝐵    ：建家総重量 

Qz   ：浮力（津波浸水時） 

Fu   ：最大応答軸力 

 

 

図 3-5 接地圧の評価：ケース 1（浮力+余震+水圧）の考え方 

  

h g
 

地反力 
最大応答軸力𝐹𝐹u 

▽G.L.±0 m 

▽基礎底面 

h′
 

動水圧 

建家総重量W𝐵𝐵 

浮力Qz 

転倒モーメント 
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② ケース2（波力+余震） 

余震による転倒モーメント，最大応答軸力及び水平慣性力と鉛直慣性力の組

合せ係数法はケース 1（浮力+余震+水圧）と同様に考慮する。 

地下水位による浮力を考慮し，波力と余震は，保守的に同じ方向に作用する

ものとする。 

算定の考え方を図 3-6に示す。 

 

e =  （Mt +  Mv）/F 

Mv   ：余震による転倒モーメント  

Mt   ：波力による転倒モーメント 

F     ：地反力 

Mt =  P′・（hT/3 + hg）  

hT/3  ：波力の作用位置 

P′      ：波力による集中荷重 

P′ = w・B・hT/2 

w   ：波圧 

w =  ρo ∙ hT 

地反力Fの算定式 

上向き：水平 – 0.4 × 鉛直の地反力計算 
F =  W𝐵𝐵  –  Qz –  0.4 × Fu 

下向き：水平 +  0.4 × 鉛直の地反力計算 
F =  W𝐵𝐵  –  Qz +  0.4 × Fu 

WB  ：建家総重量 

Qz   ：浮力（地下水位） 

Fu   ：最大応答軸力 
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図 3-6 接地圧の評価：ケース 2（波力+余震）の考え方 
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③ ケース3（波力+漂流物衝突荷重）

波力による転倒モーメント及び地下水位による浮力はケース 2（波力+余震）

と同様に考慮する。 

漂流物衝突荷重は，保守的に津波と同じ方向に作用するものとし，衝突する

箇所（荷重が作用する箇所）は，対象とする建家の最上階位置に作用するもの

と仮定する。 

算定の考え方を図 3-7に示す。 

e =  （Mt + Mt′）/F 

Mt  ：波力による転倒モーメント 

Mt′：漂流物衝突荷重による転倒モーメント 

Mt′  =  P・HB 

P   ：漂流物衝突荷重 

HB ：建家全高 

F   ：地反力 
地反力 F の算定式

F =  W𝐵𝐵  –  Qz 

WB ：建家総重量 

Qz  ：浮力（地下水位） 

図 3-7 接地圧の評価：ケース 3（波力＋漂流物衝突荷重）の考え方 
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▽G.L.±0 m

H
B 

h g
 

▽基礎底面

地反力

浮力𝑄𝑄𝑧𝑧 

▽地下水位 G.L. -2.9 m
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建家外壁の健全性評価 

建家外壁は上下階のスラブで拘束されているため，両端固定の一方向版として検

討することとし，単位幅による評価を基本とする。 

各荷重の組合せに対して，対象とする建家外壁に生じる応力を算定し，短期許容

曲げモーメント（Ma）と，短期許容せん断力（QAS）との比較を行う。

① ケース1（浮力+余震+水圧）

a. 余震の慣性力による応力

余震の慣性力による応力は下式により算定する。 

余震による曲げモーメントMe′ 

Me′（中央） =
 𝑤𝑤3 ∙ 𝑙𝑙 2

24

Me′（下端） =
 𝑤𝑤3 ∙ 𝑙𝑙 2

12

余震によるせん断力 Qe’ 

Qe′ =  
𝑤𝑤3 ∙ 𝑙𝑙 

2

w3  ：余震による荷重 

w3  =  
ρ ∙ T ∙ α𝑆𝑆𝑆𝑆

𝑔𝑔

ρ ：鉄筋コンクリートの単位体積重量

T ：鉄筋コンクリート外壁の壁厚

α𝑆𝑆𝑆𝑆  ：最大応答加速度 

𝑙𝑙 ：壁高さ

𝑔𝑔 ：重力加速度
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b. 津波浸水時の静水圧による応力 

津波浸水時の静水圧による応力算定の考え方を図3-8に示す。台形分布

荷重を三角形分布荷重と等分布荷重の応力の足し合わせにより求める。算

定式を以下に示す。 

 
静水圧による曲げモーメントMW 

MW = Ms + Me 

Ms  ：三角形分布荷重による曲げモーメント 

Me  ：等分布荷重による曲げモーメント 
 

三角形分布荷重による曲げモーメント算定式 

Ms （中央） =  0.043𝑙𝑙 �ρ𝑜𝑜
𝑙𝑙2

2
� 

Ms （下端） =  
𝑙𝑙

10
�ρo

𝑙𝑙2

2
� 

 

等分布荷重による曲げモーメント算定式 

Me （中央） =  ρo(h′ − h1)
𝑙𝑙2

24
 

Me （下端） =  ρo(h′ − h1)
𝑙𝑙2

12
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c. 津波浸水時の動水圧による応力

津波浸水時の動水圧による応力算定の考え方を図3-9に示す。算定式を

以下に示す。 

動水圧による曲げモーメントMW′

MW′ = Ms′ + Me

Ms′ ：平方根分布荷重による曲げモーメント

Me′ ：等分布荷重による曲げモーメント

平方根分布荷重による曲げモーメント算定式 

Ms′（中央） = 2・P1・h3 2・（𝑙𝑙 − h3）
2

/𝑙𝑙3

Ms′（下端） = P1・h3・（𝑙𝑙 − h3）
2

/𝑙𝑙2

Ms′（中央）：中央の平方根分布荷重による曲げモーメント 

Ms′（下端）：下端の平方根分布荷重による曲げモーメント

P1 =
7
8

 ρ0 kh �h′× � （√z −�h′ − h1）dz
h′−h2

h′−h1

P1 ：平方根分布の合力 

𝑙𝑙    ：壁高さ 

h3  ：h2から平方根分布荷重の重心位置までの高さ

（𝑙𝑙 = 3.99 mの場合， h3 = 1.37 m）

（𝑙𝑙 = 4.19 mの場合， h3 = 1.44 m）

ρo ：海水の単位体積重量 

kh ：水平震度 

h′ ：浮力算定用津波高さ 

h2 ：G.L.±0 mから対象階の床面上端までの高さ 

z ：水面からの浸水深 

h1 ：G.L.±0 mから上階のスラブ下端までの高さ 

等分布荷重による曲げモーメント算定式 

Me（中央） =
7
8

 ρ0 kh �h′・（h′ − ℎ1） ×
𝑙𝑙2

24

Me（下端） =
7
8

 ρ0 kh �h′・（h′ − ℎ1） ×
𝑙𝑙2

12
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② ケース2（波力+余震）

余震による応力は「①ケース１（浮力+余震+水圧）a. 余震の慣性力による

応力」と同様に算定する。 

a. 波力による応力

波力による曲げモーメント及びせん断力の算定の考え方を，図3-10に示

す。台形分布荷重を，三角形分布荷重と等分布荷重の応力の足し合わせに

より求める。算定式を以下に示す。 

波力による曲げモーメントMR

MR = Ms + Me

Ms  ：三角形分布荷重による曲げモーメント

Me  ：等分布荷重による曲げモーメント

三角形分布荷重による曲げモーメント算定式 

Ms （中央） =  0.043𝑙𝑙 �ρo
𝑙𝑙2

2
�

Ms （下端） =  
𝑙𝑙

10
�ρo

𝑙𝑙2

2
�

等分布荷重による曲げモーメント算定式 

Me （中央） =  ρo(hT − h1)
𝑙𝑙2

24

Me （下端） =  ρo(hT − h1)
𝑙𝑙2

12
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③ ケース3（波力＋漂流物衝突荷重）

波力による応力は「②ケース 2（波力+余震）a.波力による応力」と同様に算定

する。 

a. 漂流物の衝突による応力

漂流物衝突荷重の作用位置は，検討内容に応じて保守的となるように設

定する。 

図3-11に漂流物衝突荷重の作用位置設定の考え方を示す。 

漂流物衝突荷重は，部材端部の曲げ検討時には部材下端部から壁高さの

1/3の位置に，部材中央の曲げ検討時には中央に作用させる。 

せん断検討時には，対象部材の端部に作用させる。 

図 3-11 漂流物衝突荷重の作用位置設定の考え方 

漂流物衝突荷重よる応力は下式により算定する。 

漂流物衝突荷重による曲げモーメント Mp

Mp（下端） =  
4P𝑙𝑙
27

Mp（中央） =  
P𝑙𝑙
8

P  ：漂流物衝突荷重

𝑙𝑙  ：壁高さ

漂流物衝突荷重によるせん断力 Qp 
Qp =  P 

𝑙𝑙
3

2𝑙𝑙
3

端部の曲げ 

検討時 

Mp

漂流物衝突荷重：P

中央の曲げ 

検討時 

𝑙𝑙
2

𝑙𝑙
2

Mp

漂流物衝突荷重：P

せん断 

検討時 

Qp

𝑙𝑙 
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接地圧 

ケース 1（浮力＋余震＋水圧）に対する接地圧の評価結果を表 5-2，表 5-3に示

す。 

浮力と余震及び水圧による転倒モーメントが作用した場合に発生する接地圧は極限

支持力度以下であることを確認した。 

 

表 5-2 接地圧評価結果（上向き 0.4×鉛直） 

ケース 1（浮力＋余震＋水圧） 

 

表 5-3 接地圧評価結果（下向き 0.4×鉛直） 

ケース 1（浮力＋余震＋水圧） 

 

  

評価項目 
極限支持力度 

σ𝑢𝑢 
（kN/m2） 

転倒方向 
接地圧 
σ 

（kN/m2） 

検定比 
σ/σ𝑢𝑢 

接地圧 2350 
NS 561 0.24 

EW 592 0.26 

評価項目 
極限支持力度 

σ𝑢𝑢 
（kN/m2） 

転倒方向 
接地圧 
σ 

（kN/m2） 

検定比 
σ/σ𝑢𝑢 

接地圧 2350 
NS 503 0.22 

EW 514 0.22 
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接地圧 

ケース 2（波力＋余震）に対する接地圧の評価結果を表 5-6，表 5-7に示す。 

波力と余震による転倒モーメントが作用した場合に発生する接地圧は極限支持力

度以下であることを確認した。 

 

表 5-6 建家の接地圧に関する評価結果（上向き 0.4×鉛直） 

ケース 2（波力＋余震） 

 

表 5-7 建家の接地圧に関する評価結果（下向き 0.4×鉛直） 

ケース 2（波力＋余震） 

 

  

評価項目 
極限支持力度

σ𝑢𝑢 
（kN/m2） 

方向 
接地圧 
σ 

（kN/m2） 

検定比 
σ/σ𝑢𝑢 

接地圧 2350 
NS 650 0.28 

EW 679 0.29 

評価項目 
極限支持力度

σ𝑢𝑢 
（kN/m2） 

方向 
接地圧 
σ 

（ kN/m2） 

検定比 
σ/σ𝑢𝑢 

接地圧 2350 
NS 681 0.29 

EW 701 0.30 
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Ⅲ-2 設計津波に対する浸水防止設備（浸水防止扉）の強度評価 

 

1．概要 

本資料は，別添 6-1-3-2「I 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の津波防護に関する施設の

設計方針 2. 設計の基本方針」に基づき，高放射性廃液貯蔵場(HAW)の扉及びシャッタ

ー部の構造強度評価に関する方針について説明し，今後の強度評価に資するものであ

る。 

「耐津波設計に係る工認審査ガイド」において，「津波が流入する可能性について検討

した上で，流入の可能性のある経路（扉，開口部，貫通部等） を特定し，それらに対して浸

水対策を施すこと。」とあり，高放射性廃液貯蔵場（HAW）の浸水防止扉に対して設計津波

による強度評価を行う。 

 

2. 扉及びシャッター部 

高放射性廃液貯蔵場(HAW)外壁の扉及びシャッター部には，緊急安全対策として

T.P.+14.4 m の範囲で浸水防止扉を設置しており，1 階に 3 箇所，3 階に 2 箇所の計 5 箇

所に設置している。 

これらの浸水防止扉の設置状態を図 2-1 に示す。高放射性廃液貯蔵場(HAW)に設置

している浸水防止扉は T.P.+14.4 m までの浸水を想定し，最大浸水深の３倍の水圧が浸

水防止扉に作用するものとして設計・施工している。これら浸水防止扉は東日本大震災直

後の緊急安全対策（「原子力発電所の外部電源の信頼性確保について」 平成 23・04・15

原院発第 3 号）の一つとして設置されたものであるが，令和 2 年 2 月に廃止措置計画用設

計地震動及び設計津波が認可されたことに伴い，その他の津波に対する防護施設の設計

と併せ，設計地震動及び設計津波に対する適合性評価を行う計画である。 

 

3. 評価の考え方 

設計津波の浸水防止設備（浸水防止扉）については，廃止措置計画用設計地震動によ

る地震力に対して浸水防止機能が十分に保持できるよう設計する。また，設計津波の遡上

波による浸水時及び冠水後の波圧等に対する耐性等を確認し，入力津波に対して浸水防

止機能が十分に保持できることを評価する。 

以下に浸水防止設備について荷重の組合せ，荷重の設定及び許容限界について考え

方を示す。 

ａ．荷重の組合せ 

常時荷重，津波荷重及び地震荷重を適切に組合せる。 

風荷重は，竜巻による風荷重又は竜巻以外の風荷重として「建築基準法（建設告

示第 1454 号）」に基づく立地地域（東海村）の基準風速による風荷重を考慮する。 

・常時荷重＋地震荷重 



6-1-3-2-124 

・常時荷重＋津波荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋余震荷重 

・常時荷重＋津波荷重＋漂流物衝突荷重 

 

ｂ．荷重の設定 

・常時荷重 

自重等を考慮する。 

・地震荷重 

設計用地震動Ｓｓを考慮する。 

・津波荷重 

各設備の荷重水位を考慮する。 

・余震荷重 

Ｓｄ－Ｄ(廃止措置計画用設計地震動の応答スペクトル比率を 0.5 倍として設

定)を考慮する。 

・漂流物衝突荷重 

流木等の比較的小型の漂流物は建家外壁に到達することを考慮する。 

 

ｃ．許容限界 

津波防護に対する機能限界保持として，津波後の再使用性や津波の繰り返し作用

を想定し，止水性の面も踏まえることにより，当該構造物全体の変形能力（終局耐力

時の変形）に対して十分な余裕を有し，浸水防止機能を保持することを確認する。 

 

4. 今後の対応 

これらの浸水防止扉は「原子力発電所の外部電源の信頼性確保について」 （平成 23・

04・15 原院発第 3 号）を受けて平成 26 年 3 月までに設置されたもので，T.P.+14.4 m の

浸水深の津波波力と 1000 cm/s2の水平地震動に耐えられるものとして設計されている。 

なお，令和 2 年 2 月に廃止措置計画用設計地震動及び設計津波が認可されたことに

伴い，今後，それらへの適合性評価を行う。 





添付資料 6-1-3-2-1 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家貫通部からの 

浸水の可能性について 







 

 

3.2 壁貫通部 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家外壁を貫通する配管等の施工状態について，現場調査

及び図書による確認結果を図2-2～図2-6に示す。 

 すべての壁貫通配管等において，モルタル及びシール材による止水措置が施されているこ

とを確認した。 

3.3 扉及びシャッター部 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）に設置している浸水防止扉は，T.P.+14.4 mまでの浸水を想

定し，最大浸水深の３倍の水圧が浸水防止扉に作用するものとして設計・施工している。 

 

4．トレンチ及び連絡管路の耐震性 

4.1 T21 トレンチ 

T21トレンチ（図3-1）は，高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家とガラス固化技術開発施設

(TVF)ガラス固化技術開発棟建家間の約30 mを結ぶ地下洞道であるため，設計用地震動に対

する応答について二次元FEMを用いて詳細な評価を実施し，耐震性を確認した（別添6-1-2-

3「建物・構築物及び機器・配管系の構造(耐震性)に関する説明書」参照）。 

 

4.2 連絡管路及び T15 トレンチ 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家と分離精製工場(MP)建家間を，それぞれ地上と地表面

付近の地下で結ぶ連絡管路（図3-2）及びT15トレンチ（図3-3）は鉄筋コンクリート構造でHAW

建家側に一体で取り付けられており，長さが約1.4 mと短い。そのため，地震時においては高放

射性廃液貯蔵場（HAW）建家と一体で振動することになり，高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家

と分離精製工場(MP)建家それぞれの建家振動挙動の違いによって分離精製工場(MP)建家に

衝突するおそれがある。そこで，設計地震動において生じる高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家

と分離精製工場(MP)建家の最大相対変位を時刻歴応答解析により評価した。評価において

は，各建家の地震時の変位の同時性を無視し，それぞれの建家の最大変位の絶対値を加算

して相対変位とすることで保守的な評価とした。 

その結果，表4-1に示すように設計地震動によって生じる建家間の最大相対変位（暫定値）

は連絡管路及びT15トレンチの分離精製工場(MP)建家取り付け位置に設けられているクリアラ

ンス以内であり，地震時に連絡管路及びT15トレンチが分離精製工場(MP)建家躯体に衝突し

て損傷することはないことを確認した。 

 

5．貫通部等の点検 

 5.1 トレンチ等の点検（図 5-1，図 5-2，図 5-3 参照） 

津波襲来時における，トレンチ等と接するセル壁及び建屋内壁等の健全性を令和 2 年 5 月
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末までに確認する（確認結果については，令和２年７月末までに示す）。 

    評価として 

①トレンチ等と接する高放射性廃液貯蔵場（HAW）セル壁の健全性評価（最大浸水深にお

いてセル壁が水圧に耐えることの確認） 

②トレンチ等と接する高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家内壁の健全性評価（最大浸水深に

おいてトレンチ等の内壁が水圧に耐えることの確認） 

③トレンチ等の内部の 2 重管（T15，連絡管路）の健全性評価（最大浸水深において 2 重管

が水圧に耐えることの確認） 

 5.2 トレンチ等を除く壁貫通配管等の点検 

トレンチ等を除く壁貫通配管等に対して以下の点検・評価を実施した。 

①高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家外壁貫通部の健全性評価（津波波力が作用する外壁

の壁貫通部のシール材等が波力に耐えることを確認） 

 ・シール材の水圧試験(令和 2 年 3 月実施)の実施状況を図 5-4 に示す。 

    津波波力を上回る 0.5 MPa の水圧をかけても，シール材からの漏れのないことを確

認した。 

・モルタルの水圧試験（令和 2 年 5 月実施）の実施状況を図 5-5 に示す。 

    津波波力を上回る 0.5 MPa の水圧をかけても，モルタル材からの漏れのないことを

確認した。 

なお，トレンチ等の構造上，建家内に浸水することは考えにくいが，建家内に浸水した場合の影

響については別紙 6-1-3-2-1-1 に示す。 
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建家内へ浸水した場合の影響について 

トレンチ等の構造上，建家内に浸水することは考えにくいが，浸水した場合の影響について以

下の通り検討した。 

（1）T21 トレンチ

T21 トレンチは高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家外壁との接合部があることから，仮に当該

部が損傷し隙間が生じた際の浸水経路及び浸水量を図1(1/3)に示す。当該部が損傷しひび

割れが生じた際は，1階の廊下から最終的に地下ピット（2重スラブ含む）に流入する。流入が

継続し地下ピット（2 重スラブ含む）が満水になれば，地下 1 階の廊下に溢れ，セル入気口の

高さまで水位が上昇した場合は，セル内に流入することとなるが，浸水量は，境界部に 5 ㎜

のひび割れが発生した場合を想定すると，約 300 m3でありセル内に流入することはない。 

（2）連絡管路

連絡管路は高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家外壁と一体構造であり接合部がないが，仮に

高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家外壁との境界部が損傷し隙間が生じた際の浸水の影響に

ついて図 1(2/3)に示す。連絡管路と高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家外壁にひび割れが生

じた際は，2階の廊下及び 1階の廊下から最終的に地下ピット（2重スラブ含む）に流入する。

流入が継続し地下ピット（2 重スラブ含む）が満水になれば，地下 1 階の廊下に溢れ，セル入

気口の高さまで水位が上昇した場合セル内に流入することとなるが，浸水量は，周方向に

T21 トレンチと同等のひび割れが発生した場合を想定すると，約 140 m3 でありセル内に流入

することはない。また，仮に 2 重管に浸水した際は，ドレン配管を通ってセル内に設置してい

る水封槽に入り，中間貯槽へ流入する。 

（3）T15 トレンチ

T15 トレンチは高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家外壁と一体構造であり接合部がないが，

仮に高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家外壁との境界部が損傷し隙間が生じた際の浸水の影

響について図 1(3/3)に示す。トレンチと高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家外壁の境界部にひ

び割れが生じた際は，1 階の廊下から最終的に地下ピット（2 重スラブ含む）に流入する。流

入が継続し地下ピット（2 重スラブ含む）が満水になれば，地下 1 階の廊下に溢れ，セル入気

口の高さまで水位が上昇した場合セル内に流入することとなるが，浸水量は，T21 トレンチと

同等のひび割れが発生した場合を想定すると，約 220 m3 でありセル内に流入することはな

い。また，仮に 2重管に浸水した際は，分離精製工場(MP)側のセル内のドリップトレイに流入

することから，高放射性廃液貯蔵場(HAW)建家への影響はない。

別紙 6-1-3-2-1-1 
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（4）トレンチ等を除く壁貫通配管等 

 トレンチ等を除く壁貫通配管等は止水処置がなされているが，仮に止水処置部が損傷し隙

間が生じた際の浸水の影響について図 2に示す。貫通部の外径が最も大きく，高さが低い箇

所（図 4 No.3 制御ケーブル電線管）から浸水した際は，1 階の廊下及び 2 階の廊下から最終

的に地下ピット（2 重スラブ含む）に集約されることとなるが，浸水量は約 21 ｍ3 でありセル内

に流入することはない。 

 

建家内に流入した水については，中型送水ポンプ又はエンジン付きポンプを使用し回収

することができる。また，仮にセル内に流入した場合でもエンジン付きポンプを使用し回収で

きる。排水方法については図 3 に示す。 

なお，浸水した場合の排水作業については，継続的な訓練を行い，事故対処設備での対

応が確実にできることを確認していく。 
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屋外監視カメラについて 
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屋外監視カメラについて 

 

 

１．概要 

再処理施設への津波の襲来状況等を把握するため，繰り返しの襲来を察知し，津波防護施設

及び浸水防止設備の機能，敷地東側の沿岸域並びに敷地内外の状況を監視するために，津波

監視設備として，屋外監視カメラを設計津波の影響を受けにくい分離精製工場の屋上に設置し

ている（図-１）。当該監視カメラの機能等について規制要求と比較し，要求を満たすための対応

について整理した。 

 

２．屋外監視カメラの設備構造及び運用 

現在運用している屋外監視カメラは，赤外線カメラと可視光カメラを登載した屋外防水防塵構

造のデュアルカメラであり（表-１），カメラの左右旋回（360度），上下旋回（水平±90度）及びズー

ム（2倍，4倍）の操作が可能であり，屋外における津波等の災害の状況を把握することができる。

また，カメラの操作は分離精製工場の中央制御室にて行い，カメラ映像は分離精製工場の中央

制御室と現場指揮所の監視パソコンにおいて確認することができる。 

全交流電源喪失時には無停電電源装置，カセットボンベ式のポータブル発電機を用いて屋外

監視カメラ及び監視パソコンに給電し，プルトニウム転換技術開発施設の管理棟駐車場に設置

している可搬型発電機が使用できる場合は当該発電機から給電することが可能であり，停電時

の運用が可能である。 

また，機能維持のため，定期点検の実施（外観目視，作動確認を毎月実施）及び予備品の確

保を行っている。 

 

３．屋外監視カメラの現状と規制要求の整理 

   「耐震設計に係る工認審査ガイド」，「耐津波設計に係る工認審査ガイド」及び「基準津波及び

耐津波設計方針に係る審査ガイド」が屋外監視カメラに要求している事項と，再処理施設の屋外

監視カメラの現状を整理した（表-２）。 

 

４. まとめ 

   現在運用している屋外監視カメラについては，機能が維持できない場合には建家屋上から目

視で施設周辺を監視する代替措置により対応する。 

 

 







使用範囲など

動作温度範囲 －25度～＋55度

防塵性能 MIL標準810E

防水性能 IPx6

視野角 25°×20°

パーン（左右旋回） 連続 360°

チルト（上下旋回） 水平±90°

消費電力 25 W（最大50 W）

赤外線
カメラ

画像
夜間でも温度差に基づいたカ

ラー画像を表示

ズーム機能 デジタルズーム（×2倍、×4倍）

可視光
カメラ

画像
日中、微光環境下での白黒画像

を表示

ズーム機能 無

表１ 屋外監視カメラの主な仕様
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予
備
品

を
確
保
し
て
お
り
，
破
損
し
た
場
合
は
，
速

や
か
に
交
換
し
，
監
視
機
能
を
復
旧
さ
せ

る
。

P
C
に
つ
い
て
は
，
耐
衝
撃
性
能
等
を

考
慮
し
た
仕
様
と
し
て
改
善
す
る
。

遡
上
津
波
の
襲
来
の
状
況
が
確
認
で
き

な
い
場
合
，
建
家
屋
上
か
ら
人
の
目
視
な

ど
で
施
設
周
辺
を
監
視
す
る
。

基
準
津
波

及
び
耐
津

波
設
計
方

針
に
係
る

審
査
ガ
イ

ド

津
波
遡
上

解
析
結
果
に
基
づ
き
，
津
波
影
響
（
波

力
，
漂
流
物
の
衝
突
等
）
を
受
け
に
く
い
位
置
，
及
び

津
波
影
響
を
受
け
に
く
い
建
家
・
区
画
・
囲
い
等
の

内
部
に
設
置

さ
れ
る
こ
と
。

カ
メ
ラ
本
体
は
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
で
あ
る
分
離
精
製

工
場
の
屋
上
（
T

.P
.+
約

3
3
 m
）
に
，
監
視
モ
ニ
タ
は
分
離
精

製
工
場
の
中
央
制
御
室
（
T

.P
.+
約

2
0
 m
）
に
設
置
さ
れ
て

お
り
，
津
波
の
影
響
を
受
け
に
く
い
位
置
に
設
置
し
て
い
る
。

設
備
の
位
置
，
構
造
（
耐
水
性
を
含
む
）
，
地
震
荷

重
・
風
荷
重

等
の
組
み
合
わ
せ
を
考
慮
し
た
強
度
に

対
し
て
も
津
波
監
視
機
能
が
十
分
に
保
持
で
き
る
よ

う
設
計
す
る
こ
と
。

カ
メ
ラ
本
体

は
水
平
方
向

9
G
，
垂
直
方
向

1
5
G
の
耐

衝
撃

性
能
を
有
し
て
い
る
（
メ
ー
カ
カ
タ
ロ
グ
値
）
。

カ
メ
ラ
本
体

は
1
0
0
ノ
ッ
ト
（
1
8
5

km
/
h
）
の
風
に
耐
え
る
仕

様
で
あ
る
（
メ
ー
カ
カ
タ
ロ
グ
値
）
。

表
２

屋
外

監
視

カ
メ
ラ
の
現
状

と
規

制
要
求

の
整
理
結
果

※
廃

止
措

置
計

画
用

設
計

地
震
動
に
よ
る
地
震
力
や
廃
止
措
置
計
画
用
設
計

津
波
に
よ
る
波

圧
，
漂

流
物
の
衝

突
を
考

慮
し
た
場

合
に
お

い
て
も
倒

壊
し
な
い
見
通
し
で
あ
り
，
令
和

2
年

1
1月

ま
で
に
行
う
詳
細
評
価
に
お
い
て
十
分
な
構
造
強
度
を
有
す
る

こ
と
を
確

認
す

る
。

6-1-3-2-2-5
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別紙 6-1-3-2-2-1 

 

 

屋外監視カメラの監視機能維持の方法 

 

 

 

屋外監視カメラを構成する部品は，監視機能を維持するために，交換可能な設計

とするとともに，監視装置等と屋外監視カメラ本体とを直接接続可能な設計としており，

中央制御室に常駐する要員により構成部品の交換又は監視装置との接続操作は速

やかに行える。 

これらの操作は，設計津波の遡上波が敷地へ浸入するまでの時間を考慮し，要

員による対応が確実に実施できることを確認する。 

さらに，監視機能が維持できない場合には設計津波の遡上高さを上回る建家屋

上等から目視により施設周辺を監視する代替措置により対応することができることを

確認する。 

上記の対応については，令和２年 7 月までに実施する事故対処設備の有効性評

価に合わせて確認する。 

 

以上 



・
屋

外
監
視
カ
メ
ラ
本
体
は
，
水
平
方
向

9
 G
，
垂
直
方
向

1
5
 G
の
耐
衝
撃
性
能
を

有
し
て
い
る
。
屋
外
監
視
カ
メ
ラ
の
架
台
は
剛
構
造
で
あ
り
，

1
00

0
ガ
ル
相
当
の

地
震
動
に
耐
え
得
る
据
付
ボ
ル
ト
で
分
離
精
製
工
場
屋
上
に
固
定
し
て
い
る
。

・
分

離
精
製
工
場
建
家
は
，
設
計
地
震
動
に
よ
る
地
震
力
や
設
計
津
波
に
よ
る
波

圧
，
漂
流
物
の
衝
突
を
考
慮
し
た
場
合
に
お
い
て
も
倒
壊
し
な
い
見
通

し
で
あ
り

，
令
和

2
年

1
1
月

ま
で
に
行
う
詳
細
評
価
に
お
い
て
十
分
な
構
造

強
度
を
有
す
る

こ
と
を
確
認
す
る
。

・
屋

外
の
ケ
ー
ブ
ル
類
は
電
線
管
に
収
納
し
，
定
ピ
ッ
チ
ス
パ
ン
法
で
算
出
し
た
固

有
振
動
数

2
0
 H

z以
上
に
な
る
サ
ポ
ー
ト
間
隔

で
分
離
精
製
工
場
の
外
壁
に
固

定
し
て
い
る
。

分
離

精
製
工
場

屋
外
監
視
カ
メ
ラ

無
停
電

電
源
装
置

無
停
電

電
源
装
置

接 続 端 子

映 像 信 号

H
U

B

エ
ン
コ
ー
ダ

ポ
ー
タ
ブ
ル

発
電
機

ポ
ー
タ
ブ
ル

発
電
機

旧
P

C
D

F
管
理
棟
駐
車
場
の
可
搬
型
発
電
機
か
ら
給
電

無
線
ア
ン
テ
ナ
（
現
場
指
揮
所
へ
伝
送
）

ポ
ー
タ
ブ
ル

発
電
機

H
U

B

中
継
用

H
U

B
ボ
ッ
ク
ス

方
法
①
中
継
用

H
U

B
ボ
ッ
ク
ス
の

H
U

B
と
中
央
制
御
室
の

H
U

B
を
予
備
の

L
A

N
ケ

ー
ブ
ル
（
約

5
0
 m

）
で
接
続
す
る
こ
と
で
監
視
機
能
を
維
持
可
能
。

方
法
②
中
継
用

H
U

B
ボ
ッ
ク
ス
の
接
続
端
子
，

H
U

B
に
ポ
ー
タ
ブ
ル
発
電
機
（
屋

内
に
配
備
済
）
と
監
視
装
置
を
直
接
接
続
す
る
こ
と
で
，
監
視
機
能
を
維

持
可
能
。

方
法
③
屋
外
監
視
カ
メ
ラ
本
体
に
ポ
ー
タ
ブ
ル
発
電
機
と
，
監
視
装
置
，
電
源
装

置
，
エ
ン
コ
ー
ダ
を
直
接
接
続
す
る
こ
と
で
，
監
視
機
能
を
維
持
可
能
。

中
央
制
御
室
（
5
F
）

屋
外
監
視
カ
メ
ラ
の
構
成
と
監
視
機
能
維
持
の
方
法

屋
外
監
視
カ
メ
ラ
等
の
耐
震
性

：
監
視
機
能
維
持
の
方
法

凡
例

監
視
機
能
維
持
の
方
法

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

ユ
ニ
ッ
ト

屋
外
監
視

カ
メ
ラ
用

P
C

監
視
装
置
（
既
設
）

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

ユ
ニ
ッ
ト

H
U

B
予
備

ノ
ー
ト

P
C

監
視
装
置

T
.P

. 
2
0
.6

 m

6
F

7
F

屋
外
監
視

カ
メ
ラ
用

P
C

（
ノ
ー
ト

P
C
）

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

ユ
ニ
ッ
ト

H
U

B

監
視
装
置
（
予
備
品
）LA

N
ケ
ー
ブ
ル

6-1-3-2-2-1-2

方
法

①
予
備
の

L
A

N
ケ
ー
ブ
ル
で

H
U

B
を
接
続
可
能

方
法

②
中
継
用

H
U

B
ボ
ッ
ク
ス
に
ポ
ー
タ
ブ
ル
発
電
機
と

監
視

装
置
を
直
接
接
続
可
能

方
法

③
屋
外
監

視
カ
メ
ラ
に

ポ
ー
タ
ブ
ル
発
電
機
、
監
視
装
置
、

電
源

装
置

、
エ
ン
コ
ー
ダ
を

直
接

接
続

可
能

コ
ン
ト
ロ
ー
ル

ユ
ニ
ッ
ト

H
U

B
予
備

ノ
ー
ト

P
C

監
視
装
置

電
源

装
置ポ
ー
タ
ブ
ル

発
電
機

電
源
装
置

エ
ン
コ
ー
ダ
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）の外壁の補強について 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW）の外壁の補強について 

 

１．概要 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の建家１階にはシャッターと扉による開口部（以下「開口部」とい

う。）があり，開口部の外側には浸水防止扉が設置されている（別紙 6-1-3-2-3-1参照）。 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）1階南面開口部周辺の外壁は，浸水防止扉に加わる津波波力

を負担することから応力が部材耐力を超えるため補強対策を行う（別紙 6-1-3-2-3-2参照）＊。

補強に当たっては，外壁外側はスライド式浸水防止扉と干渉するため，内側にコンクリートの増し

打ち補強を行う補強設計を進めており，令和2年7月に申請を予定している（別紙 6-1-3-2-3-3

参照）。 

＊当該箇所を除くその他の外壁については，津波波力に対し部材耐力を超過せず，補強を要

さない 

 

２．開口部周辺の補強の考え方（別紙 6-1-3-2-3-4参照） 

津波の波力による応力は下部で大きくなるため，これまでの概略検討では下部の補強が必要

となっている。 

現在，実施中の補強設計では，既存躯体との一体性を確保するため，開口部周辺の外壁全

面を補強範囲とし，既存躯体にあと施工アンカーを打設し，増打ち壁と連結する計画である。 

 

 





廃
止

措
置

計
画

用
設

計
津

波
に

よ
る

波
力

＋
余

震
に

対
し

て
補

強
が

必
要

な
高

放
射

性
廃

液
貯

蔵
場

（H
A

W
）
の

外
壁

面
に

つ
い

て

評
価

対
象

外
壁

照
査

項
目

外
壁

の
短

期
許

容
応

力
に

対
す

る
津

波
波

力
＋

余
震

に
よ

る
荷

重
の

検
定

比
*
1

開
口

壁
(南

側
[高

台
側

])

曲
げ

1
.6

4

せ
ん

断
2
.1

4

無
開

口
壁

(東
側

[海
側

])

曲
げ

0
.8

4

せ
ん

断
0
.5

8

開
口

壁
(北

側
[新

川
側

])

曲
げ

0
.8

9

せ
ん

断
0
.8

3

無
開

口
壁

(西
側

[陸
地

側
])

曲
げ

0
.8

4

せ
ん

断
0
.5

8

項
目

条
件

波
力

算
定

用
津

波
高

さ
T

.P
.+

1
2
.1

 m

水
深

係
数

3

余
震

S
d
=
1
/
2
S
s

外
壁

の
評

価
基

準
短

期
許

容
応

力

表
1
 評

価
条

件

表
2
 評

価
結

果

*1
小
数
点
第
三
位
を
切
上
げ

•
廃

止
措

置
計

画
用

設
計

津
波

を
基

に
評

価
し

た
高

放
射

性
廃

液
貯

蔵
場

（
H

A
W

）の
波

力
算

定
用

津
波

高
さ

は
T

.P
.+

1
2
.1

 m
。

•
高

放
射

性
廃

液
貯

蔵
場

（
H

A
W

）
の

外
壁

に
作

用
す

る
津

波
波

力
（水

深
係

数
3）

に
余

震
を

重
畳

さ
せ

た
場

合
の

荷
重

と
外

壁
の

短
期

許
容

応
力

の
検

定
比

を
評

価
し

た
（
表

1
，

2
）。

•
2
箇

所
の

開
口

部
（
浸

水
防

止
扉

）
を

有
す

る
外

壁
(南

側
)は

，
津

波
波

力
と

余
震

に
よ

る
荷

重
が

、
短

期
許

容
応

力
を

上
回

る
た

め
，

開
口

部
周

辺
の

補
強

を
行

い
高

放
射

性
廃

液
貯

蔵
場

（
H

A
W

）
建

家
内

へ
の

浸
水

を
防

止
す

る
。

(詳
細
は
次
頁
参
照

)

別
紙

6
-
1
-
3-

2-
3
-2
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短
期

許
容

曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
の

算
出

式
※

1
短

期
許

容
せ

ん
断

力
の

算
出

式
※

2

𝑄𝑄 𝐴𝐴
𝐴𝐴

=
𝑏𝑏𝑏𝑏

2 3
𝛼𝛼𝑓𝑓

𝑠𝑠
+

0.
5 𝑤𝑤
𝑓𝑓 𝑡𝑡

𝑝𝑝 𝑤𝑤
−

0.
00

2
た

だ
し

、

𝛼𝛼
=

4
𝑀𝑀 𝑄𝑄
𝑄𝑄
+
1

か
つ

1
≦
𝛼𝛼
≦

2

柱
は

1
≦
𝛼𝛼
≦

1
.5

𝑝𝑝 𝑤𝑤
の

値
が

1
.2

%
を

超
え

る
場

合
は

，
1
.2

%と
し

て
許

容
せ

ん
断

力
を

計
算

す
る

。

𝑀𝑀
=
𝑎𝑎 𝑡𝑡
𝑓𝑓 𝑡𝑡
𝑏𝑏

𝑀𝑀
：
短

期
許

容
曲

げ
モ
ー
メ
ン
ト

[N
・
m

m
]

𝑎𝑎 𝑡𝑡
：
引

張
鉄

筋
断

面
積

[m
m

2
]

𝑓𝑓 𝑡𝑡
：
引

張
鉄

筋
の

許
容

引
張

応
力

度
[N

/
m

m
2
]

j
：
梁

の
応

力
中

心
距

離
で

、
(7

/
8
) 
d
 と

し
て

よ
い

部
材

の
有

効
せ

い
の

算
出

式

d
=
𝐷𝐷
−
𝑑𝑑 𝑡𝑡

d
：
部

材
の

有
効

せ
い

[m
m

]
𝐷𝐷

：
壁

厚
[m

m
]

𝑑𝑑 𝑡𝑡
：
引

張
縁

か
ら

引
張

鉄
筋

重
心

ま
で

の
距

離
[m

m
]

※
1
 出

典
：
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
構

造
計

算
規

準
・
同

解
説

20
1
8（

1
3.

1）
式

※
2
 出

典
：
鉄

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
構

造
計

算
規

準
・
同

解
説

20
1
8 

（
1
5
.3

）
式

𝑄𝑄 A
S：

短
期

許
容

せ
ん

断
力

[N
]

𝑏𝑏
：
壁

幅
[m

m
]

𝑏𝑏
：
応

力
中

心
間

距
離

[m
m

]
𝑓𝑓 𝑠𝑠

：
コ

ン
ク

リ
ー

ト
の

短
期

許
容

せ
ん

断
応

力
度

[N
/
m

m
2
]

𝑤𝑤
𝑓𝑓 𝑡𝑡

：
せ

ん
断

補
強

筋
の

短
期

許
容

引
張

応
力

度

[N
/
m

m
2
]

（
3
9
0
 N

/
m

m
2
を

超
え

る
場

合
は

3
9
0

N
/
m

m
2
と

し
て

許
容

せ
ん

断
力

を
計

算
す

る
）

𝑝𝑝 𝑤𝑤
：
せ

ん
断

補
強

筋
比

𝛼𝛼
：
せ

ん
断

ス
パ

ン
比

𝑀𝑀 𝑄𝑄
𝑄𝑄に

よ
る

割
増

係
数

𝑀𝑀
：
最

大
曲

げ
モ

ー
メ

ン
ト
[N

・
m

m
] 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

𝑄𝑄
：
最

大
せ

ん
断

力
[N

]
𝑑𝑑

：
部

材
の

有
効

せ
い
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1 

１．変更の概要 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法（平成 16 年法律第 155 号）附則第 18

条第 1 項に基づき、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第 44

条第 1 項の指定があったものとみなされた再処理施設について、平成 30 年 6 月 13

日付け原規規発第 1806132 号をもって認可を受け、令和 2 年 2 月 10 日付け原規規発

第 2002103 号をもって変更の認可を受けた核燃料サイクル工学研究所の再処理施設

の廃止措置計画について、変更認可の申請を行う。 

今回、高放射性廃液貯蔵場（HAW）は地盤の拘束効果により建物の接地率及び接地圧

の向上、配管トレンチ（T21）は躯体の曲げ及びせん断力に対する耐震性を向上させる

ことを目的として、周辺地盤を置換コンクリートにより改良する。 
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２．準拠すべき法令、基準及び規格 

 

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」 

（昭和 32 年法律第 166 号） 

「再処理施設の技術基準に関する規則」（令和 2 年原子力規制委員会規則第 9 号） 

「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」 

（平成 25 年 原子力規制委員会規則第 27 号） 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」 

（平成 25 年 原子力規制委員会規則第 5 号） 

「原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601）」（日本電気協会） 

「原子力発電所耐震設計技術規程（JEAC4601）」（日本電気協会） 

「日本産業規格（JIS）」 

「コンクリート標準示方書」（土木学会） 

「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震設計に関する安全性照査マニュアル」 

（平成４年９月 土木学会 原子力土木委員会）  

「原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル」 

（平成１７年６月 土木学会 原子力土木委員会） 
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３．設計の基本方針 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）は地盤の拘束効果により建物の接地率及び接地圧の向

上、配管トレンチ（T21）は躯体の曲げ及びせん断力に対する耐震性を向上させることを

目的として、周辺地盤を置換コンクリートにより改良する。  
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４．設計条件及び仕様 

 

（1）設計条件 

表-1  設計条件１ 

名     称 高放射性廃液貯蔵場（HAW）  

耐震重要度分類 
セル S クラス（旧 A 類） 

建家 B クラス（旧 B 類） 

構     造 鉄筋コンクリート造 

 

 

 

表-2  設計条件２ 

名     称 配管トレンチ（T21）  

耐震重要度分類 S クラス（旧 A 類） 

構     造 鉄筋コンクリート造 
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（2） 仕様 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ（T21）の耐震性向上のため、以下の施工を

行う。 

 

表-3 設計仕様 

名    称 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ（T21） 

仕    様 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）周辺地盤 

 置換コンクリート：普通コンクリート（JIS A 5308） 

          設計基準強度 18 N/mm2 

配管トレンチ（T21） 周辺地盤 

 置換コンクリート：普通コンクリート（JIS A 5308） 

          設計基準強度 18 N/mm2 

図 別図-1～別図-6 

  

 

表-4 置換コンクリート工の範囲 

対 象 底面（ｍ）※１,２ 上面（ｍ）※１ 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） T.P.±0.00 以深 T.P.＋4.00 以浅 

配管トレンチ（T21） T.P.＋0.70 以深 T.P.＋5.30 以浅 

※1：既設構造物の状況により、改良範囲が異なる場合がある。 

※2：砂質泥岩層（久米層）（以下「久米層」という。）の出現深度により、改良範囲が異な

る場合がある。 
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５．工事の方法 

（1） 工事の方法及び手順 

 本工事は、まず、地表面から、置換コンクリート底面深さである T.P.±0.00 m （配管

トレンチ（T21）周辺は T.P.+0.70 m）まで掘削する。掘削完了前に久米層が確認された

場合は、確認された深さで掘削を止める。掘削床に関して、基面整形を行った後、型枠

の組立て及び置換コンクリート上面深さである T.P.+4.00 m（配管トレンチ（T21）周辺

は T.P.+5.30 m）になるまでコンクリート打設を繰り返す（ただし、既設構造物がある場

合は改良深さが異なる場合がある。）。置換コンクリートの上面深さに達した後、地表面

まで埋め戻す。この工程を置換コンクリートの施工範囲が完了するまで繰り返す（ただ

し、既設構造物がある場合は改良範囲が異なる場合がある）。なお、ガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固化技術開発棟近傍の置換コンクリートの直下のみ、地表面から沖積

層の地盤補強を実施する。 

 本工事のフローを別図-7 に示す。また、本工事において実施する試験・検査項目、検

査方法、判定基準を以下に示す。 

１） 試験・検査項目 

 試験・検査は、工事の工程にしたがい、次の項目について実施する。 

①  強度検査 

方 法： 置換コンクリートの強度を圧縮強度試験により確認する。 

判 定： 置換コンクリートの圧縮強度の平均値が表-3 に示す設計基準強度の値以

上であり、かつ、個々の値が表-3 に示す設計基準強度の値の 85 %以上で

あること。 

 

②  寸法検査 1 

方 法： 置換コンクリートの底面深さを測定により確認する。ただし、久米層の

出現深度が表-4 より浅い場合には久米層を底面とする。久米層は地盤調

査時に採取した土質試料との比較により確認する。 

判 定： 置換コンクリートの底面深さが表-4 に示す範囲であること。ただし、久

米層の出現深度が表-4 より浅い場合には、地盤調査時に採取した土質試

料と同じ土質であることの確認結果を踏まえ、置換コンクリートの底面

を別図-3～別図-6 に示す久米層とする。 
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 寸法検査 2 

方 法： 置換コンクリートの上面深さを測定により確認する。 

判 定： 置換コンクリートの上面深さが表-4 に示す範囲であること。 

 

③  外観検査 

方 法： 置換コンクリートの範囲を目視により確認する。 

判 定： 置換コンクリートが別図-2 に示す範囲であること。 

 

 （2） 工事上の安全対策 

   本工事に際しては、以下の注意事項にしたがい行う。 

① 本工事の保安については、再処理施設保安規定に従うとともに、労働安全衛生法に従

い、作業者に係る労働災害の防止に努める。 

② 本工事においては、作業手順、装備、連絡体制等について十分に検討した上で、作業

を実施する。 

③ 本工事においては、ヘルメット、保護手袋等の保護具を作業の内容に応じて着用し、

災害防止に努める。 

④ 本工事における火気作業時は、近傍の可燃物を除去した上で実施する。ただし、可燃

物を除去できない場合は、不燃シートによる作業場所の養生等を行い、火災を防止す

る。 

⑤ 本工事における高所作業時は、墜落制止用器具等の保護具を着用し、災害防止に努め

る。 

⑥ 本工事における掘削作業時は、既設埋設物及び既設構築物を図面及び現地にて確認し、

既設埋設物及び既設構築物の損傷防止に努める。 

⑦ 本工事においては、高放射性廃液貯蔵場（HAW）、ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラ

ス固化技術開発棟、分離精製工場（MP）、リサイクル機器試験施設（RETF）リサイクル

機器試験棟、主排気筒、第二付属排気筒及び配管トレンチ等の躯体に対して損傷を与

えないよう、監視の強化、躯体近傍での重機の制限等を要領書等に定めて工事を行う。

なお、補修等の必要がある劣化等が確認された場合は、速やかに補修等の適切な対処

を行う。 
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⑧ 本工事においては、工事期間中も電源、冷却水供給等の事故対処ができるように、高

放射性廃液貯蔵場（HAW）へのアクセスに支障の無いよう仮設足場等、工事状況に応じ

て適切な措置を講じる。 

  



9 

６．工事の工程 

 

本申請に係る工事の工程を表-5 に示す。 

 

表-5 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ（T21）周辺の地盤改良工事工程表 

 
令和 2 年度 令和 3 年度 備 考 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）

及び配管トレンチ（T21）周

辺の地盤改良工事 

    

 工事 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（別図） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 















別図-7 置換コンクリート工事フロー図 

※1：ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟近傍の置換コンクリートの直下のみ
実施する

※2：置換コンクリートが表-4 の上面深度に達するまで繰り返す
※3：置換コンクリートの施工範囲が完了するまで繰り返す
※4：コンクリートの圧縮強度試験はトラックアジテータから採取した供試体を用いて実施する
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１．申請に係る「再処理施設の技術基準に関する規則」
との適合性 

 
 
 
 
 
 
 



1－1 

本申請に係る「再処理施設に関する設計及び工事の計画」は以下に示すとおり「再処理施設の

技術基準に関する規則」に掲げる技術上の基準に適合している。 

技 術 基 準 の 条 項 

評価の必要性の有無 

適 合 性 

有・無 項・号 

第一条 定義 － － － 

第二条 特殊な設計による再処理施設 無 － － 

第三条 
廃止措置中の再処理施設の維

持 
無 － － 

第四条 核燃料物質の臨界防止 無 － － 

第五条 安全機能を有する施設の地盤 無 － － 

第六条 地震による損傷の防止 有 第２項 別紙-1に示すとおり 

第七条 津波による損傷の防止 無 － － 

第八条 
外部からの衝撃による損傷防

止 
無 － － 

第九条 
再処理施設への人の不法な侵

入等の防止 
無 － － 

第十条 閉じ込めの機能 無 － － 

第十一条 火災等による損傷の防止 無 － － 

第十二条 
再処理施設内における 溢

いつ

水
による損傷の防止 

無 － － 

第十三条 
再処理施設内における化学薬

品の漏えいによる損傷の防止 
無 － － 

第十四条 安全避難通路等 無 － － 

第十五条 安全上重要な施設 無 － － 

第十六条 安全機能を有する施設 無 － － 

第十七条 材料及び構造 無 － － 

第十八条 搬送設備 無 － － 

第十九条 使用済燃料の貯蔵施設等 無 － － 

第二十条 計測制御系統施設 無 － － 

第二十一条 放射線管理施設 無 － － 

第二十二条 安全保護回路 無 － － 



1－2 

技 術 基 準 の 条 項 

評価の必要性の有無 

適 合 性 

有・無 項・号 

第二十三条 制御室等 無 － － 

第二十四条 廃棄施設 無 － － 

第二十五条 保管廃棄施設 無 － － 

第二十六条 
使用済燃料等による汚染の防

止 
無 － － 

第二十七条 遮蔽 無 － － 

第二十八条 換気設備 無 － － 

第二十九条 保安電源設備 無 － － 

第三十条 緊急時対策所 無 － － 

第三十一条 通信連絡設備 無 － － 

第三十二条 重大事故等対処施設の地盤 無 － － 

第三十三条 地震による損傷の防止 無 － － 

第三十四条 津波による損傷の防止 無 － － 

第三十五条 火災等による損傷の防止 無 － － 

第三十六条 重大事故等対処設備 有 
第 1項三号 

第 3項五号 
別紙-2に示すとおり 

第三十七条 材料及び構造 無 － － 

第三十八条 
臨界事故の拡大を防止するた

めの設備 
無 － － 

第三十九条 
冷却機能の喪失による蒸発乾

固に対処するための設備 
無 － － 

第四十条 

放射線分解により発生する水

素による爆発に対処するため

の設備 

無 － － 

第四十一条 
有機溶媒等による火災又は爆

発に対処するための設備 
無 － － 

第四十二条 
使用済燃料貯蔵槽の冷却等の

ための設備 
無 － － 

第四十三条 
放射性物質の漏えいに対処す

るための設備 
無 － － 

第四十四条 
工場等外への放射性物質等の

放出を抑制するための設備 
無 － － 



1－3 

技 術 基 準 の 条 項 

評価の必要性の有無 

適 合 性 

有・無 項・号 

第四十五条 
重大事故等への対処に必要と

なる水の供給設備 
無 － － 

第四十六条 電源設備 無 － － 

第四十七条 計装設備 無 － － 

第四十八条 制御室 無 － － 

第四十九条 監視測定設備 無 － － 

第五十条 緊急時対策所 無 － － 

第五十一条 
通信連絡を行うために必要な

設備 
無 － － 

第五十二条 電磁的記録媒体による手続 無 － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

1－4 

別紙－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本申請は、事業指定基準規則第七条第三項に規定する基準地震動による地震力

（廃止措置計画用設計地震動による地震力）に対して、耐震重要施設である高放

射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ（T21）の健全性を維持するために必要

となる耐力を確保するため、高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ

（T21）周辺地盤を置換コンクリートで改良するものである。 

  高放射性廃液貯蔵場（HAW）及び配管トレンチ（T21）については、周辺地盤改

良により、地震力に対してその安全機能が損なわれるおそれがない地盤とする。

耐震性の詳細については、別添 6-1-2-3「建物・構築物及び機器・配管系の構造

（耐震性）に関する説明書」による。 

 

 

 

 

第六条（地震による損傷の防止） 

 

安全機能を有する施設は、これに作用する地震力（事業指定基準規則第七条第二項

の規定により算定する地震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼすこ

とがないものでなければならない。 

 

２ 耐震重要施設（事業指定基準規則第六条第一項に規定する耐震重要施設をいう。

以下同じ。）は、基準地震動による地震力（事業指定基準規則第七条第三項に規定す

る基準地震動による地震力をいう。以下同じ。）に対してその安全性が損なわれるお

それがないものでなければならない。 

 

３ 耐震重要施設は、事業指定基準規則第七条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊

によりその安全性が損なわれるおそれがないものでなければならない。 



 

1－5 

別紙－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 工事期間中は、組立水槽，可搬型エンジン付ポンプ等の事故対処資機材を使用する

際に、機材の設置場所、対処要員のアクセスルート等を確保し、冷却水等を供給でき

るように処置する。 

  

第三十六条（重大事故等対処設備） 

重大事故等対処設備は、次に掲げるところによるものでなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な個数及び容量を有すること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射線、荷重その他の使

用条件において、重大事故等に対処するために必要な機能を有効に発揮すること。 

三 想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作できること。 

四 健全性及び能力を確認するため、再処理施設の運転中又は停止中に検査又は試

験ができること。 

五 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために使用する設備にあっ

ては、通常時に使用する系統から速やかに切り替えられる機能を備えること。 

六 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないこと。 

七 想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等対処設備の操作及び

復旧作業を行うことができるよう、線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選

定、設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講ずること。 



 

1－6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第三十六条（重大事故等対処設備） 

２ 常設重大事故等対処設備は、前項各号に掲げるもののほか、共通要因（事業指定

基準規則第一条第二項第九号に規定する共通要因をいう。以下この条において同

じ。）によって設計基準事故に対処するための設備の安全機能と同時にその機能が損

なわれるおそれがないよう、適切な措置が講じられたものでなければならない。 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項の規定によるほか、次に掲げると

ころによるものでなければならない。 

一 常設設備（再処理施設と接続されている設備又は短時間に再処理施設と接続す

ることができる常設の設備をいう。以下この項において同じ。）と接続するもの

にあっては、当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ、かつ、二以上

の系統が相互に使用することができるよう、接続部の規格の統一その他の適切な

措置を講ずること。 

二 常設設備と接続するものにあっては、共通要因によって接続することができな

くなることを防止するため、可搬型重大事故等対処設備（再処理施設の外から水

又は電力を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異なる複数の場所

に設けること。 



 

1－7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五 改良工事の施工範囲においては、事故時に使用する機材の設置や運搬を行うことか

ら、以下の処置を実施する。 

〇機材の設置場所の確保 

〇対処要員のアクセスルート等の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第三十六条（重大事故等対処設備） 

三 想定される重大事故等が発生した場合において可搬型重大事故等対処設備を設

置場所に据え付け、及び常設設備と接続することができるよう、線量が高くなるお

それが少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講

ずること。 

四 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによる影響、設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備の配

置その他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管す

ること。 

五 想定される重大事故等が発生した場合において、可搬型重大事故等対処設備を

運搬し、又は他の設備の被害状況を把握するため、工場等内の道路及び通路が確保

できるよう、適切な措置を講ずること。 

六 共通要因によって、設計基準事故に対処するための設備の安全機能又は常設重

大事故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能と同時に可搬型重大事

故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない

よう、適切な措置を講ずること。 



 

 

 

 

 

 

 

２．申請に係る「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の

規制に関する法律」第 44 条第 1 項の指定若しくは同

法第 44条の 4第 1項の許可を受けたところ又は同条

第 2 項の規定により届け出たところによるものであ

ることを説明した書類 

 

 

 

 

 

 



 

2-1 

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律等の一部を改正する法律附則第 5条第 6項において読み替えて準用する同法第

4 条第 1 項の規定に基づき、独立行政法人日本原子力研究開発機構法（平成 16年法律第

155号）附則第 18条第 1項により、指定があったものとみなされた再処理事業指定申請

書について、令和 2年 4 月 22日付け令 02原機（再）007により届出を行っているところ

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


